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終了時評価調査結果要約表（和文） 

1. 案件の概要 

国名：トルコ 案件名：防災教育プロジェクト 

分野：防災 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部水資源・防災グループ 協力金額：2.3 億円 

協力期間：(R/D) 2010 年 10 月～2013 年 12 月 先方実施機関：国民教育省（教員育成総局、基礎教育総局、

中等教育総局、教育委員会、サービス支援総局、県教育事

務所）、首相府防災危機管理庁、大学・研究機関 

日本側協力機関：兵庫県、兵庫県教育委員会、

EARTH、国立教育政策研究所、国際防災研修

センター、東京都、文部科学省、人と防災未

来センター 

1-1 協力の背景と概要 

トルコ国は、アジア側から伸びるアナトリア半島とボスポラス海峡を隔てて対峙するヨーロッパ側の国土

からなる国である。トルコ国の大部分を占めるアナトリア半島は、北側のユーラシアプレート、南側のアフ

リカプレート及びアラビアプレートの境界部に位置しており、地震活動が非常に活発な地域である。1999

年に発生したトルコ北西部地震（マルマラ地震とデュズジェ地震の 2 回の地震の総称）では、約 2 万人の犠

牲者がでるなど甚大な被害が発生した。 

このような地震頻発国であるトルコ国は、防災対策に対して積極的に取り組んできており、これまでドナ

ーなどの支援により構造物対策中心の事業を実施してきた。JICA も、1993 年から 2000 年にかけて、地震観

測や耐震工学に関する技術向上のための技術協力や、イスタンブールの地震防災計画策定のための技術協力

を実施してきた。さらに、2002 年には、ボスポラス海峡長大橋にかかる耐震補強の円借款を供与している。 

トルコ国政府は、構造物対策だけではなく非構造物対策にも注力しており、特に、防災教育の実施を重要

視している。他ドナーや NGO/NPO などによって、防災教育教材の作成を中心にした活動実績はあるものの、

それら実績が各プロジェクト実施地域を超えて全国展開できないことを、トルコ国政府は課題としている。

また、首相府防災危機管理庁（AFAD）は「国家地震戦略及び行動計画」（2012-2023）を策定しており、学

校に関するところでは、公教育における防災教育の実施（教員研修を含む）及び学校など施設の耐震性に係

る各種行動が含まれている。 

このような状況の中、2008 年 9 月にトルコ国国民教育省は、学校教育における質の高い防災教育の実施

に向けて、教員研修カリキュラムの策定、教員研修実施体制の構築及び学校防災計画の策定を目的に、本案

件を我が国に要請した。これを受けて JICA は詳細計画策定調査を実施し、プロジェクトの内容について合

意する M/M を 2010 年 5 月 14 日に署名した。2010 年 10 月 18 日の R/D 締結により開始された本プロジェク

トは、終了予定である 2013 年 12 月まで残り約 6 ヶ月となった 2013 年 7 月において、終了時評価が実施さ

れることとなった。 

1-2 協力内容 

(1) スーパーゴール 

学校管理者、教員、生徒、及び父母が、学校教育を通して災害の知識、認識、及び管理能力を向上さ

せることにより、全国において防災に対する認識が広められる。 

(2) 上位目標 

基礎教育学校の学校管理者及び教員、中等教育学校の学校管理者が、防災に対する認識を向上するこ
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とにより、プロジェクト対象地域において防災教育能力が向上される。 

(3) プロジェクト目標 

学校管理者と教員の知識向上と学校防災管理能力の強化により、プロジェクト対象地域の支援対象校

における学校防災教育が改善される。 

(4) 成果 

1) マスター教員（学校管理者と教員）の、防災教育に関する知識を同僚に伝達する能力が向上する。 

2) 防災教育に関する教員用補助教材が改善される。 

3) 学校環境に適した学校防災管理システムが構築される。 

(5) 投入（終了時評価時点） 

（日本側） 専門家派遣：プロジェクト 8 名（計 48 回、801 日間）、短期専門家 3 名、運営指導調査 6 名

本邦研修：合計：41 名（2013 年 8 月実施予定人数含む） 

2011 年 3 月（国民教育省より 7 名、大学より 3 名）、2012 年 10 月（国民教育省準高官 5 名）、2013

年 1 月（国民教育省職員 1 名、コア・マスター教員 14 名）、2013 年 8 月予定（国民教育省職員 1

名、県マスター教員 10 名：視学官及び民間防衛専門員） 

供与資機材：該当なし 

現地活動費：7,508 万円（2010 年実績、2011 年実績、2012 年実績、2013 年予定金額の合計） 

（トルコ側） カウンターパート： 終了時評価時点では、国民教育省（教員育成総局、基礎教育総局、中等教

育総局、教育委員会、サービス支援総局、県教育事務所）、首相府防災危

機管理庁、大学・研究機関（ワーキング・グループ含む） 

ローカルコスト負担： 284,434TL（約 1,447 万円）（2011 年～2013 年 7 月）、事務所スペース・

備品の提供 

(6) プロジェクトサイト 

 パイロット 10 県：マルマラ地域 8 県（イスタンブール、コジャエリ、サカリヤ、ヤロワ、ブル

サ、バリケシル、チャナカレ、テキルダー）＋黒海地域 2 県（ドゥズジェ、ボル） 

2. レビュー調査団の概要 

調査団構成 1. 米林 徳人 （団長）JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第 2 課課長 

2. 澤田 秀貴 （協力企画）JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第 2 課 

3. 今井 梨紗子 （評価分析）国際航業（株） 

4. 中沢 由美子 （通訳）財団法人日本国際協力センター 

5. Dr. Fatma Barlçin （トルコ側リーダー）開発省 社会セクター調整総局 

6. Mr. Hasan Çoban （評価）開発省 社会セクター調整総局 

7. Ms. Selen Arlı Yılmaz  （評価）開発省 社会セクター調整総局 

8. Mr. Ahmet Sabancı （評価）国民教育省 教員育成総局 研究開発・プロジェクト部 

9. Ms. Ayşe Ozısek （評価）国民教育省 教員育成総局 研究開発・プロジェクト部 

調査期間 2013 年 6 月 24 日～2013 年 7 月 17 日 調査種類：終了時評価 

3. 進捗の確認 

3-1 成果レベルの実績 
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1) 成果 1 

・ プロジェクト対象 10 県から、80 校のパイロット基礎教育学校1（現在は小学校及び中学校を指す）と

各校 3 名ずつ計 235 名のマスター教員（対象県の人口数に比例）、及び各県から 2 名（視学官 1 名、民

間防衛専門家 1 名）ずつ計 17 名2の県マスター教員が合計 252 名選定された。中等教育学校に関しては、

選定のための準備が始まったところである。 

・ 2011 年 9 月、学校管理者、教員、生徒、保護者の防災に関する意識調査の実態を測るためベースライ

ン調査が実施された。パイロット校（80 校）・コントロール校3（80 校）のそれぞれにおいて、校長 1

名、教員 5 名、生徒 5 名、保護者 5 名を対象とし、合計 2560 名（うちパイロット校全体で 1280 名）

に対する web アンケートを実施した。 

・ 252 名のマスター教員に対して、国民教育省（MoNE）によりこれまで 3 回のマスター教員研修が実施

された（第 1 回 2011 年 10 月、第 2 回 2012 年 1 月、第 3 回 2012 年 9 月）。 

・ 第 1 回マスター教員研修では、マスター教員の研修前後の受講者の理解度変化を統計的に検定する「事

前事後比較評価（Pre-post テスト）」4とアンケート調査を通じた受講者のニーズに合わせた「参加型評

価」が実施された。同研修から約 3 ヵ月後に実施された第 2 回マスター教員研修では、満足度評価、

参加型評価が実施された5。研修マスター教員研修の評価はプロジェクト終了後もカウンターパート（以

下 C/P）が持続的に評価活動を継続できるよう、評価主体を育成することを目的としてデザインされた。 

・ 第 3 回マスター教員研修では防災教育コンテストが行われ、参加したパイロット校 80 校のうち 45 校

がコンテストにエントリーし、4 項目（学校防災計画、授業案、ポスター、普及計画）に基づく審査の

結果、上位 15 校が表彰された。 

・ 国別研修は、ワーキンググループメンバーを対象とした第１回は 2011 年 3 月、次官及び関係総局長に

よる準高官研修は 2012 年 10 月、コンテストで選定された優秀校の教員を対象とした第２回は 2013 年

1 月に実施した。2013 年 8 月には、県マスター教員を対象として、第３回を実施予定。 

・ 2013 年 3 月 21 日の合同調整委員会（JCC）において、パイロット県内のすべての基礎教育学校を対象

とした県内における効果的な防災教育の普及手法が承認され、パイロット県教育事務所は、県内のす

べての基礎教育学校対象とした普及計画（ステップ０〜３研修6）を作成し、これに基づく普及活動を

2013 年 10 月から段階的に実施することとなった。2013 年 6 月 26 日、プロジェクトの成果に基づく組

織作りと普及にかかる次官通達がパイロット県宛に発出された。マスター教員の防災教育普及活動時

                                                        
1 2011 年 6 月の選挙後、義務教育が 8 年制（小中学校一貫）から 12 年制（小学校 4 年、中学校 4 年、高校 4 年：通

称「4+4+4」）となり、2012 年 9 月より「4+4+4 教育制度」が実施された。パイロット対象校は案件開始時にはひと

つの基礎教育学校（旧制度での呼称）であったが、現制度では、小学校および中学校の二つに分かれ、また中等教

育学校（旧制度）は高校を意味する。本書では、MoNE の総局に旧制度の呼称が使用されていることから、旧制度の

呼称で統一する。 
2 民間防衛専門家の配置されていない県が 3 県（Tekirdağ, Yalova, Bolu）ある。 
3 プロジェクトの介入のある学校を「パイロット校」、介入のない学校を「コントロール校」と定義。 
4 Knowledge Test と Attitude Test の二部構成で「講義内容の理解度」、「教員の防災教育に対する自信」をそれぞれ測る

テスト。 
5 プロジェクトでは、「4 レベルアプローチ」研修評価理論を用いて、1)満足度、2)理解度、3)行動変容、及び 4)イン

パクトを測る試みがなされている。特に｢行動変容｣に重点が置かれている。同理論でのインパクト（Results）は長期

スパンで測るもので、本プロジェクト期間内にすべてを評価する段階には至らない。 
6 2013 年 9 月予定:ステップ０研修（防災教育に関するハンドブックに基づき、国民教育省がコア・マスター教員に対

する 15 時間の研修）、2013 年 10 月予定：ステップ１研修（ステップ０研修受講したコア・マスター教員が、自校の

教員に対して行う研修）、2013 年 11 月～12 月予定：ステップ２（プロジェクト内の活動として、周辺校数校に普及

していく計画）。2014 年 1 月以降：ステップ３研修（2013 年 9 月までに各県で作成することになっている普及計画

に従いパイロット県内すべての基礎教育学校を対象に、順次普及を実施していく計画）。 
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の交通費、日当、また講師としての活動への謝金は、教員育成総局が負担する旨が明示された。 

・ 2013 年 3 月プロジェクト研修評価活動の一環である中間評価調査が実施され、エンドライン調査は、

2013 年 9 月に実施される予定である。 

2) 成果 2 

・ 日本とトルコの防災教育の比較、トルコの防災教育のコンセプト案、社会・生活・理科における各学

年・単元ごとの防災に関する習得目標案に関し、ワーキング・グループ（以下 WG）によりそれぞれ

レポートが取りまとめられ、教員育成総局より教育委員会に提出された。 

・ 2012 年運営指導調査の専門家（兵庫県）は 10 県のパイロット校計 11 校を訪問し、生徒に対するデモ

ンストレーション授業を行い、マスター教員は生徒に対するモデル授業を行った。 

・ コア・マスター教員が中心となり、2012 年 9 月にマスター教員研修（コンテスト）にて発表した指導

案をもとに、改訂や付加を行い、さらに、コア・マスター教員が自らの授業で生徒の教えた結果のフ

ィードバックを反映させた 50 の指導案をトルコ語、算数、生活、社会、理科、自由時間、総合ゲーム、

宗教、芸術、音楽などの教科別に取りまとめた。 

・ 防災教育に関するハンドブック Part 1（防災の基礎知識）、Part 2（防災教育の理論と実践）、Part 3（学

校防災緊急管理計画作成ガイドブック、Part 4（研修評価）の作成が完了し、Part 1 及び Part 3 は、大臣

の承認を既に受け、現時点では Part 2 及び Part 4 は、大臣による承認待ちの段階にある。 

3) 成果 3 

・ トルコの民間防衛計画と日本の学校防災計画の比較レビューを踏まえ、WG 独自の編集により防災教

育に関するハンドブック Part3 である学校防災緊急管理計画作成ガイドブックの作成が完了し、ハンド

ブック Part1 とともに大臣による承認がなされた。2012 年 9 月の第 3 回マスター教員研修で、その第 2

ドラフトがパイロット校に配布された。 

・ 2012 年 9 月、45 校がエントリーした防災教育コンテストでは、45 校のうちの 34 校が学校防災緊急管

理計画を作成した。このうち約半数の学校が所属する学校の環境に適した独自の防災活動を取り入れ、

また、日本での研修をさらに発展させ独自に年間活動計画を策定して実行している学校が見られた。

同コンテストの結果を受け、ガイドブックに年間活動計画と評価の項が加えられた。 

・ 2013 年 3 月トルコの防災週間に合わせ、防災訓練の実施をパイロット校に呼びかけた。各県ともに、

マスター教員や近隣の学校は保護者、県 AFAD の協力を得て、防災活動の推進ならびにその広報が実

施されている状況が確認された。ただし、代表校及びその周辺での確認にとどまっており、全県のパ

イロット校の活動の確認は、MoNE のメーリングリストの活用及びエンドライン調査にて行われる予

定である。 

・ 中等教育学校に関しては、終了時評価時点では、成果 1 による各県 1 校のパイロット校 10 校の選定の

準備が開始された段階にあり学校管理者のための研修を 9 月に行う予定である。研修後に、研修を受

講した学校は、学校防災緊急管理計画をプロジェクト期間内に作成する。より効果的な計画作成プロ

セスを狙い、選定された学校管理者の学校の一般教員も含めて研修を行う。 

3-2 プロジェクト目標の達成見込み 

(1) 上述した成果ごとの活動実績を、PDM（Project Design Matrix）指標の達成度としてみると、成果 1 につ

いては、指標に関するデータ入手のためにエンドライン調査を実施し、ベースライン調査・中間評価調

査と比較する必要がある。成果 2 については、指標は達成されつつある。成果 3 については、基礎教育

学校については指標が達成されつつある。一方で中等教育学校については、ようやく選定の準備が始ま

りつつあり、教員育成総局は中等教育学校管理者向けのセミナーを 9 月に実施する予定である。予定ど
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おり同セミナーが開催されれば、プロジェクト期間内での成果 3 の達成は見込める。 

(2) プロジェクト目標の PDM 指標の達成に向けた進展についても、エンドライン調査を参照する必要はある

が、基礎教育学校に関しては指標の達成に向けて着実に進展していると言える。プロジェクト目標の指

標の中には、マスター教員以外の教員に関する指標も含まれているが、ベースライン調査は、80 のパイ

ロット基礎教育学校の教員についてはマスター教員 3 人を含む各校 5 名の教員を対象に実施しており、

エンドライン調査においては、マスター教員が 3 人以上の同僚と知識を共有したかどうかを確認する必

要がある。中間評価調査（プロジェクト内部評価）での定性的インタビューでは、マスター教員の同僚

に対する行動変容の例が複数挙げられている。中等教育学校の選定は終了時調査時点では、選定準備が

開始されたところであった。 

3-3 上位目標に向けた進捗 

・ 2013 年 6 月に MoNE 次官より発出された通達では、MoNE 内に防災教育諮問委員会（Disaster Education 

Advisory Committee）を設置し、学校防災教育の計画、実施、指導、活動費の配分を円滑にすることが明

文化されたことにより、プロジェクト目標（パイロット校）から上位目標（パイロット全県）への中央

からの働きかけが円滑になることが予想される。また、同通達により、パイロット全県での学校防災緊

急管理計画の普及を促進するものと考えられる。 

・ 同通達では、マスター教員の役割や責任について文書化され、2013 年 1 月に本邦研修に参加したコア・

マスター教員のほかボランティア教員を中心としたグループ「マスター教員サークル」が各県の防災教

育の普及に努めることが記されている。防災教育を担う人事配置について明記されていないが、日当宿

泊等の手当て等の予算措置を教員育成総局が実施することが指示されていることから、プロジェクト活

動の円滑な実施を支援する枠組みの基礎ができたといえる。 

・ 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校では認められているものの、上位目標の達成見込みに

ついてはまだ判断する段階には至っていない。パイロット県内のすべての基礎教育学校を対象とした効

果的な防災教育の普及手法については、既に検討が進められている。パイロット県教育事務所は、県内

のすべての基礎教育学校を対象とした普及計画を作成し、普及活動を 2013 年 11 月から実施する。2013

年 11 月～12 月に実施する、ステップ２の研修では、プロジェクト内の活動として、周辺校 3-5 校に普及

していく計画となっている。それ以降のステップ３の研修については、2014 年 1 月以降、すべての基礎

教育学校を対象に順次県内普及を実施していく計画である。なおステップ３以降のプロジェクト終了後

の活動は教員育成総局が管理・実施していくこととなる。 

・ 自主的な活動としては、テキルダー県及びチャナッカレ県では、2011 年 10 月実施の研修後、同様の内

容を県内の全ての学校に普及させた実績がある。また、マスター教員も校内の先生全員に普及されてい

る事例も各県の巡回時に多くみられている。 

4. 評価 5 項目の概要 

4-1 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

・ 第 9 次国家開発計画（2007-2013）では、防災教育カリキュラムに対応できる教員の質の向上に取り組

むべきである旨が明示されている。 

・ トルコの首相府防災危機管理庁（AFAD）は、2011 年 8 月に「国家地震戦略及び行動計画」を発表した。

その中で、Action C 1.2.4 として基礎及び中等教育における防災に関するクロスカリキュラムの改善、

Action C 1.2.5 として教員への継続的な防災教育の実施が、国民教育省の責務として掲げられている。
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実施担当部局である同省教員育成総局は、防災教育を重要と考えており、現場で防災教育を進めるマス

ター教員とプロジェクトへの期待も高い。また、防災教育の実施のための組織作り（中央及び県）の重

要性が十分認識されている。 

・ プロジェクト対象地域は、1999 年に発生したトルコ北西部地震の震源地であり、その後も地震が多発

している地域である。プロジェクト対象県は将来の地震発生確率が高い地域として考えられており、イ

スタンブールおよびブルサは特に防災対策への関心も高い。プロジェクト実施中の 2011 年 10 月にはト

ルコ国東部のヴァン県における地震による大きな被害が出ており、マルマラ地域での防災教育の普及に

関心が高まっている。 

・ 「防災・災害対策」は我が国のトルコ国援助重点分野の一つであり、本案件の要請内容と整合している。 

・ 我が国においては、阪神・淡路大震災以降の兵庫県や神戸市の関係機関による防災教育の取組み実績が

ある。体験型教材や生徒が主体的に参加できるプログラムの開発などが行われており、日本の経験を本

プロジェクトに活用することができる。 

4-2 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

・ プロジェクトは、学校管理者・教員に対する研修、防災教育に関する補助教材の作成、学校防災緊急管

理計画の作成の 3 つの成果を達成することで、パイロット校の教員の防災教育能力の強化（プロジェク

ト目標）を図る構成となっている。さらに、2011 年 10～11 月にはベースライン調査、2012 年および

2013 年には中間評価調査（インタビュー調査：2012 年 11 月、Web アンケート調査：2013 年 3 月）を

実施しており、また、エンドライン調査を実施すること等により、プロジェクトによる能力強化を定性

的及び定量的に示せるようプロジェクトは効果的に組み立てられている。 

・ 基礎教育学校のパイロット 80 校については、上述したように各成果レベルで着実にプロジェクトは進

展しており、中等教育学校が早急に選定され活動が実施されるならば、2013 年 11 月のプロジェクト予

定終了時までに、所与の目的がおおむね達成されることが見込まれる。 

・ 成果 1 に関し、パイロット校とマスター教員は MoNE と県教育事務所が選定した。2013 年 6 月、同省

次官は、マスター教員の役割や責任を明記したレターを発出した。その中で、コア・マスター教員（2013

年 1 月に本邦研修に参加したマスター教員）並びにボランティア・マスター教員を中心としたグループ

「マスター教員サークル」が各県の防災教育の普及に努めることが記されている。なお、防災教育を担

う人事配置について明記されていないが、日当宿泊等の手当て等の予算措置を教員育成総局が実施する

ことが指示されていることから、トルコ側によるプロジェクト活動の円滑な実施を支援する枠組みの基

礎ができた。 

・ 成果 2 に関し、トルコの防災教育のコンセプト案や、社会・生活・理科における各学年・単元ごとの防

災に関する習得目標案が WG により作成され、教員育成総局よりレポートとして教育委員会に提出さ

れた。現在はカリキュラムの変更や教科書の作成へ反映するため、教育委員会から TÜBİTAK（トルコ

科学技術研究会議）へ提出され科学的な根拠に裏付けられた審査が行われている。 

・ 成果 3 に関し、学校防災緊急管理計画ガイドブック（Part 3）については、2013 年 6 月に大臣の承認を

受けており、Part 2 及び Part4 の承認後、サービス支援総局が管理し、印刷・配布することが期待され

ている。また、学校が防災緊急管理計画を作成・実施していくため MoNE 次官からの通達が 2013 年 6

月末に発出されたところから、パイロット県での学校防災緊急管理計画の普及を促進するものと考えら

れる。 
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・ プロジェクトは、①ベースライン調査報告書（2011 年 11 月）、②研修評価調査（2011 年 11 月、2013

年 1 月）、③中間評価調査報告書（2013 年 6 月）を取りまとめている。2013 年 9 月に実施予定のエンド

ライン調査による追跡により、マスター教員の意識向上（行動変容）を計ることが出来る。なお、エン

ドライン調査結果の分析に際しては、ベースライン調査実施以降に行われた教育制度改革の影響（学校

区分やマスター教員の所属校の変更等）に留意する必要がある（4-6(2)参照）。教育制度の改革によって

それまでの初等教育から小学校、中学校と分けることになり、マスター教員がどちらの所属になったか

（マスター教員の追跡）、パイロット校の定義にも留意する必要がある。 

・ 2012 年 9 月 28 日の第 4 回 JCC において、プロジェクトの「スーパーゴール」の対象が協議された結果、

「プロジェクト対象県」を「全国」へと変更し、PDM ver3 に反映した。 

4-3 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度である。 

・ PDM ver3 は教員育成総局 C/P との協議を経て改訂されたものである。教員育成総局以外のプロジェク

ト参加者については、PDM、PO（Plan of Operation）の存在・内容がよく認識されているわけではない

が、プロジェクトが目指す 3 つの成果は理解されている。 

・ 本案件の実施については、トルコ国側の教員研修能力が十分高いこと、国際機関や他ドナーが実施した

同分野案件の成果等を活用して実施の効率化を図る方針であること、といった理由から、日本側の投入

は比較的限定されたものとなっている。日本側専門家の派遣については、特に兵庫県から派遣された短

期専門家の授業についてトルコ国側 C/P やマスター教員からの高い評価の声が聴かれた。インタビュー

結果で国民教育省は、プロジェクト終了後も、可能であれば短期専門家の派遣と教員研修の時期を合わ

せ、日本側に協力を依頼したい意向を示している。 

・ 案件形成当初は、国内支援委員会の設置ならびに「教育行政」の専門家の投入が計画されていたが、実

際のプロジェクト実施体制は異なっている。インタビュー結果では、防災の専門家だけでなく、教育の

専門家がプロジェクトに継続的に関与するべきだったとの指摘も複数あった。 

・ 案件開始後 2 ヶ月の準備期間で第 1 回本邦研修が実施されたが、本邦受け入れ先の準備期間を少なくと

も 4-5 ヶ月見積もり、計画する必要がある。案件形成時の評価コンサルタント、受注コンサルタントに

共通認識が必要であり、本案件のように日本の震災経験の共有等、本邦研修が重要な研修の一部である

場合、効率的な活動の投入に留意する必要がある。 

・ プロジェクトはこれまで、合同調整委員会（JCC）を 5 回開催している。プロジェクト参加者間のコミ

ュニケーションについて日本側専門家と教員育成総局との間の連絡調整は、トルコ側コーディネーター

の継続的な努力により、安定的に確実に行われている。トルコ側関係者内での連絡調整は、教員育成総

局とマスター教員間の連絡ツールとして、メーリングリストが活用されており、MoNE からの通達等が

メールにて連絡されることに加え、マスター教員間の情報交換の場としても同メーリングリストが活用

されている。同メーリングリストには、プロジェクト通訳、JICA トルコ事務所プログラムオフィサー

もメンバーに加えられている。IT インフラの整備されたトルコならではの工夫が見られる。 

・ トルコのような非英語圏でのプロジェクトでは、C/P 側は英語を理解する職員を組織の意思決定に近い

ポストに配置すること、また、日本側は英語・現地語の通訳を計上する等の工夫が必要であるが、本プ

ロジェクトでは効率的に配置されている。 

・ 基礎教育学校と中等教育学校の選定は、プロジェクト前半期に確実に実施される必要があり、中間レビ

ュー時点で中等教育学校のパイロット校の選定を進めることとの提言があったが、終了時評価時点で選
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定準備中であり、中等教育学校の学校防災緊急管理計画の作成作業が遅延している。 

・ プロジェクトの中盤の教育制度ならびに組織の改変を受けた C/P の大幅な異動により、プロジェクト活

動も影響を受け、成果 2 では、2011 年 11 月～2012 年 8 月の 9 ヶ月間、C/P が不在であった。しかし、

C/P の配置に時間を要した時期に、各 WG で大学教員やマスター教員を中心として自主的に活動を継続

しており、この点は高く評価できる。 

・ プロジェクト開始から約半年後、日本人側の通訳がプロジェクト終了時まで配置されることとなり、専

門家の不在時のトルコ側、日本側との円滑な連絡調整に寄与している。一方で、活動が集中する時期の

専門家のアサインに関しては、派遣期間が短いという指摘があった。案件形成時に専門家の活動を後方

支援する業務調整担当の配置が計画されていないため、業務調整のアサインを通訳とは別で計画する必

要がある。 

・ パイロット 10 県 80 校への支援、モニタリングに関し、日本人専門家および C/P によるパイロット 10

県への巡回は 4 回にとどまり、訪問した学校数は 41 校（のべ 65 校）である。インタビュー結果では、

全てのパイロット校巡回のために十分な期間の専門家の投入が必要であるとの意見が出された。さら

に、案件開始当初に専門家チームおよび C/P（もしくは WG メンバー）が全パイロット校を訪問し、地

図上に位置情報を落とすなどプロジェクト管理の工夫がなされれば、活動モニタリング等がよりスムー

ズになったとの意見もあった。 

4-4 インパクト 

プロジェクトのインパクトは、以下のとおり発現している。 

・ 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校では認められている。インパクトの上位目標の達成見

込みについてはまだ判断する段階には至っていない。しかしながら、パイロット校の校内における同僚

教員への指導のみならず、生徒や父母及び他校への防災教育の普及（上位目標）を視野に入れた様々な

活動が、プロジェクト期間中において積極的に実施されている。 

・ 2012 年 9 月に実施された防災教育コンテストでは、審査基準の中の 4 項目に学校における普及活動計

画が含まれており、コンテスト参加校がそれぞれ発表した。同コンテスト内で WG から、各県にてマ

スター教員サークル（活動グループ）を形成し、県のマスター教員が中心となって県内普及を進めてい

く案が提案された。2013 年 8 月末に実施予定の本邦研修には、11 名（パイロット各県から視学官また

は民間防衛専門家が 1 名ずつと国民教育省からリーダー1 名）が、各県防災教育普及計画アクションプ

ラン作成を目的として参加する予定である。2013 年 9 月から 10 月を目処に、ハンドブックの Part1～

Part4 を使った STEP0 研修を行う。 

・ 2012 年 1 月、第 2 回マスター教員研修時にアンケートによる意識調査（満足度調査）が実施され、行

動変容の例として、第 1 回目の研修で学んだことを同僚と共有したと教員が 96％、同僚と防災教育に

ついて話をする教員がベースライン時と比して 30％から 87％へ上昇したことが報告された。2012 年 11

月中間評価調査の一部として実施されたインタビュー調査結果によるとマスター教員の同僚、学校全

体、生徒、保護者、周辺校へのインパクトの発現があった一方で、資金的・精神的負担、モチベーショ

ンの維持に掛かる課題がそれぞれ報告されている。 

・ 2013 年 6 月に報告された中間評価調査結果によると、パイロット校では正のインパクトが確認されて

いる。ブルサでは地震時に生徒全員が机の下にもぐった例、チャナッカレでも大きな物音が聞こえた際、

地震だと思い全員が机の下にもぐった例等が報告されている。 

・ 保護者に関しては、学校が防災教育の実施について報告、セミナー開催等を行い、保護者からの反応が
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ある、コンテスト後、入賞校では、保護者からの問い合わせが増加するなどの反応があることが確認さ

れている。また、日本人専門家の訪問や教員研修が学校 HP に掲載され、学校の宣伝となり、学校管理

者や教員のモチベーションになるとの声もあった。 

・ 周辺校、地域へのインパクト発現について、2013 年 6 月 10 日にサカリヤ県でマスター教員 3 名を中心

として開催された 1500 人規模の「防災くまキャラバン」を特筆する。同イベントは、本邦研修で、Ｎ

ＰＯ法人プラス・アーツが実施する防災イベント「イザ！カエルキャラバン」に参加したマスター教員

の発案で企画、実施された好事例である。県副知事や消防局等多くの関係者・機関も巻き込み、防災の

啓蒙として大きな成果をあげた。その他のインパクトに関しては、エンドライン調査の実施結果や、プ

ロジェクト終了後一定期間を経た後にフォローアップ評価を実施することによって明らかになること

が予想される。 

4-5 持続性 

プロジェクトの持続性の見込みは、中程度であるが、防災教育普及の体制整備が確保されるならば、プロ

ジェクトの持続性を見込める可能性がある。 

・ 2013 年 6 月に MoNE 次官から発出された通達に基づく防災教育アドバイザリーコミッティは今後プロ

ジェクト終了までに設立されることを想定するが、設立に当たっては各総局の業務・職務内容に照らし

て役割を整理する必要がある。JCC の開催等を通じて各総局との協力関係を再構成し、その中で今後プ

ロジェクト活動を維持していく体制を協議し決定していくことが重要、と教員育成総局は考えている。

プロジェクト目標の対象に含まれている中等教育学校（現在は高校を指す。p.3 注 1 参照）での学校防

災緊急管理計画に関して、これまでのプロジェクト期間中に活動がなかったことから、中等教育総局と

の協働に向けた協議を継続していく必要がある。また、プロジェクトで作成した 4 つの防災教育ハンド

ブックの印刷や頒布ならびに今後、学校防災緊急管理計画の主管部署となることが想定されるサービス

支援総局との密な連携も必須である。 

・ 通達前述の MoNE 次官レターでは、防災教育の実施、今後の普及活動が明示されたことはプロジェク

トの持続性において大きな意味を持つ。また、マスター教員、コア・マスター教員の活動が明文化され、

TOT における講師となるコア・マスター教員への手当てが MoNE 教員育成総局の負担で行われること

が約束されたことにより、パイロット各県における防災教育活動の活性化が期待できる。 

・ WG の活動に参加したローカルリソースは、イスタンブール、アンカラ、コジャエリ各県の大学教員、

Duzce 地震の経験から発足した NGO 等、MoNE 内の人材にとどまらず、複数の機関、人材が確認され

ている。これらの人材は WG の活動に深く関与していることから、プロジェクト終了後の持続性に大

きく貢献するものと考える。 

・ プロジェクトで実施された防災教育コンテストについて、教員育成総局が継続して実施していく意向を

示している。継続した実施に当たって、優秀校または優秀教員に対し大臣表彰などインセンティブの付

与によって、教員のモチベーションを高めることが期待される。同時に、県コーディネート組織が主体

となって研修評価を継続的に行い、マスター教員研修自体の精度を上げていくことや、教員育成総局に

よる Web アンケート調査の定期的な実施によってインパクトの測定がされていくことが期待されてい

る。 

・ MoNE は省庁の中でも予算面では上位に入っており、中央政府予算の約 11.8％（2013 年）を MoNE が

占めている。MoNE の予算額は約 1 兆 9930 億円（2012 年）、約 2 兆 4167 億円（2013 年）と 2013 年は

前年比で約 21％増加している。 
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4-6 プロジェクトの効果発現を促進・阻害した主な要因 

(1) 促進要因 

・ 教育制度改革と国民教育省の組織改編に伴い、プロジェクト・ダイレクターを始めとする C/P が異動す

る中で、プロジェト当初から一貫して関わっているプロジェクト・コーディネーターの継続的な努力は、

プロジェクト活動推進の大きな要因となっている。また、プロジェクトの中盤に行われた組織改編後、

部署間の調整不足により MoNE で効果的に職員を配置できていない期間では、幾つかのプロジェクト

活動について、大学教員が中心となり WG 活動が進められた。 

・ マスター教員研修に一般教員だけではなく、学校管理者、県の視学官ならびに民間防衛専門家含めた点

は、トルコ事情を勘案した視点が取り入れられている。 

・ プロジェクトの第 1 回本邦研修中（兵庫県）に東日本大震災が起こり、地震や津波に備えることの重要

性を C/P 自身が再認識した。また、プロジェクト実施中の 2011 年 10 月、第 1 回マスター教員研修開始

前日、ヴァン県において発生した地震による大きな被害がでており、マスター教員の防災教育の普及の

緊急度も再認識されモチベーションの向上に寄与した。 

(2) 阻害要因 

・ 2010 年 10 月の R/D 署名時の実施責任部署であった教員研修局が、2012 年 1 月の MoNE の組織改編に

より、教員育成総局に改組された。また、初等教育局と就学前教育局が統合されて基礎教育総局に、総

務財務局とソーシャルサービス局が統合されてサービス支援総局になるなど、プロジェクト関連部署も

改組された。これに伴い、教員研修局から任命されていたプロジェクト・ディレクター、プロジェクト・

マネジャーが 2012 年 4 月までに交替となり、その他多くの WG メンバーが異動した。国民教育省の組

織改編は、2012 年 9 月の新学期にあわせて導入された「4+4+4」と呼ばれる新しい教育制度の実施に対

応したものと言われている。こうした国民教育省の組織改編と、それに伴う C/P の異動や C/P の不在期

間が、プロジェクトの進捗に影響を与えている。 

5. 評価結果の要約 

5-1 結論 

トルコ国の新学期である 9 月以降に残りの活動が集中していることから、プロジェクト目標は、現時点で 4

分の 3 程度達成であると判断できるが、成果 1 及び成果 3 の残りの活動が予定通り実施されるならば、プロ

ジェクト目標は概ね達成される見込みである。プロジェクトは、トルコ国の防災に関する国家政策・行動計

画への協力であり、実施担当機関である国民教育省教員育成総局のニーズとも合致していることから、その

妥当性は高い。プロジェクトは、3 つの成果を出すことでプロジェクト目標を達成するよう適切に構成されて

おり、事業効果を図るためのエンドライン調査も計画されていることから、その有効性は高い。プロジェク

ト実施に対する教員育成総局の予算支出や C/P の努力は大きいものの、プロジェクト実施期間中に教育制度

改革と組織改編が行われたためプロジェクトも影響を受けており、効率性としては中程度と判断される。パ

イロット県におけるインパクトに関しては、「防災くまキャラバン」等の好事例も見られ、既に 2 県において

は、県内すべての学校で防災教育を実施している例も見られた。しかしながら、終了時評価の時間的制約か

ら、防災教育の活発でない学校への視察が出来なかったため、より正確なインパクトの発現に関してはエン

ドライン調査の結果を分析する必要がある。持続性については、技術的には大きな問題は見られず、財政面

においても、教員育成総局の教員育成予算は十分であることが確認されている。上位目標達成のためには、

トルコ国全体の防災政策を担う AFAD との連携をより促進し、国家全体の防災政策の整合性を高めることで、

プロジェクト終了後の防災教育の質の向上及び普及の拡大が期待される。また、組織面では、トルコにおけ
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る省庁全般的に、選挙による組織改変、及びそれに伴う大幅な人事異動が懸念されることから、現地の事情

を勘案した防災教育普及計画策定が必要である。 

 

5-2 提言 

PDM Ver3 に示されたプロジェクト目標は「パイロット 80 校の教員の学校防災教育能力の強化」（プロジェ

クト終了時）であり、上位目標は「パイロット県での学校防災教育能力強化」（プロジェクト終了から 3～5

年程度）、またスーパーゴールでは「全国での学校防災教育能力強化」（プロジェクト終了から 5～10 年程度）

がそれぞれ目標となっている。 

プロジェクト終了まで残り半年の活動期間において、プロジェクト目標の達成とともに、プロジェクト終

了後もその効果が定着し、上位目標やスーパーゴールの達成に向けてプロジェクトの成果が持続・発展して

いくための提言を次のとおりまとめた。 

1) プロジェクト目標の達成に向けた提言 

1-1. 活動成果を踏まえた 2013 年 12 月までの残りの期間、PO に基づき着実に実施すること。 

1-2. 中等教育学校のパイロット校の選定ならびに計画された活動を早急に行うこと。 

1-3. プロジェクトの内容や成果・進捗の判りやすい報告書を作成して C/P・WG 間のコミュニケーションの

向上を図ること。また、渉外向けには PR にも利用できるプロジェクト紹介資料を作成すること。 

1-4. エンドライン調査については、ベースライン調査・中間評価調査の結果も踏まえ、PDM Ver3 にある各

指標の達成度との関連を検討することが必要である。 

1-5 県のマスター教員の防災教育の県内での普及を促進する調整組織が確実に県に設置されること。 

1-6 今後設置されるコーディネーション組織において、MoNE の各部局（教員育成総局、基礎教育総局、

中等教育総局、サービス支援総局、及び教育委員会）から防災教育普及担当者が選任され、教員育成

総局が中心となり、プロジェクトが行ってきた活動を持続・発展させていくこと。 

 

2) プロジェクト効果・成果品の定着に向けた提言 

2-1. 以下の事項について責任部署を明確にすることが望まれる（この他にも、必要に応じ事項を追加）。 

成果 事項 想定担当部署 

成果 1 1) マスター教員の任命・辞任・引継ぎ等に関する規定作成 

2) マスター教員の制度的な裏付け（資格制など）に向けた現

行制度の調査・改変 

3) 現在のパイロット校、マスター教員のリストの見直し・ア

ップデート 

4) パイロット校となる中等教育学校の選定 

 

5) 防災教育の県内における普及手法の計画作成 

6) 防災教育の普及計画に関する県教育事務所との窓口部署 

7) マスター教員に対する継続的なリフレッシュ研修の実施 

8) ハンドブック Part1～Part4 の情報共有・情報提供、広報 

教員育成総局 

教員育成総局 

 

教員育成総局・県教育事務所 

 

教員育成総局・中等教育総

局・県教育事務所 

教員育成総局 

教員育成総局 

教員育成総局 

教員育成総局 
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成果 2 1) 防災教育に関するハンドブックの国民教育省として承認 

2) ハンドブックの教材としての認可のための、教育委員会へ

の申請（TÜBİTAK の審査中） 

3) プロジェクト終了後の、ハンドブックの管理、印刷・配布 

4) プロジェクト終了後の、ハンドブックの改訂作業 

大臣 

基礎教育総局・教員育成総局 

 

基礎教育総局・教員育成総局 

基礎教育総局 

成果 3 1) 学校が防災緊急管理計画を作成・実施できる（又はすべき）

法的・制度的な根拠の整備 

2) 学校防災緊急管理計画に関する県教育事務所との窓口部

署 

3) 学校が作成する防災緊急管理計画の作成指示・評価 

 

4) ガイドブックの管理、印刷・配布 

5) プロジェクト終了の、ガイドブックの改訂 

サービス支援総局（AFAD） 

 

サービス支援総局 

 

サービス支援総局、県教育事

務所（AFAD） 

サービス支援総局 

サービス支援総局 

 

3) プロジェクトの持続・発展に向けた提言 

3-1. 国民教育省の教育政策における防災教育の位置づけについての共通理解を進めること。 

3-2. 上述 2)の責任部署を含めて、JCC 等の場において防災教育の実施体制を関係各総局と検討すること。 

3-3. エンドライン調査では、ベースライン調査・中間評価調査の結果も踏まえ、プロジェクトのインパク

トとしての生徒・保護者の防災意識の向上が析出できるような質問項目となるよう検討すること。 

3-4. プロジェクトのスーパーゴールについては、防災教育の全国展開を目指すこと。 

3-5. 現在トルコ国にて実施中の他案件「マルマラ地域における地震・津波防災及び防災教育プロジェクト」

（2013 年 5 月～2018 年 4 月）及び「リスク評価に基づく効果的な災害リスク管理のための能力開発プ

ロジェクト」（2013 年 7 月～2017 年 6 月予定）との防災教育面での連携（相互訪問、活動進捗報告等）

を進めること。 

 

4) その他の提言 

4-1. プロジェクト実施を通して得られた知見やノウハウが失われないよう、MoNE は持続性を担保するた

めの必要な措置を取ること。 

4-2. エンドライン調査については、プロジェクトに対する包括的なフィードバックを提供するため、十分

な準備期間をもって実施に当たり、遅延無くトルコ側日本側へ報告すること。 

4-3 本件は成果の確保のため防災教育を公的教育からアプローチした案件であり、インパクトや持続性の

発現について、継続的にモニタリングを行い、アプローチの妥当性・課題を整理することが望ましい。 

5-3 教訓 

(1) 教育関係者と防災関係者の視点の違いを考慮して、両者が補完しあうことが重要である。 

(2) 他の教育関連プロジェクトと共通の課題および異なる課題を整理し、活用すること。 

(3) 非英語圏でのプロジェクトでは、意思疎通、関係機関との連絡調整に時間を要することから、適切な

リソースを計画的に投入する必要がある。 

(4) 学校防災教育案件では、国内支援委員会を設置するなど学習指導要領作成やカリキュラム改訂にアド

バイスできる教育・教育行政の専門家によるバックアップ体制を整えること。 

(5) 日本の震災経験・知見を共有することができる本邦研修はわが国の強みであり、防災教育、被災から
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の復興を目の当たりに出来る貴重なリソースである。今後の防災教育案件においては、案件形成時に

本邦研修を重要な活動であると位置づけ、同研修のタイミング・内容ともに先方政府に提示できる準

備で臨むこと。 

(6) 防災教育案件では、複数の総局が参画することになるが、各総局の上位にある次官の関与が不可欠で

あることから、次官、関係局間の調整・協議に要する時間を本来の活動に掛かる時間以外に見込んで

おく必要がある。 

 

以上 
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中間レビュー評価調査結果要約表（英文） 

1 Outline of the Project 

Country: Republic of Turkey Project Title：School-based Disaster Education Project 

Thematic Area：Disaster Management Cooperation Scheme：Technical Cooperation Project 

Division in Charge：Disaster Management Division II, 

Water Resources and Disaster Management Group, 

Global Environment Department 

Total Cost：(As of July 2013) 230 million JPY 

Counterpart Agency：Ministry of National Education 

(MoNE) - General Directorate of Teacher Training and 

Development (GDTTD), GD of Basic Education, GD 

of Secondary Education, GD of Support Services, 

Board of Education, and Provincial Offices - Office of 

Prime Minister Disaster and Emergency Management 

Presidency (AFAD), and Universities   

Project Period：(R/D) Oct 2010 ～ Dec 2013 

Supporting Organization in Japan：Hyogo Prefecture, 

Hyogo Prefecture Education Committee EARTH,  

National Institute for Educational Policy Research 

(NIER), Disaster Reduction Learning Center 

(DRLC), Tokyo Metropolitan Government, MEXT, 

Disaster Reduction and Human Renovation 

Institution 

1.1 Background of the Project 

The Republic of Turkey (hereinafter referred to as “Turkey”) consists of the Anatolia peninsula on the Asian 

side and land on the European side, separated by the Bosporus Strait.  The Anatolia peninsula, the majority area of 

Turkey, is situated along the boundary of the Eurasian Plate in the northern part and African Plate and Arabian Plate 

in the southern part.  As such, Turkey is one of the most earthquake-prone countries.  The Turkey Northwestern 

Earthquake in 1999, a general name of the two seismic events of the Marmara Earthquake and the Duzce Earthquake, 

caused over two million casualties.  

With such a geological condition, Turkey regards Disaster Risk Management (DRM) as an urgent issue.  

Turkey, in cooperation with donors and international organizations, has so far made remarkable efforts to build up a 

resilient nation focusing on structural measures.  JICA has carried out technical cooperation projects to contribute to 

seismic observation and seismic engineering, and a development study in Istanbul since 1993 to prepare a disaster 

management plan.  In addition, JICA agreed with the government of Turkey about a Yen-Loan project for seismic 

Reinforcement Project for a Large Scale Bridge in Istanbul in 2002. 

On the other hand, the government of Turkey recently has paid attention to the balance of structural measures 

and non-structural ones such as the promotion of disaster education in schools.  Some donors and NGO/NPOs have 

developed disaster education materials, but the government of Turkey realizes that these outputs are not extended 

nationwide.  AFAD has formulated the NESAP (National Earthquake Strategy and Action Plan), which includes the 

promotion of disaster education as the responsibility of MoNE. 

Under such a situation, MoNE requested the government of Japan to implement a project in order to formulate 

curricula for teacher training, structure a sustainable implementation arrangement of teacher training and prepare 

school disaster management plan toward effective disaster education in schools.  Based on a request from the 

government of Turkey, JICA dispatched a series of detailed planning survey missions, resulting in the Minutes of 

Meeting (M/M) signed on 14 May 2010 on the framework of the Project.  The Project officially commenced in 
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December 2010 after the signing of a Record of Discussion (R/D) on 18 October 2010.  Now JICA has dispatched a 

Terminal Evaluation Mission from June to July 2013, 29 months after commencement of the Project. 

 

1.2 Project Overview 

1) Super Goal 

To expand the effect of disaster education to school administrators, teachers, students and their parents for 

fostering disaster knowledge, awareness and management through school education to cover all over the nation. 

2) Overall Goal 

To enhance disaster education capacity for fostering awareness of school administrators and teachers in basic 

schools and of school administrators in secondary schools in the project area. 

3) Project Purpose 

To improve school-based disaster education to enhance knowledge and to strengthen school disaster 

management capacity of school administrators and teachers in the target schools in the project area. 

4) Outputs 

1. To enhance capacity of master teachers/administrators to be able to inform the knowledge to their colleagues 

regarding disaster education 

2. To improve supportive educational materials for teachers related with disaster education for basic  

Education 

3. To establish disaster management systems of pilot basic and selected pilot secondary schools which are 

suitable to their environment  

5) Inputs (As of July 2013) 

(Japanese Side)  

Experts: 8 experts (48 times, total 801 days) in Jan 2011 through June 2013, and 9 short-term experts from Hyogo 

Prefecture and NIER 

  Counterpart Training in Japan: Total 41 Counterparts 

1) 7 officers of MoNE and 3 professors (Mar 2011), 2) 5 high level officials of MoNE (Oct 2012), 3) 1 MoNE 

officer, 14 Core Master Teachers (Jan 2013), 4) 1 MoNE officer, 10 core master teachers (school inspectors, 

civil defense specialists) (planned in August 2013)  

Provision of Equipment: None 

Local Cost:  1,475,570 TL (1 TL=50.882 JPY)  

Local consultants, honorarium, travel expenses, translation, local staff and miscellaneous 

(Turkish Side) 

Counterpart: Project Director, Project Manager, Project Coordinator from GDTTD, and working group member 

from MoNE (GDTTD, GD of Basic Education, GD of Secondary Education, GD of Support Services, 

Board of Education, and Provincial Offices), AFAD and universities.   

Local Cost:  284,434TL (2011-2013 July) 

Master Teacher trainings, travel expenses, office supplies and other miscellaneous  

6) Project Area 

The project area includes 8 provinces in Marmara region (Balikesir, Bursa, Canakkale, Istanbul, Kocaeli, 
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Sakarya, Tekirdag, Yalova) and 2 provinces in Black Sea region (Duzce, Bolu). 

2 Terminal Evaluation Team 

Member of the 

Evaluatoin 

Team 

Japanese side 

1. Mr. Norihito Yonebayashi (Japanese Leader) Director of Disaster Management Division II, 

Global Environment Department, JICA 

2. Mr. Hideki Sawada (Cooperation Planning) Disaster Management Division II, Global 

Environment Department, JICA 

3. Ms. Risako Imai (Evaluation Analysis) Kokusai Kogyo Co., Ltd 

4. Ms. Yumiko Nakazawa (Interpreter) Japan International Cooperation Center 

Turkish side 

1.  Dr. Fatma Barlçin (Turkish Leader) GD of Social Sectors and Coordination, Ministry of 

Development (MOD) 

2. Mr. Hasan Coban (Evaluation) GD of Social Sectors and Coordination, MOD 

3. Ms. Selen Arlı Yılmaz(Evaluation) GD of Social Sectors and Coordination, MOD 

4. Mr. Ahmet Sabancı (Evaluation)  GDTTD, Ministry of National Education 

5. Ms. Ms. Ayşe Ozısek (Evaluation)  GDTTD, Ministry of National Education 

Review Period 24 June 2013～17 July 2013 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

3 Project Performance 

3.1 Achievements of Outputs 

(Output 1) 

(1) The project has selected 252 master teachers in total, 1) 235 from 80 pilot basic schools of 10 project 

provinces according to the population size and 2) additional 17 staff members – 1 school inspector and 1 civil 

defense expert
1
 from MoNE’s provincial office from 10 pilot provinces – have been chosen.  As to 

secondary schools, selection procedure for 80 pilot secondary schools is undergoing at the time of the 

Terminal Evaluation Survey. 

(2) The project adopted a self-evaluation tool called ‘4 level approach
2
’ which is training evaluation theory in 

order to evaluate 1)Reaction, 2)Learning, 3)Behavior, and 4)Results (Impact in Japanese translation). A 

baseline survey was carried out targeting 1school administrator, 5 teachers, 5 students and 5 parents, for those 

total 2,560 people (1,280 for pilot schools) from 80 pilot schools and 80 control schools
3
.  The survey was 

concluded as a report in November 2011.  

(3) The project has implemented training course for the 252 master teachers and staff members three times 

(October, 2011, January 2012 and September 2012). 

(4) Participatory evaluations according to the needs of trainees that included both questionnaire surveys and 

pre-post test
4
 to statistically evaluate changes in the master teachers before and after each of the three 

abovementioned master teacher training courses. The training evaluation for master teachers is designed to 

                                                        
1 No civil defense expert is allocated in Yalova, Bolu and Tekirdag. 
2 The Project focuses on behavior changes among four steps. Results are seen to be measured in a long term span, therefore it is 

difficult to measure Results during the project implementation period. 
3 Control schools are not the project’s counterparts, selected for comparing the effect of the Project with the pilot schools. 
4It has two components of Knowledge Test and Attitude Test and to measure ‘Extent of teachers’ confident on Disaster 

Education’.  
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nurture the targets of the evaluation themselves so that the counterparts can continue the evaluation activities 

sustainably after the end of the Project.  

(5) At the 3
rd

 Master Teacher Training, the Project organized a disaster education contest, for which 45 schools, 

out of 80 pilot schools, entered.  As a conclusion of the contest, top 15 schools were awarded based on the 4 

criteria, school disaster management plan, teaching material, poster and dissemination plan. 

(6) Three trainings in Japan were conducted for 1) working group members (March 2011), 2) Undersecretary of 

MoNE and related Directore Generals (October 2012) and 3) master teachers awarded in the above 

mentioned contest (January 2013). Last training in Japan is to be conducted for provincial master teachers 

such as school inspector and civil defense expert from pilot provinces in August 2013.  

(7) On the 21
st
 of March 2013, Joint Coordinating Committee (JCC) approved dissemination plan within 10 pilot 

provinces for disaster education targeting Basic Education Schools and pilot provincial Education Offices are 

to prepare dissemination plan (STEP 0 to STEP 3
5
) and conduct activities based on the dissemination plan 

from October 2013.  

(8) On the 26
th

 of June 2013 the MoNE undersecretary released a proclamation to pilot provinces regarding the 

development and dissemination of organizations based on the Outputs of the Project. This stipulated that 

General Directorate of Teacher Training and Development must pay master teachers a daily allowance, 

transport allowance, and a monetary reward for their work as teachers when conducting activities to promote 

disaster education.  

(9) The baseline survey and the mid-term evaluation survey had been completed by the time of the terminal 

evaluation. Meanwhile, the endline survey is planned to be implemented in September 2013.  

   

 (Output 2) 

(1) Comparison of disaster education between Japan and Turkey, concept of disaster education in Turkey and the 

draft acquisition of each grade and unit for disaster education in social studies, life skills, science and 

physical education were prepared and compiled in reports, which were submitted from GDTTD to the Board 

of Education.  

(2) In February 2012, Japanese experts visited 11 pilot schools in 10 pilot provinces and held demonstration 

classes for students.  Turkish Master Teachers also conducted model classes for disaster education.  

(3) Core master teachers played a leading role in putting together a compilation of 50 draft teaching guides, 

which are revised and added-to versions of those released at the master teacher training (contest) in 

September 2012, including on Turkish studies, mathematics, social studies, life skills, science, free time, 

general games, religion, art and music.  

(4) Making of handbooks on disaster education has been completed: part 1 (basic knowledge), part 2 (disaster 

education), part 3 (school disaster and emergency management plan) and part 4 (training evaluation). Parts 

one and three have received ministerial approval, while parts two and four are currently awaiting ministerial 

                                                        
5 STEP 0 (15 hours training for core master teachers by MoNE using the handbook of Disaster Education), STEP1 (pilot school 

teachers’ training by core master teachers who completed STEP 0 training), STEP2 (conduct dissemination plan for surrounding 

schools of pilot schools as the Project activities), and STEP3 (conduct dissemination plan to all Basic Education Schools within 

10 pilot provinces according to the plans that are to be prepared by each province after termination of the Project by September 

2013).  
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approval. 

 (Output 3)  

(1) Based on the review of civil defense plan in Turkey and School disaster management plan in Japan, a draft 

guidebook of school disaster management and emergency plan (Handbook Part 3) has been developed and 

has received ministerial approval. At the 3
rd

 master teacher training in Sep 2012, the second draft of the 

guidebook was distributed to 80 pilot schools and 10 pilot provinces.  

(2) The disaster education contest (the 3
rd

 master teacher training) indicted that 34 schools out of the 

participating 45 schools had prepared disaster management and emergency plans. Of these schools roughly 

half had introduced their own disaster risk reduction activities that were appropriate for their own school 

environments. Moreover, some schools had gone further than what they had learnt in the training in Japan to 

independently develop and implement an annual activity plan. The results of this contest provided the 

impetus for a chapter on annual activity planning and evaluation to be added to the guidebook.  

(3) In conjunction with the disaster risk reduction week in Turkey in March 2013 the pilot schools were called on 

to conduct disaster drills. It was confirmed that each province, master teachers, and surrounding schools were 

promoting disaster risk reduction activities and promotional activities with the support of parents/guardians 

and provincial AFAD. However those promotion activities are only seen in pilot and surrounding schools, 

therefore confirmation of promotion activities in all the pilot schools are planned to be checked by both 

master teachers mailing list managed by MoNE and the endline survey by the Project. 

(4) As for secondary schools, the Project has started to select ten pilot schools, one in each province according to 

Output 1, and the training course for secondary school administrators is planned to be conducted in 

September 2013. Following the training each school that took part will formulate a disaster and emergency 

management plan within the Project period. In order to make the planning process even more efficient, both 

the school administrators and general teachers will participate in the training. 

 

3.2 Progress towards the Project Purpose 

(1) Regarding the progress towards achieving the indicators, Output 1 requires endline survey in order to obtain 

necessary date and information to compare with the results of both baseline survey and mid-term evaluation 

conducted by the project besides JICA mid-term review survey.  As to Output 2, the indicators are being 

achieved. As to Output 3, indicators relating to basic schools are being achieved and preparations have begun 

towards selecting secondary schools. Seminars for school administrators of secondary education (high school) 

are planned for September 2013. Therefore, it is judged that the Output 3 can be achieved within the Project 

period if the seminar planned is hold in September as scheduled.    

(2) The progress towards achieving the Project Purpose need to refer to the result of intermediate and  endline 

survey, but it is fair to say that the project is making a steady progress to achieve the set indicators for the 

Project Purpose.  Those indicators include the one relating to teachers other than the master teachers.  The  

baseline survey surveyed a total of five teachers including three master teachers, and therefore will be able to 

provide some references on whether master teachers transfer knowledge to other colleagues. In the qualitative 

interviews for the mid-term survey there were several examples given of behavioral change of colleagues of 

master teachers.  
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3.3 Prospect to achieve the Overall Goal 

(1) At present, the effects of the Project are observed only in the pilot schools and it is still premature to evaluate 

the prospect of achieving the Overall Goal.  Towards the Overall Goal, however, the Project has already 

started discussing effective ways to extend disaster education within each pilot province. Moreover, it is 

planned to disseminate and extend this disaster education to 3-5 surrounding schools as part of Project activities 

to coincide with the Step 2 training to be conducted in November and December 2013.  

(2) At the counterpart’s own initiative the disaster education, the same as that taught in the October 2011 training, 

was extended to all schools within Tekirdag and Canakkale provinces. Moreover, there have been many cases 

where master teachers have disseminated the outcomes of this training to all teachers in their respective schools. 

4  Review Based on the 5 Criteria 

4.1 Relevance 

The relevance of the Project is high. 

(1) National Earthquake Strategy and Action Plan (NESAP), prepared by AFAD in August 2011, states the 

following actions are to be undertaken by MoNE : Action C.1.2.4 ‘A number of topical units on disaster and 

emergency management shall be incorporated into primary and secondary education programs.’; and Action 

C.1.2.5 ‘Teachers shall be educated in disaster and emergency topics on continuous basis.’ 

(2) The 9th National Development Plan (2007-2013) stresses the need for quality improvement in teacher’s skills 

for Disaster Education. 

(3) The epicenter of the 1999 North West Earthquake (M7.4 and M7.2) is within the Project target area and there 

have been many earthquakes in this area since. Moreover, other targets of the Project, Istanbul and Bursa, are 

thought to have a high probability of experiencing an earthquake in future and have a high interest in disaster 

risk reduction measures. An earthquake in Van in October 2011 during the Project term caused extensive 

damage, and interest in dissemination of disaster education in Marmara Region is increasing.  

(4) The GDTTD regards disaster eduation as important and places a high expectation on the master teachers at 

schools as well as on the Project.  The importance of establishing an institutional arrangement to promote the 

disaster education is also recognized as important by GDTTD.  

(5) Disaster risk reduction measures are one of the main focuses of aid from Japan to Turkey. The details of the 

request for this aid Project are compatible with this focus on improving Turkey’s capacity for disaster risk 

reduction based on Japan’s experices in this field, while it also brings together the results of previous 

cooperation projects in the disaster reduction field. In Japan there have been disaster education initiatives 

undertaken by relevant organizations in Kobe City and Hyogo Prefecture following the Great Hanshin-Awaji 

earthquake of 1995. Such experience developing programmes in Japan can be put to use in this Project such as 

those that encourage proactive student participation and hands-on learning were developed  

4.2 Effectiveness 

The effectiveness of the Project is high.  

・ The Project consists of three components: training of school administrators and school teachers (Output1); 

preparation of educational materials (Output 2); and preparation of school disaster management and emergency 

plan (Output 3).  The Project is properly designed to achieve its purpose by producing these three outputs.  

The Project also conducted the baseline survey in October through November 2011, and plans to carry out 
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interim and endline survey to evaluate the effects of project implementation quantitatively.  

・ As far as the pilot basic school is concerned, as summarized in the above sections, the project is making a 

steady progress and the Project has a good potential to achieve its objectives by the end of November 2013.  

・ Of Output 1, MoNE and its provincial offices identified the pilot schools and master teachers in June 2011.   

・ Of Output 2, WG developed the concept (objectives and basic policy) of disaster education in Turkey, and draft 

acquisitions for each grade and unit of Social Studies, Life Skills and Science.  Then the GDTTD officially 

submitted the concept as a report to the Board of Education.  Through a due procedure among the Board of 

Education, the Revision Committee, and the Minister of National Education, the concept is expected to be 

incorporated into the new curriculum and school textbooks. Currently the concept has been submitted by the 

board of education to TUBTAK (Scientific and Technological Research Council of Turkey) to reflect changes 

to the curriculum and develop school textbooks, where it will be reviewed based on scientific reasoning.   

・ With regard to output 3, the School Disaster and Emergency Management Plan Guidebook (Part 3) received 

ministerial approval in June 2013. Once Part 2 and Part 4 have been approved it will be managed by the GD of 

Support Services, which will print and distribute it. Moreover, as a result of the MoNE Undersecretary sending 

out an official letter in June 2013 for the development and implementation of disaster and emergency 

management plans at schools, it is expected that there will be progress on the dissemination of disaster and 

emergency management plans at schools in the pilot districts. 

・ The Project has published the following reports: 1) baseline survey in November 2011, 2) training evaluation in 

November 2011 and January 2013, and 3) the mid-term evaluation in June 2013. The follow up to the endline 

survey will enable a certain level of awareness raising of master teachers). It will need to be taken into account 

when defining pilot schools which schools master teachers have been assigned to (follow up of master teachers) 

as a result of the revision of the education system into separate elementary and junior high schools from the 

previous basic schools.  

・ The change decided at the 4
th

 JCC on 28 September 2012 of the Project’s super goal target from “target 

provinces of the Project” to “the entire country” has been reflected in PDM ver3. 

4.3 Efficiency 

The efficiency of the Project is medium. 

(1) The PDM Ver3 was prepared through an adequate discussion among the counterpart and Japanese experts.  

Other counterpart and WG member also fully recognize the three outputs of the Project, even though they 

don’t necessary pay attention to the PDM.  

(2) Inputs to the Project from the Japanese side are rather limited due to such facts that the capacity of MoNE is 

already high to provide teacher training, and that there are similar projects ongoing by UN and other donor 

agencies on disaster education.  As for the inputs of Japanese experts, particularly the short-term expert 

from Hyogo Prefecture, the Turkish counterpart and master teachers have expressed high appreciation. 

Moreover, MoNE expressed a desire in the interviews for the short-term expert to be assigned again during 

the teacher training, if possible. 

(3) At the beginning of the project formulation, JICA advisory committee was supposed to be set up, however it 

was not. Several interviews showed that not only disaster experts but also experts of education would have 

been able to get involved to the Project.  
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(4) The Project has conducted five joint coordination committee (JCC) meetings so far.  As to the 

communication and coordination among project participants, the one between the GDTTD and Japanese 

experts are stable and certain, whereas those among Turkish organizations are indicated not sufficient.  

GDTTD is making efforts such as holding JCC and WG meetings, writing letters, distributing CD-ROM with 

relevant materials, and telephone communication.  These efforts, however, have not gone through enough. 

Regarding methods of communication amongst those involved on the Turkish side, it was confirmed that the 

GDTTD communicates with master teachers using a mailing list, which is also used for announcements by 

MoNE as well as for the exchange of information between master teachers. The translator of the Project and 

the programme officer of the JICA Turkey Office are also part of this mailing list. This is one initiative made 

possible by the IT infrastructure in place in Turkey.  

(5) The selection of basic and secondary schools needed to be undertaken without fail in the first half of the 

Project and it was recommended in the mid-term review that the selection of secondary schools needed to be 

moved forward, however this did not eventuate. Delays in selection of secondary schools are affecting other 

Project activities.  

(6) Mid-way through the Project many C/P were transferred to different positions due to reforms to the 

education system in Turkey which affected the Project activities through the absence of counterparts during 

Output 2 activities, from November 2011 until August 2012. However, at this time when it was taking some 

time to reallocate C/P, the fact that university professors and master teachers in each working group 

continued their activities independently can be highly evaluated. Also, it was reported in the interviews that 

the Project interpreter helped immensely by participating in the working group activities.  

(7) Approximately six months after the start of the Project an interpreter was assigned until the end of the 

Project on the Japanese side, which made communication between the Japanese and Turkish sides while the 

Japanese experts were absent go smoothly. On the other hand, there was an issue raised about the experts’ 

assignments being too short during busy periods of Project activities. It is necessary to assign a project 

coordinator in addition to the interpreter to support the activities of the experts, however this was not 

included in the original plan of this Project.  

(8) Being a project in a non-English speaking country such as Turkey, the fact that counterparts who could 

understand English were assigned to posts with/near decision making responsibilities and that the Japanese 

side employed an English-Turkish interpreter can be evaluated as effective personnel assignments for this 

Project.  

(9) Regarding monitoring and providing assistance to 80 pilot schools in 10 provinces, site visits by Japanese 

experts and C/P personnel were counted as twice in all pilot provinces and 36 schools out of 80. It was 

stressed during the interviews that all 80 pilot schools should have been visited by the project both Japanese 

and Turkish sides with enough length of stays (inputs) of Japanese experts.  

4.4 Impact 

The Project had the following impacts:  

・ The effects of the Project have only been observed in the pilot schools, hence it is still premature to evaluate 

the prospect of achieving the Overall Goal at present.  Activities towards dissemination of disaster 

education not only to other teachers within the pilot schools but to other schools, parents and students 
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(Overall Goal) however, have been actively promoted by the Project.  

・ At the school contest in September 2012, disaster education extension plan is included as one of criteria for 

the award, and contestant schools made presentations on their extension plan.  Besides, WG proposed an 

idea of extension method where Master Teachers form a teachers’ circle in each province, thus becoming the 

center of promoting disaster education in each province. Eleven of whom (one school inspector or civil 

defence expert from each pilot province) are scheduled to participate in training in Japan planned for the end 

of August 2013 with the aim of formulating action plans. A Step 0 training is planned to be held using parts 

one to four of the handbook in around October 2013.  

・ In January 2012 the second pre-post test was held during the master teacher training. Examples of behavioral 

change were that 96% of teachers had shared what they learnt in the first training to other teachers in their 

schools, while the percentage of teachers who discussed disaster education with other teachers had risen 

from 30% at the time of the baseline survey to 87%. Issues were reported during the interviews of master 

teachers when pilot provinces were visited in November 2012, namely those involving maintaining 

motivation and financial and mental burdens, as well as related to achieving an impact on other teachers, 

schools, students and parents. 

・ Mid-term evaluation results in June 2013 showed that there were seen positive impacts as follows. In Bursa, 

all the students of the class moved to underneath the desks when the earthquake happened, and moreover in 

Canakkale, all the students again moved to underneath the desks when the loud sound reminded the students 

of the earthquakes although it was not the one. 

・ With regards to parents/guardians, it has been reported that the schools have undertaken disaster education 

and seminars and that parents were responsive. It was also confirmed that there was an increase in contacts 

made from parents/guardians at schools that received awards after the contest. Moreover, opinions were 

expressed that the visits by Japanese experts and teacher training being publicized on the schools’ websites 

would be good advertising for the schools and increase the motivation of school administrators and teachers.   

・ With regards to impact on surrounding areas and schools, one example of an apparent impact at present is an 

event, Disaster Reduction Bear Caravan, held mainly by three master teachers in Sakarya Province with 

approximately 1,500 participants on 10 June 2013. This is a great example of an event that was planned and 

implemented by master teachers upon their return to Turkey after participating in an event called The Frog 

Caravan held by Kobe City during their training in Japan. It is expected that other impacts will become 

apparent once the results of the end line survey and the follow-up evaluation (undertaken after a certain 

length of time, at the time of terminal evaluation, timing of follow-up evaluation was not confirmed yet) are 

available. Through the end line survey in 2013, the impact on students is expected be measured 

quantitatively, and such impact is also expected to become an incentive for master teachers. 

 

4.5 Sustainability 

The sustainability of the Project is medium; however it is possible to be higher if a framework for dissemination of 

disaster education can be assured. 

(1) GDTTD thinks it is essential to discuss these matters at the JCC, establishing   the relationship among 

directorates and a proper arrangement for sustaining project activities. It is necessary to continue discussions 
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towards collaboration with the general directorate of secondary education, because it is judged to be difficult 

to achieve one of the Project objectives, disaster education at secondary schools (currently high schools) 

within the Project term. Also it is vital that the four handbooks necessary for teacher training are printed and 

distributed, and that close collaboration is achieved with the General Directorate of Support Services.   

(2) An official letter that secures sustainability of the Project was sent out from the Undersecretary of MoNE at 

the end of June 2013. The letter clarifies the activities of master and core master teachers and also promises 

that the MoNE General Directorate of Teacher Training and Development will cover expenses for an 

allowance for core master teachers that will be the teachers of the TOT. This can be expected to ensure that 

disaster education activities remain active in each pilot province.  

(3) Local resources from various organizations and personnel were confirmed participating in the working group 

activities, such as university professors from Istambul, Ankara, Kocaeli Province, NGOs that started as a 

result of experiencing the Duzce earthquake, and MoNE personnel. Such personnel are expected to 

contribute greatly to ensuring sustainability after the Project because they have played such an in-depth role 

in the working group activities.  

(4) GDTTD has committed to continuing to holding the disaster reduction contest that was held in the Project, 

and the incetive of receiving an award for the winning school from the minister of MoNE is expected in 

increase the motivation of teachers. Meanwhile, it is also hoped that the impact will continue to be measured 

such as with the core master teachers continuing to lead the training evaluation, the level of the master 

teacher training itself being raised, and GDTTD regularly holding an Internet-based questionnaire. 

(5) MoNE is nominated high among all the ministries in terms of budget allocations by 11.8% in 2013. The 

budge of MoNE in 2013 is increased by approximately 21 % than that of 2012, 24.6 billion USD in 2013 and 

20.3 billion USD in 2012 respectively. 

(1USD=98.07JPY and 1TL=50.882JPY, July 2013, JICA Exchange Rate) 

4.6  Factors that have promoted or hindered the implementation of Project 

Promoting factors 

・ Continued efforts of the Project Coordinator who has been involved from the beginning of the Project is a big 

promoting factor for the Project to advance towards its goal while many counterparts and working group 

members transferred in accordance with the restructuring of MoNE in 2012.  Also, some activities of the 

Project have been mainly undertaken by academics and experts because MoNE has not effectively made use 

of its staff as yet after the restructuring.   

・ The training of master teachers took into consideration perspectives of the conditions in Turkey as it not only 

included regular teachers but also school administrators, provincial school inspectors and civil defense 

experts.  

・ During the Project’s first training in Japan (to Hyogo Prefecture) the 2011 Great East Japan earthquake and 

tsunami occurred, drilling home the importance for preparedness for earthquakes and tsunamis in the minds 

of the counterparts.An earthquake in Van in October 2011 during the Project term caused extensive damage, 

and the urgency of master teachers with regard to dissemination of disaster education was reconfirmed.  

 

Hindering factors 
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(1) The In-service Training Department, the responsible department of the Project at the signing of R/D in 

October 2010, through the restructuring of MoNE, was reorganized into the GDTTD.  Also, the Primary 

Education Department and Pre-school Education Department were merged into the GD of Basic Education, 

Budget and General Affairs Department and Social Services Department into the GD of Support Services.  

Accordingly, the Project Director and Project Manager assigned by the In-service Training Department were 

transferred along with other counterparts.  The restructuring of MoNE corresponds to the reforming of 

national eruptional system, called “4+4+4”, which went into effect in September 2012.  The restructuring of 

MoNE in 2012 and the transfer of counterparts have significantly affected the project implementation. 

 

5  Results of the Terminal Evaluation 

5.1  Conclusion 

The project purpose is achieved three fourth at present since the rest of the final activities are planned after 

September that is new semester in Turkey. If the rest of activities of Output 1 and Output 3 are conducted as 

scheduled, the project purpose will be likely achieved by the end of project termination.The relevance is high as the 

Project contributes to the realization of NESAP and corresponds to the needs of the General Directorate of Teacher 

Training and Development, MoNE.  The effectiveness is also high as the Project is properly structured with three 

Outputs towards achieving the Project Purpose, incorporating the baseline and endline survey to quantitatively 

measure the actual impact of the Project.  The efficiency to date is medium because the educational reform and 

MoNE’s restructuring in 2012 have been affecting the Project implementation with, among others, transfer of 

counterparts and working group members. Regarding the impact in pilot provinces there has been one excellent 

example, the Disaster Reduction Bear Caravan, while already in two provinces all schools have implemented disaster 

education initiatives. This situation will be watched closely to see if this impact spreads to areas surrounding the pilot 

provinces and nationwide. With regard to sustainability, there were no major problems from a technical perspective, 

and from a financial perspective it was confirmed that GDTTD has sufficient budget for teacher training. From a 

policy/systemic perspective, the fact that AFAD’s role and MoNE’s role as implementer of disaster education at 

schools has been clearly defined means that the speed of disaster education dissemination after the Project can be 

expected to increase. Moreover, from an organizational perspective, there is a fear that upcoming elections may result 

in organizational reform at all levels of public sector in Turkey, it is necessary to sufficiently take into account the 

local conditions in Turkey when planning for the dissemination of disaster education.    

 

5.2  Recommendations 

The Project purpose in the PDM Ver3 is “To enhance disaster education capacity of teachers in 80 pilot schools” 

(by the end of the Project), and the super goal is “To enhance disaster education capacity of schools in pilot 

provinces” (within three to five years of the end of the Project).  

The following recommendations are made so that in the remaining half year before the end of the Project the 

project purpose can be achieved, to firmly establish the impact of the Project after it has been completed, as well as 

to ensure the sustainability and further development of Project outputs towards acheivment of the project objective 

and super goal.  

 

1) Recommendations to achieve the Project purpose 
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1-1. To utilize PO effectively until the end of the Project in December 2013 in accordance with PDM and Project 

outputs. 

1-2. To select pilot secondary schools and implement planned activities in PDM as soon as possible.  

1-3. To improve communication among Japanese experts, C/Ps and members of WG by means of understandable 

report to share the Project contents, achievements and progress.  In addition, the materials to introduce the 

Project shall be made for the purpose of public communication. 

1-4. To consider the level of achievement of each indicator in PDM Ver3 in relation to the results of the baseline 

survey and mid-term evaluation (4 level approach) when conducting the end line survey.  

1-5 Coordinating organization in order for provincial master teachers to disseminate disaster education within the 

pilot provinces shall be certainly established. 

1-6 Another coordinating organization in central government that is being prepared within MoNE is to have each 

member from Directorates (GDTTD, GDBE, GDSE, GDSS and Board of Education) to be in charge of 

dissemination of disaster education, then GDTTD is center so as to play a role of sustaining and developing 

what the project has been contributed to school-based disaster education. 

 

2) Recommendation to fix outputs of the Project 

2-1. Responsible general directorates should be defined for the following issues before the project conclusion. (To 

be added if necessary)  

Output Issues 
Assumed responsible 

directorate 

Output 1 1) To regulate the rules of assignment, resignation and 

succession of the Master Teacher  

 

2) To review and modification of the present system to 

authorize the position (or qualification system) of the 

Master Teacher 

3) To review and update of the list of present pilot school 

and Master Teacher 

4) To select the pilot secondary schools 

 

 

5) To make extension plan of disaster education in province 

 

6) Coordination with Provincial MoNE on extension plan of 

disaster education 

7) Implementation of continuous training for the Master 

Teachers for updating 

8) Information sharing, public relation on the Project 

achievements 

General Directorate of Teacher 

Training and Development 

(GDTTD) 

GDTTD 

 

 

GDTTD, Provincial MoNE 

 

GDTTD, GD Secondary 

Education (GDSE), Provincial 

MoNE 

GDTTD, GD Support Service 

(GDSS), Provincial MoNE 

GDTTD 

 

GDTTD 

 

GDTTD 

 

Output 2 1) MoNE’s approval of handbooks on disaster education. 

2) Application of the handbook to Board of Education for 

authorizing it as education materials （currently under 

review by TÜBİTAK） 

3) Management, printing and distribution of the handbook 

after the project implementation 

Minister of MoNE 

General Directorate of Basic 

Education(GDBE), GDTTD 

GDBE, GDTTD 

GDTTD, GDBE 

 

GDBE 
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4) Revision of the handbook after the project 

implementation 

Output 3 1) Arrangement of legislative and institutional authorization 

for school to make and implement School Disaster and 

Emergency Management Plan. 

2) Coordination for Provincial MoNE on School Disaster 

and Emergency Management Plan.  

3) Instruction and evaluation of School Disaster and 

Emergency Management Plan. 

4) Management, printing and distribution of guidebook of 

School Disaster and Emergency Management Plan 

5) Revision of the guidebook after implementation of the 

Project 

General Directorate of Support 

Services (GDSS)(and AFAD) 

 

GDSS 

 

GDSS, Provincial MoNE(and 

AFAD) 

 

GDSS 

 

GDSS 

 

3) Recommendations for the Project sustainability and development 

3-1. To foster common understanding among relevant people of the Project on disaster education in line with the 

policy of MoNE. 

3-2. In the occasion such as JCC, to define the role of units related with disaster education in the general 

directorates mentioned above in 2), for the purpose of implementing the disaster education. 

3-3. To consider the contents of questions of intermediate and end line survey to measure the level of awareness on 

disaster prevention of the students and their parents as impact of the Project based on the result of both 

baseline and mid-term evaluation survey. 

3-4. To target the national level for extension of the disaster education in the super goal of the Project. 

3-5 To further cooperation on a disaster education level with two projects on disaster risk reduction that is currently 

underway as follows: 

1) “Project of Earthquake and Tsunami Disaster Mitigation in the Marmara Region and Disaster Education in 

Turkey” (May 2013 to April 2018)  

2) “Capacity Development toward Effective Disaster Risk Management”(July 2013 to June 2017) 

 

4) Other recommendations 

4-1. In order that the knowledge and know-how gained through this Project is not lost, MoNE will take necessary 

measures to ensure sustainability. 

4-2. The end line survey should be organized well in advance and the results of its survey should be reported 

without delay to both Japanese side and Turkish side so that it can provide feedback to the Project in a more 

comprehensive way. 

4-3 The Project took such an approach that the formal education was targeted in implementing disaster education, 

therefore monitoring and evaluation should be periodically and continuously carried out in order to sort the 

relevance of the approach and merits and future issues. 

 

5.3 Lessons learned 

(1) To complement each other among people from both educational backgrounds and those disaster management 

backgrounds. 
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(2) To review and cooperate with the same kind and different kind of issues with other education projects. 

(3) To plan each project activity in a sufficient way since it takes longer to communicate with relevant 

organizations when conducting a project in a non-English speaking country.  

(4) To establish a backup system such as Advisory Committee in Japan as well as several education experts/ 

specialist in educational administration who are able to give advice on changing other country’s curriculums 

and developing teaching materials, when conducting school-based disaster education projects.  

(5) To prepare and plan a similar School-based Disaseter Education in other areas, it is important to prepare plan 

of training schemes in Japan that would provides strong impact on Japan’s disaster experiences and 

knowledge of earthquakes happened several times in Japan. The training schemes in Japan should be 

well-prepared and plan from the beging of project formulation.  

(6) To plan and include the enough time in coordination and discussion among the unsdersecretary and related 

General Directorates regarding project implementation of School-based Disaster Education since it takes time 

to coordinate and set timing of official meeting among them before conducting activities planned.  
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第1章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査の経緯 

トルコ国は、アジア側から伸びるアナトリア半島とボスポラス海峡を隔てて対峙するヨーロッパ側

の国土からなる国である。トルコ国の大部分を占めるアナトリア半島は、北側のユーラシアプレート、

南側のアフリカプレート及びアラビアプレートの境界部に位置しており、地震活動が非常に活発な地

域である。 

特に 1999 年に発生したトルコ北西部地震（マルマラ地震とデュズジェ地震の 2 回の地震の総称）

は、約 2 万人の犠牲者を出すなど甚大な被害をもたらした。当時、我が国からも国際緊急援助隊の派

遣や緊急円借款供与、緊急物資・無償供与（仮設住宅の供与等）といった支援がなされた。 

このような地震頻発国であるトルコ国は、「第 9 次国家開発計画 2007-2013」においても、「地域開

発や都市計画における防災管理の確保」、「公共サービスとして防災管理を行う新しい組織の設置

（2009 年に、首相府防災危機管理庁として設置済）」を計画として定めており、防災対策に対して積

極的に取り組んでいる。 

これまで、ドナーなどの支援により構造物対策中心の事業を実施してきた。特に、JICA は、1993

年から 2000 年にかけて、地震観測や耐震工学に関する技術向上のための技術協力や、イスタンブー

ルの地震防災計画策定のための技術協力を実施してきた。さらに、2002 年には、ボスポラス海峡長

大橋にかかる耐震補強の円借款を供与している（2002 年 7 月に L/A 調印）。 

トルコ国政府は、前述のような構造物対策だけではなく、非構造物対策にも注力しており、特に、

防災教育の実施を重要視している。他のドナーや NGO/NPO などによって、防災教育教材の作成を中

心にした活動実績はあるものの、それら実績が各プロジェクト実施地域を超えて全国展開できないこ

とを、トルコ国政府は課題としている。また、首相府防災危機管理庁（AFAD）が「国家地震戦略お

よび行動計画（NESAP）（2012-2023）」を策定しており、分野横断的に 2023 年までに地震に対するリ

スク管理として行うべき活動が取りまとめられている。学校に関するところでは、防災教育および学

校などの耐震性に係る各種行動が含まれている。 

このような状況の中、2008 年 9 月にトルコ国民教育省は、学校教育における質の高い防災教育の

実施に向けて、教員研修カリキュラムの策定、教員研修実施体制の構築および学校防災計画の策定を

目的に、本案件を我が国に要請した。これを受けて JICA は、2009 年 7 月、2010 年 2 月、2010 年 5

月の 3 回にわたり詳細計画策定調査を実施し、プロジェクトの内容について合意する M/M を 2010

年 5 月 14 日に署名した。2010 年 10 月 8 日の R/D 締結により開始された本プロジェクトは、終了期

間である 2013 年 12 月まで残り約 6 ヶ月となった 2013 年 7 月において、終了時評価が実施されることと

なった。 

1-2 調査の目的 

終了時評価調査の目的は次の通りである。 
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1) 「新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）」に基づき、PDM に沿ってプロジェクトの進

捗を確認するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点

から、終了段階にさしかかったプロジェクトの評価を行う。 

2) プロジェクトの指標について、関係者間での共通認識を得る。 

3) 今後のプロジェクト活動について、懸案事項及び提言等を取りまとめる。 

4) 本プロジェクト独自の評価視点に基づき、懸案事項及び提言等をとりまとめる。 

5) 終了時評価の結果を取りまとめ、トルコ側関係者と協議を行い、合意形成した上で、協議議事

録の署名・交換を行う。 

1-3 調査団の構成 

終了時評価を実施する調査団の構成は、次のとおりである。 

（日本側） 

名前 役割 所属 

米林 徳人 団長 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第 2 課 課長 

澤田 秀貴 協力計画 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第 2 課 副調査役 

今井 梨紗子 評価分析 国際航業（株） 

中沢 由美子 通訳 財団法人日本国際協力センター 

 

（トルコ側） 

名前 役割 所属 

Dr. Fatma BARKÇIN リーダー 開発省 社会セクター・調整総局 

Mr. Hasan ÇOBAN 評価 開発省 社会セクター・調整総局 

Ms. Selen Arlı Yılmaz 評価 開発省 社会セクター・調整総局 

Mr. Ahmet Sabancı 評価 国民教育省 教員育成総局 研究開発・プロジェクト部 

Ms. Ayşe Ozısek 評価 国民教育省 教員育成総局 研究開発・プロジェクト部 

 

1-4 調査団の派遣日程 

調査日程は添付資料 3 の通り、2013 年 6 月 24 日から同年 7 月 16 日までの 23 日間現地に滞在し、

実施された。終了時評価では、調査団はサカリヤ県、コジャエリ県、ブルサ県を訪問しマスター教員

のインタビューを実施したが、調査日程の制約から残り 7 県のパイロット県での調査は実施されてい

ない。 

1-5 プロジェクトの概要 

2013年7月16日に開催された JCCにおいて承認されたPDM Ver 3に基づくプロジェクトの概要は、

以下のとおりである。 

スーパーゴール 

「学校管理者、教員、生徒、及び父母が、学校教育を通じて災害の知識、認識、及び管理能力を向上

させることにより、全国において防災に対する認識が広められる。」 
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2012 年 9 月 28 日の JCC にて、スーパーゴールの対象地域（上記下線部斜体）の変更が承認された。 

旧「プロジェクト対象地域において（of the project area）」 

新「全国において（to all over the nation）」 

上位目標 

「基礎教育学校の学校管理者及び教員、中等教育学校の学校管理者が、防災に対する認識を向上する

ことにより、プロジェクト対象地域において防災教育能力が向上される。」 

プロジェクト目標 

「学校管理者と教員の知識向上と学校防災管理能力の強化により、プロジェクト対象地域の支援対象

校における学校防災教育が改善される。」 

成果 

1. マスター教員（学校管理者と教員）の、防災教育に関する知識を同僚に伝達する能力が向上する。 

2. 防災教育に関する教員用補助教材が改善される。 

3. 学校環境に適した学校防災管理システムが構築される。 

プロジェクトエリア 

プロジェクトの対象地域は、マルマラ地域の 8 県（Balikesir、Bursa、Canakkale、Istanbul、Kocaeli、

Sakarya、Tekirdağ、Yalova）および、黒海地域 2 県（Düzce および Bolu）の、計 10 県である。 

1-6 終了時評価の方法 

国内で既存資料（R/D、事業進捗報告書、業務完了報告書、プロジェクト成果品）をレビューし、

現地調査では、インタビュー並びにフォーカス・グループ・ディスカッションの調査手法を使用し、

情報収集を行った。 

（1） インタビュー調査 

質問票に基づき、異なる対象者にインタビューを行った。これらのインタビューはプロジェク

トの達成を評価するだけではなく、プロジェクト実施に貢献または阻害している要因を特定する

ことを目的としている。 

（2） フォーカス・グループ・ディスカッション 

ワーキング･グループ（WG）に対するインタビューはフォーカス・グループ・ディスカッショ

ン形式で行われた。 

表 1-1 面談対象者と調査のポイント 

対象者 調査のポイント 

・ C/Ps 機関 

・ プロジェクト・ダイレクター 

・ プロジェクト・マネジャー 

・ プロジェクト・コーディネー

ター 

1. プロジェクトでの役割 

2. その役割をどのように果たされたか（C/P／プロジェクト・

ダイレクター／プロジェクト・マネジャーによる職務と貢

献） 

3. 評価 5 項目ごとのプロジェクト達成度 

4. プロジェクト実施プロセスの詳細 
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WG1 の C/Ps (WG1) 1. プロジェクト実施のシステムがどのように構築されたか、

どのように機能したか（WG1 のメンバーによる職務と貢

献） 

2. WG1 の成果 

3. 活動実施プロセスの詳細 

WG2 の C/Ps (WG2)  1. プロジェクト／パイロット・プロジェクトの実施のシステ

ムがどのように構築されたか、どのように機能したか（WG2

のメンバーによる職務と貢献） 

2. WG2 の成果 

3. 活動実施プロセスの詳細 

WG3 の C/Ps (WG3) 1. プロジェクト／パイロット・プロジェクトの実施のシステ

ムがどのように構築されたか、どのように機能したか（WG3

のメンバーによる職務と貢献） 

2. WG3 の成果 

3. 活動実施プロセスの詳細 

研修コースへの参加者 1. プロジェクトへの関与（職務） 

2. 研修コースの有効性 

・ 日本人専門家 

・ 日本側プロジェクト・スタッフ 
1. 日本人専門家によるプロジェクトへの貢献 

2. 日本人専門家チームが直面したさまざまな困難 

3. 実施プロセスの詳細 

 

上記にて収集した情報をもとに、下記の 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続

性）について評価した。 

表 1-2 5 項目評価の内容 

妥当性 トルコと日本の政策ならびにトルコのニーズに合わせたプロジェクト目標と上位

目標の評価 

有効性 プロジェクトが目的を達成するための効果的な活動の組み立て、活動の進捗によ

るプロジェクト目標の達成の見込み。 

効率性 成果の確保に向けた投入の内容・量・質・タイミングは効率的に活動の成果に転

換されたか。 

インパクト プロジェクト実施の結果によって直接的および間接的に起こった正と負の変化。 

持続性 制度、技術、人材、財政の各観点から達成される成果や便益がプロジェクト終了

後も維持されるかどうか。 
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第2章 プロジェクトの実績と現状 

2-1 投入実績 

(日本側) 

1) 専門家の派遣 

2011 年 1 月から 2013 年 7 月までの間で、8 人のプロジェクト専門家が、合計 48 回、日数にし

て 801 日間トルコに派遣された。この他に、兵庫県および国立教育政策研究所（NIER）から計 9

人（短期専門家 3 人、運営指導調査 6 人）の合計 66 日間派遣された（添付資料 5）。 

2) 供与機材 

供与された機材はないが、日本の教科書・教材の提供は添付資料 9 に示すとおりである。 

3) カウンターパート本邦研修 

下表のとおり、2011 年から 2013 年 7 月までの間に 3 回本邦研修が実施され、プロジェクト終

了までに 1 回本邦研修が予定されている。 

表 2-1 本邦研修の実績 

No 時期 期間（研修実施滞在期間） 人数 

1 第 1 回国別研修 2011 年 3 月 2 日〜3 月 18 日（17 日間） 10 名 

2 準高官研修 2012 年 10 月 31 日〜11 月 5 日（6 日間） 5 名 

3 第 2 回国別研修 2013 年 1 月 15 日〜1 月 28 日（14 日間） 15 名 

4 第 3 回国別研修 2013 年 8 月末〜9 月実施予定 11 名 

 

2011 年 3 月に、国民教育省から 7 人および大学から 3 人の、計 10 人のカウンターパートが本

邦研修に参加し、文部科学省、東京都、兵庫県、神戸市、国際防災研修センター（DRLC）など

を訪問した。2012 年 10 月、準高官研修では、国民教育省次官をはじめ、教員育成総局長、基礎

教育総局長、中等教育総局長とした合計 5 名が人と防災未来センター、兵庫県あわじ市小学校、

兵庫県教育委員会などを訪問した。2013 年 1 月、国民教育省教員育成総局部長、マスター教員 14

名、計 15 名が日本の防災教育事例を通して実践的な防災教育推進のためのカスタマイズ研修に参

加した。2012 年 9 月に開催された学校防災教育コンテストの上位入賞者 15 名（マスター教員）

を対象として第 2 回国別研修が 2013 年 1 月に実施された。第 3 回目国別研修はパイロット県のマ

スター教員（視学官・民間防衛専門家）を対象とした研修が予定されている（添付資料 6）。 

4) プロジェクト活動費 

日本側は、現地コンサルタント傭上、謝金、旅費、翻訳料、現地スタッフ雇用、その他消耗品

購入費など、現地活動費の一部を負担している。2013 年 7 月までにかかったプロジェクト活動費

は 7,508 万円（2010 年実績、2011 年実績、2012 年実績、2013 年予定金額の合計）である。 

(トルコ側) 

1) カウンターパート・WG メンバーの選任 

プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャー、コーディネーターは、国民教育省
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教員育成総局から任命されている。2012 年 1 月の国民教育省の組織改編により、R/D 上のプロジ

ェクト実施部署である教員研修局が教員育成総局となった。これに伴い、プロジェクト・ダイレ

クター、プロジェクト・マネジャーが 2012 年 4 月までに交替した。終了時評価時点において、大

学教員の 9 名を含めて、21 名がカウンターパート・WG メンバーであった（添付資料 7-1 および

7-2）。 

2) 現地活動費 

国民教育省は、マスター教員研修の開催費、参加者の旅費、事務用品、その他消耗品購入費な

ど、現地活動費の一部を負担している。現地活動費の合計金額は 284,434TL（約 1,447 万円）（2011

年～2013 年 7 月）であり、その他、トルコ側は事務所スペース・備品を提供している。 

表 2-2 トルコ側現地活動費負担額 

 2011 2012 2013 合計 

現地活動費 106,320TL 

（5,409,774 円） 

165,077TL 

（8,399,447 円） 

13,037TL 

（663,348 円） 

284,434TL 

（14,472,599 円） 

（1TL=50.882Yen 換算） 

2-2 活動実績と成果の達成状況 

成果 1 

(1) プロジェクト対象 10 県から、80 校のパイロット基礎教育学校1（現在は小学校及び中学校を指

す）と各校 3 名ずつ計 235 名のマスター教員（対象県の人口数に比例）、及び各県から 2 名（視

学官 1 名、民間防衛専門家 1 名）ずつ計 17 名2
 の県マスター教員が合計 252 名選定された。

中等教育学校に関しては、選定のための準備が始まったところである。 

(2) 2011 年 9 月、学校管理者、教員、生徒、保護者の防災に関する意識調査の実態を測るため、

ベースライン調査が実施された。パイロット校（80 校）・コントロール校3（80 校）のそれぞ

れにおいて、校長 1 名、教員 5 名、生徒 5 名、保護者 5 名を対象とし、合計 2560 名（うちパ

イロット校全体で 1280 名）に対する web アンケートを実施した。 

(3) 252 名のマスター教員に対して、国民教育省（MoNE）によりこれまで 3 回のマスター教員研

修が実施された（第 1 回 2011 年 10 月、第 2 回 2012 年 1 月、第 3 回 2012 年 9 月）。 

(4) 第 1 回マスター教員研修では、マスター教員の研修前後の受講者の理解度変化を統計的に検定

する「事前事後比較評価（Pre-post テスト）」4
 とアンケート調査を通じた受講者のニーズに合

わせた「参加型評価」が実施された。同研修から約 3 ヵ月後に実施された第 2 回マスター教員

研修では、満足度評価、参加型評価が実施された5。研修マスター教員研修の評価はプロジェ

                                                        
1 2011 年 6 月の選挙後、義務教育が 8 年制（小中学校一貫）から 12 年制（小学校 4 年、中学校 4 年、高校 4 年：通

称「4+4+4」）となり、2012 年 9 月より「4+4+4 教育制度」が実施された。パイロット対象校は案件開始時にはひとつ

の基礎教育学校（旧制度での呼称）であったが、現制度では、小学校および中学校の二つに分かれ、また中等教育学

校（旧制度）は高校を意味する。本書では、MoNE の総局に旧制度の呼称が使用されていることから、旧制度の呼称

で統一する。 
2 民間防衛専門家の配置されていない県が 3 県（Tekirdağ, Yalova, Bolu)ある。 
3 プロジェクトの介入のある学校を「パイロット校」、介入のない学校を「コントロール校」と定義。 
4 Knowledge Test と Attitude Test の二部構成で「講義内容の理解度」、「教員の防災教育に対する自信」をそれぞれ測る

テスト。 
5 プロジェクトでは、「4 レベルアプローチ」研修評価理論を用いて、1)満足度、2)理解度、3)行動変容、及び 4)イン

パクトを測る試みがなされている。特に｢行動変容｣に重点が置かれている。同理論でのインパクト（Results）は長期
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クト終了後もカウンターパート（以下 C/P）が持続的に評価活動を継続できるよう、評価主体

を育成することを目的としてデザインされた。 

(5) 第 3 回マスター教員研修では防災教育コンテストが行われ、参加したパイロット校 80 校のう

ち 45 校がコンテストにエントリーし、4 項目（学校防災計画、授業案、ポスター、普及計画）

に基づく審査の結果、上位 15 校が表彰された。 

(6) 国別研修は、ワーキンググループメンバーを対象とした第１回は 2011 年 3 月、次官及び関係

総局長による準高官研修は 2012 年 10 月、コンテストで選定された優秀校の教員を対象とした

第２回は 2013 年 1 月に実施した。2013 年 8 月には、県マスター教員を対象として、第３回を

実施予定。 

(7) 2013 年 3 月 21 日の合同調整委員会（JCC）において、パイロット県内のすべての基礎教育学

校を対象とした県内における効果的な防災教育の普及手法が承認され、パイロット県教育事務

所は、県内のすべての基礎教育学校対象とした普及計画（ステップ０〜３研修6）を作成し、

これに基づく普及活動を 2013 年 10 月から段階的に実施することとなった。 

(8) 2013 年 6 月 26 日、プロジェクトの成果に基づく組織作りと普及にかかる次官通達がパイロッ

ト県宛に発出された。マスター教員の防災教育普及活動時の交通費、日当、また講師としての

活動への謝金は、教員育成総局が負担する旨が明示された。 

(9) 2013 年 3 月プロジェクト研修評価活動の一環である中間評価調査が実施され、エンドライン

調査は、2013 年 9 月に実施される予定である。 

 

成果 2 

(1) 日本とトルコの防災教育の比較、トルコの防災教育のコンセプト案、社会・生活・理科におけ

る各学年・単元ごとの防災に関する習得目標案に関し、ワーキング・グループ（以下 WG）に

よりそれぞれレポートが取りまとめられ、教員育成総局より教育委員会に提出された。 

(2) 2012 年運営指導調査の専門家（兵庫県）は 10 県のパイロット校計 11 校を訪問し、生徒に対する

デモンストレーション授業を行い、マスター教員は生徒に対するモデル授業を行った。 

(3) コア・マスター教員が中心となり、2012 年 9 月にマスター教員研修（コンテスト）にて発表

した指導案をもとに、改訂や付加を行い、さらに、コア・マスター教員が自らの授業で生徒の

教えた結果のフィードバックを反映させた 50 の指導案をトルコ語、算数、生活、社会、理科、

自由時間、総合ゲーム、宗教、芸術、音楽などの教科別に取りまとめた。 

(4) 防災教育に関するハンドブック Part 1（防災の基礎知識）、Part 2（防災教育の理論と実践）、Part 

3（学校防災緊急管理計画作成ガイドブック）、Part 4（研修評価）の作成が完了し、Part 1 及び

Part 3 は、大臣の承認を既に受け、現時点では Part 2 及び Part 4 は、大臣による承認待ちの段

階にある。 

 

成果 3 

(1) トルコの民間防衛計画と日本の学校防災計画の比較レビューを踏まえ、WG 独自の編集により

                                                                                                                                                                                   
スパンで測るもので、本プロジェクト期間内にすべてを評価する段階には至らない。 
6 2013 年 9 月予定:ステップ 0 研修（防災教育に関するハンドブックに基づき、国民教育省がコア・マスター教員に対

する 15 時間の研修）、2013 年 10 月予定：ステップ１研修（ステップ０研修を受講したコア・マスター教員が、自校

の教員に対して行う研修）、2013 年 11 月～12 月予定：ステップ２（プロジェクト内の活動として、周辺校数校に普及

していく計画）。2014 年 1 月以降：ステップ３研修（2013 年 9 月までに各県で作成することになっている普及計画に

従いパイロット県内すべての基礎教育学校を対象に、順次普及を実施していく計画）。 
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防災教育に関するハンドブック Part3 である学校防災緊急管理計画作成ガイドブックの作成が

完了し、ハンドブック Part1 とともに大臣による承認がなされた。2012 年 9 月の第 3 回マスタ

ー教員研修で、その第 2 ドラフトがパイロット校に配布された。 

(2) 2012 年 9 月、45 校がエントリーした防災教育コンテストでは、45 校のうちの 34 校が学校防

災緊急管理計画を作成した。このうち約半数の学校が所属する学校の環境に適した独自の防災

活動を取り入れ、また、日本での研修をさらに発展させ独自に年間活動計画を策定して実行し

ている学校が見られた。同コンテストの結果を受け、ガイドブックに年間活動計画と評価の項

が加えられた。 

(3) 2013 年 3 月トルコの防災週間に合わせ、防災訓練の実施をパイロット校に呼びかけた。各県

ともに、マスター教員や近隣の学校は保護者、県 AFAD の協力を得て、防災活動の推進なら

びにその広報が実施されている状況が確認された。ただし、代表校及びその周辺での確認にと

どまっており、全県のパイロット校の活動の確認は、MoNE のメーリングリストの活用及びエ

ンドライン調査にて行われる予定である。 

(4) 中等教育学校に関しては、終了時評価時点では、成果 1 による各県 1 校のパイロット校 10 校

の選定の準備が開始され、学校管理者のための研修を 9 月に行う予定である。研修後に、研修

を受講した学校は、学校防災緊急管理計画をプロジェクト期間内に作成する。より効果的な計

画作成プロセスを狙い、選定された学校管理者の学校の一般教員も含めて研修を行う。 

2-3 プロジェクト目標の達成見込み 

(1) 上述した成果ごとの活動実績を、PDM（Project Design Matrix）指標の達成度としてみると、成

果 1 については、指標に関するデータ入手のためにエンドライン調査を実施し、ベースライン

調査・中間評価調査と比較する必要がある。成果 2 については、指標は達成されつつある。成

果 3 については、基礎教育学校については指標が達成されつつある。一方で中等教育学校につ

いては、ようやく選定の準備が始まりつつあり、教員育成総局は中等教育学校管理者向けのセ

ミナーを 9 月に実施する予定である。予定どおり同セミナーが開催されれば、プロジェクト期

間内での成果 3 の達成は見込める。 

(2) プロジェクト目標の PDM 指標の達成に向けた進展についても、エンドライン調査を参照する

必要はあるが、基礎教育学校に関しては指標の達成に向けて着実に進展していると言える。プ

ロジェクト目標の指標の中には、マスター教員以外の教員に関する指標も含まれているが、ベ

ースライン調査は、80 のパイロット基礎教育学校の教員についてはマスター教員 3 人を含む

各校 5 名の教員を対象に実施しており、エンドライン調査においては、マスター教員が 3 人以

上の同僚と知識を共有したかどうかを確認する必要がある。中間評価調査（プロジェクト内部

評価）での定性的インタビューでは、マスター教員の同僚に対する行動変容の例が複数挙げら

れている。中等教育学校の選定は終了時調査時点では、選定準備が開始されたところであった。 

2-4 上位目標の達成見込み 

(1) 2013 年 6 月に MoNE 次官より発出された通達では、MoNE 内に防災教育諮問委員会（Disaster 

Education Advisory Committee）を設置し、学校防災教育の計画、実施、指導、活動費の配分を

円滑にすることが明文化されたことにより、プロジェクト目標（パイロット校）から上位目標

（パイロット全県）への中央からの働きかけが円滑になることが予想される。また、同通達に



 

2-5 

より、パイロット全県での学校防災緊急管理計画の普及を促進するものと考えられる。 

(2) 同通達では、マスター教員の役割や責任について文書化され、2013 年 1 月に本邦研修に参加

したコア・マスター教員のほかボランティア教員を中心としたグループ「マスター教員サーク

ル」が各県の防災教育の普及に努めることが記されている。防災教育を担う人事配置について

明記されていないが、日当宿泊等の手当て等の予算措置を教員育成総局が実施することが指示

されていることから、プロジェクト活動の円滑な実施を支援する枠組みの基礎ができたといえ

る。 

(3) 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校では認められているものの、上位目標の達成

見込みについてはまだ判断する段階には至っていない。パイロット県内のすべての基礎教育学

校を対象とした効果的な防災教育の普及手法については、既に検討が進められている。パイロ

ット県教育事務所は、県内のすべての基礎教育学校を対象とした普及計画を作成し、普及活動

を 2013 年 11 月から実施する。2013 年 11 月～12 月に実施する、ステップ２の研修として、プ

ロジェクト内の活動として、周辺校 3-5 校に普及していく計画となっている。それ以降のステ

ップ３の研修については、2014 年 1 月以降、すべての基礎教育学校を対象に順次県内普及を

実施していく計画である。なおステップ３以降のプロジェクト終了後の活動は教員育成総局が

管理・実施していくこととなる。 

(4) 自主的な活動としては、テキルダー県及びチャナッカレ県では、2011 年 10 月実施の研修後、

同様の内容を県内の全ての学校に普及させた実績がある。また、マスター教員も校内の先生全

員に普及されている事例も各県の巡回時に多くみられている。 

2-5 実施体制と実施プロセス 

(1) 2010 年 10 月の R/D 署名時の実施責任部署であった教員研修局が、2012 年 1 月の MoNE の組

織改編により、教員育成総局に改組された。また、初等教育局と就学前教育局が統合されて基

礎教育総局に、総務財務局とソーシャルサービス局が統合されてサービス支援総局になるなど、

プロジェクト関連部署も改組された。これに伴い、教員研修局から任命されていたプロジェク

ト・ディレクター、プロジェクト・マネジャーが 2012 年 4 月までに交替となり、その他多く

の WG メンバーが異動した。国民教育省の組織改編は、2012 年 9 月の新学期にあわせて導入

された「4+4+4」と呼ばれる新しい教育制度の実施に対応したものと言われている。こうした

国民教育省の組織改編と、それに伴う C/P の異動や C/P の不在期間が、プロジェクトの進捗に

影響を与えている。 

(2) 教育制度改革と国民教育省の組織改編に伴い、プロジェクト・ダイレクターを始めとする C/P

が異動する中で、プロジェト当初から一貫して関わっているプロジェクト・コーディネーター

の継続的な努力は、プロジェクト活動推進の大きな要因となっている。また、プロジェクトの

中盤に行われた組織改編後、部署間の調整不足により MoNE で効果的に職員を配置できてい

ない期間では、幾つかのプロジェクト活動については、WG で大学教員が中心となって進めら

れた。 

(3) WG1 および WG3 に関して、「4+4+4」の教育制度改革により、プロジェクト対象のパイロッ

ト校（80 校）が小学校と中学校に分かれ、プロジェクト目標達成のための指標を入手するた

めに、学校管理者とマスター教員の特定に別途時間を要するなど影響がでている。 

(4) プロジェクトは、成果 1（マスター教員研修）、成果 2（教材作成）、成果 3（学校防災緊急管
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理計画）ごとに WG1、WG2、WG3 を形成し、本プロジェクトのコア・トレーナーがそれぞれ

のワーキング・グループに分かれて各成果の達成に向けた活動を行っている。一方で、WG 内

のトルコ側日本側の意思疎通は比較的円滑であったようであるが、WG 同士、横の活動進捗の

報告と共有に関しては、改善の余地があったとのインタビュー結果も出ている。 

(5) プロジェクトの第 1 回本邦研修中（兵庫県）に、東日本大震災が起こり、地震や津波に備える

ことの重要性を C/P 自身が再認識した。また、プロジェクト実施中の 2011 年 10 月、第 1 回マ

スター教員研修の前日にヴァン県において発生した地震による大きな被害がでており、マスタ

ー教員の防災教育の普及の緊急度も再認識されモチベーションの向上に寄与した。 

(6) マスター教員研修に一般教員だけではなく、学校管理者、県の視学官ならびに民間防衛専門家

を含めた点は、トルコ事情を勘案した視点が取り入れられており、他国での類似案件への示唆

となりえる。 

(7) IT インフラの整備されているトルコにおいては、ベースライン調査を Web ベースで実施する

ことが可能であり、また、専門家とのコミュニケーションはスカイプ等でアサイン外の専門家

と情報共有がされている。さらに、トルコ側プロジェクト・コーディネーターが管理している

マスター教員メーリングリストによって 252 人のマスター教員、JICA トルコ事務所プログラ

ムオフィサー、JET 通訳が情報交換できる場が設定されている。長期間にわたる専門家派遣が

行われていない本案件では、遠隔によるコミュニケーションが必須であり、トルコならではの

工夫が見られる。 
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第3章 評価５項目によるレビュー 

3-1 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

(1) 第 9 次国家開発計画（2007-2013）では、防災教育カリキュラムに対応できる教員の質の向上

に取り組むべきである旨が明示されている。 

(2) トルコの首相府防災危機管理庁（AFAD）は、2011 年 8 月に「国家地震戦略及び行動計画」を

発表した。その中で、Action C 1.2.4 として基礎及び中等教育における防災に関するクロスカ

リキュラムの改善、Action C 1.2.5 として教員への継続的な防災教育の実施が、国民教育省の

責務として掲げられている。実施担当部局である同省教員育成総局は、防災教育を重要と考え

ており、現場で防災教育を進めるマスター教員とプロジェクトへの期待も高い。また、防災教

育の実施のための組織作り（中央及び県）の重要性が十分認識されている。 

(3) プロジェクト対象地域は、1999 年に発生したトルコ北西部地震の震源地であり、その後も地

震が多発している地域である。プロジェクト対象県では将来の地震発生確率が高い地域として

考えられており、イスタンブールおよびブルサは特に防災対策への関心も高い。プロジェクト

実施中の 2011年 10月にはトルコ国東部のヴァン県における地震による大きな被害が出ており、

マルマラ地域での防災教育の普及に関心が高まっている。 

(4) 「防災・災害対策」は我が国のトルコ国援助重点分野の一つであり、本案件の要請内容と整合

している。 

(5) 我が国においては、阪神・淡路大震災以降の兵庫県や神戸市の関係機関による防災教育の取組

み実績がある。体験型教材や生徒が主体的に参加できるプログラムの開発などが行われており、

日本の経験を本プロジェクトに活用することができる。 

 

3-2 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

(1) プロジェクトは、学校管理者・教員に対する研修、防災教育に関する補助教材の作成、学校防

災緊急管理計画の作成の 3 つの成果を達成することで、パイロット校の教員の防災教育能力の

強化（プロジェクト目標）を図る構成となっている。さらに、2011 年 10～11 月にはベースラ

イン調査、2012 年及び 2013 年には中間評価調査（インタビュー調査：2012 年 11 月、Web ア

ンケート調査：2013 年 3 月）を実施しており、エンドライン調査を実施することで、プロジ

ェクトによる能力強化を定性的及び定量的に示せるようプロジェクトは効果的に組み立てら

れている。 

(2) 基礎教育学校のパイロット 80 校については、上述したように各成果レベルで着実にプロジェ

クトは進展しており、中等教育学校が早急に選定され、活動が実施されるならば、2013 年 11

月のプロジェクト予定終了時までに、所与の目的がおおむね達成されることが見込まれる。 

(3) 成果 1 に関し、パイロット校とマスター教員は、MoNE と県教育事務所が選定した。2013 年 6

月、同省次官は、マスター教員の役割や責任を明記した通達を発出した。その中で、コア・マ
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スター教員、ボランティア・マスター教員を中心としたグループ（「マスター教員サークル」）

が各県の防災教育の普及に努めることが記されている。なお、防災教育を担う人事配置につい

て明記されていないが、日当宿泊等の手当ての予算措置を教員育成総局が実施することが指示

されていることから、トルコ側によるプロジェクト活動の円滑な実施を支援する枠組みの基礎

ができた。 

(4) 成果 2 に関し、トルコの防災教育のコンセプト案や、社会・生活・理科における各学年・単元

ごとの防災に関する習得目標案が WG により作成され、教員育成総局よりレポートとして教

育委員会に提出された。現在はカリキュラムの変更や教科書の作成へ反映するため、教育委員

会から TÜBİTAK（トルコ科学技術研究会議）へ提出され科学的な根拠に裏付けられた審査が

行われている。 

(5) 成果 3 に関し、学校防災緊急管理計画ガイドブック（Part 3）については、2013 年 6 月に大臣

の承認を受けており、Part 2 及び Part4 の承認後、サービス支援総局が管理し、印刷・配布を

行うことが期待されている。また、学校が防災緊急管理計画を作成・実施していくため MoNE

次官からの通達が 2013 年 6 月末に発出されたところから、パイロット県での学校防災緊急管

理計画の普及を促進するものと考えられる。  

(6) プロジェクトは①ベースライン調査報告書（2011 年 11 月）、②研修評価調査（2011 年 11 月、

2013 年 1 月）、③中間評価調査報告書（2013 年 6 月）を取りまとめている。2013 年 9 月に実

施予定のエンドライン調査による追跡により、マスター教員の意識向上（行動変容）を計るこ

とが出来る。なお、エンドライン調査結果の分析に際しては、ベースライン調査実施以降に行

われた教育制度改革の影響（学校区分やマスター教員の所属校の変更等）に留意する必要があ

る（2-2 頁、注 1 参照）。教育制度の改革によってそれまでの初等教育から小学校、中学校と分

けることになり、マスター教員がどちらの所属になったか（マスター教員の追跡）、パイロッ

ト校の定義にも留意する必要がある。 

(7) 2012 年 9 月 28 日の第 4 回 JCC において、プロジェクトの「スーパーゴール」の対象が協議さ

れた結果、「プロジェクト対象県」を「全国」へと変更し、PDM ver3 に反映した。 

3-3 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度である。 

(1) PDM ver3 は教員育成総局 C/P との協議を経て改訂されたものである。教員育成総局以外のプ

ロジェクト参加者については、PDM、PO（Plan of Operation）の存在・内容がよく認識されて

いるわけではないが、プロジェクトが目指す 3 つの成果は理解されている。 

(2) 本案件の実施については、トルコ国側の教員研修能力が十分高いこと、国際機関や他ドナーが

実施した同分野案件の成果等を活用して実施の効率化を図る方針であること、といった理由か

ら、日本側の投入は比較的限定されたものとなっている。日本側専門家の派遣については、特

に兵庫県から派遣された短期専門家の授業についてトルコ国側 C/P やマスター教員からの高

い評価の声が聴かれた。インタビュー結果では、国民教育省は、プロジェクト終了後も、可能

であれば短期専門家の派遣と教員研修の時期を合わせ、日本側に協力を依頼したい意向を示し

ている。 

案件形成当初は、国内支援委員会の設置ならびに「教育行政」の専門家の投入が計画されてい
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たが、実際のプロジェクト実施体制は異なっている。インタビュー結果では、防災の専門家だ

けでなく、教育の専門家がプロジェクトに継続的に関与するべきだったとの指摘も複数あった。 

(3) プロジェクトはこれまで、合同調整委員会（JCC）を 5 回開催している。プロジェクト参加者

間のコミュニケーションについては、日本側専門家と教員育成総局との間の連絡調整は、トル

コ側コーディネーターの継続的な努力により、安定的に確実に行われている。トルコ側関係者

内での連絡調整は、教員育成総局とマスター教員間の連絡ツールとして、メーリングリストが

活用されており、MoNE からの通達等がメールにて連絡されることに加え、マスター教員間の

情報交換の場としても同メーリングリストが活用されている。同メーリングリストには、プロ

ジェクト通訳、JICA トルコ事務所プログラムオフィサーもメンバーに加えられている。IT イ

ンフラの整備されたトルコならではの工夫が見られる。 

(4) トルコのような非英語圏でのプロジェクトでは、C/P 側は英語を理解する職員を組織の意思決

定に近いポストに配置すること、また、日本側は英語・現地語の通訳を計上する等の工夫が必

要であるが、本プロジェクトでは効率的に配置されている。 

(5) 基礎教育学校と中等教育学校の選定は、プロジェクト前半期に確実に実施される必要があり、

中間レビュー時点で中等教育学校のパイロット校の選定を進めることとの提言があったが、終

了時評価時点で選定準備中であり、中等教育学校の学校防災緊急管理計画の作成作業が遅延し

ている。 

(6) プロジェクトの中盤に教育制度ならびに組織の改変をうけた C/P の大幅な異動により、プロジ

ェクト活動も影響を受け、成果 2 では、2011 年 11 月～2012 年 8 月の 9 ヶ月間、C/P が不在で

あった。しかし、C/P の配置に時間を要した時期に、各 WG で大学教員やマスター教員を中心

として、自主的に活動を継続しており、この点は高く評価できる。 

(7) プロジェクト開始から約半年後、日本人側の通訳がプロジェクト終了時まで配置されることと

なり、専門家の不在時のトルコ側、日本側との円滑な連絡調整に寄与している。一方で、活動

が集中する時期の専門家のアサインに関しては、派遣期間が短いという指摘があった。案件形

成時に専門家の活動を後方支援する業務調整担当の配置が計画されていなかったため、業務調

整のアサインを通訳とは別で計画する必要がある。 

(8) パイロット 10 県 80 校への支援、モニタリングに関し、日本人専門家および C/P によるパイロ

ット 10 県への巡回は 4 回にとどまり、訪問した学校数は 41 校（のべ 65 校、添付資料 9）で

ある。インタビュー結果では、全てのパイロット校巡回のために十分な期間の専門家の投入が

必要であるとの意見が出された。さらに、案件開始当初に専門家チーム及び C/P（もしくは

WG メンバー）が全パイロット校を訪問し、地図上に位置情報を落とすなどプロジェクト管理

の工夫がなされれば、活動モニタリング等がよりスムーズになったとの意見もあった。 

3-4 インパクト 

プロジェクトのインパクトは、以下のとおり発現している。 

(1) 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校では認められている。インパクトの上位目標

の達成見込みについてはまだ判断する段階には至っていない。しかしながら、パイロット校の

校内における同僚教員への指導のみならず、生徒や父母及び他校への防災教育の普及（上位目

標）を視野に入れた様々な活動が、プロジェクト期間中において積極的に実施されている。 
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(2) 2012 年 9 月に実施された防災教育コンテストでは、審査基準の 4 項目に学校における普及活

動計画が含まれており、コンテスト参加校がそれぞれ発表した。同コンテスト内で WG から、

各県においてマスター教員サークル（活動グループ）を形成し、県のマスター教員が中心とな

って県内普及を進めていく案が提案された。2013 年 8 月末に実施予定の本邦研修には、11 名

（パイロット各県から視学官または民間防衛専門家が 1 名ずつと国民教育省からリーダー1

名）が、各県防災教育普及計画アクションプラン作成を目的として参加する予定である。2013

年 9 月から 10 月を目処に、ハンドブックの Part1～Part4 を使った STEP0 研修を行う。 

(3) 2012 年 1 月、第 2 回マスター教員研修時にアンケートによる意識調査（満足度調査）が実施

され、行動変容の例として、第 1 回目の研修で学んだことを同僚と共有したと教員が 96％、

同僚と防災教育について話をする教員がベースライン時と比して 30％から 87％へ上昇したこ

とが報告された。2012 年 11 月中間評価調査の一部として実施されたインタビュー調査結果に

よるとマスター教員の同僚、学校全体、生徒、保護者、周辺校へのインパクトが発現した一方

で、資金的・精神的負担、モチベーションの維持に掛かる課題がそれぞれ報告されている。 

(4) 2013 年 6 月に報告された中間評価調査結果によると、パイロット校では正のインパクトが確

認されている。ブルサでは地震時に生徒全員が机の下にもぐった例、チャナッカレでも大きな

物音が聞こえた際、地震だと思い全員が机の下にもぐった例等が報告されている。 

(5) 保護者に関しては、学校が防災教育の実施について報告、セミナー開催等を行い、保護者から

の反応がある、コンテスト後、入賞校では、保護者からの問い合わせが増加するなどの反応が

あることが確認されている。また、日本人専門家の訪問や教員研修が学校 HP に掲載され、学

校の宣伝となり、学校管理者や教員のモチベーションになるとの声もあった。 

(6) 周辺校、地域へのインパクト発現については 2013 年 6 月 10 日にサカリヤ県でマスター教員 3

名を中心とし手開催された 1500 人規模の「防災くまキャラバン」を特筆することができる。

同イベントは本邦研修で NPO 法人プラス・アーツが実施する防災イベント「イザ！カエルキ

ャラバン」に参加したマスター教員の発案で企画、実施された好事例である。県副知事や消防

局等多くの関係者・機関を巻き込み、防災の啓蒙として大きな成果をあげた。その他のインパ

クトに関しては、エンドライン調査の実施結果や、プロジェクト終了後一定期間を経た後にフ

ォローアップ評価を実施することによって明らかになることが予想される。 

3-5 持続性 

プロジェクトの持続性の見込みは、中程度であるが、防災教育普及の体制整備が確保されるならば、

プロジェクトの持続性を見込める可能性がある。 

(1) 2013 年 6 月に MoNE 次官から発出された通達に基づく防災教育アドバイザリーコミッティは

今後プロジェクト終了までに設立されることを想定するが、設立に当たっては各総局の業務・

職務内容に照らして役割を整理する必要がある。JCC の開催等を通じて各総局との協力関係を

再構成し、その中で今後プロジェクト活動を維持していく体制を協議し決定していくことが重

要、と教員育成総局は考えている。プロジェクト目標の対象に含まれている中等教育学校（現

在は高校を指す。2-2 頁、注 1 参照）での学校防災緊急管理計画に関して、これまでのプロジ

ェクト期間中に活動がなかったことから、中等教育総局との協働に向けた協議を継続していく

必要がある。また、プロジェクトで作成した 4 つの防災教育ハンドブックの印刷や頒布ならび
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に今後、学校防災緊急管理計画の主管部署となることが想定されるサービス支援総局との密な

連携も必須である。 

(2) 通達前述の MoNE 次官レターでは、防災教育の実施、今後の普及活動が明示されたことはプ

ロジェクトの持続性において大きな意味を持つ。また、マスター教員、コア・マスター教員の

活動が明文化され、TOT における講師となるコア・マスター教員への手当てが MoNE 教員育

成総局の負担で行われることが約束されたことにより、パイロット各県における防災教育活動

の活性化が期待できる。 

(3) WG の活動に参加したローカルリソースは、イスタンブール、アンカラ、コジャエリ各県の大

学教員、Duzce 地震の経験から発足した NGO 等、MoNE 内の人材にとどまらず、複数の機関、

人材が確認されている。これらの人材は WG の活動に深く関与していることから、プロジェ

クト終了後の持続性に大きく貢献するものと考える。 

(4) プロジェクトで実施された防災教育コンテストについて、教員育成総局が継続して実施してい

く意向を示している。継続した実施に当たって、優秀校または優秀教員に対し大臣表彰などイ

ンセンティブの付与によって、教員のモチベーションを高めることが期待される。同時に、県

コーディネート組織が主体となって研修評価を継続的に行い、マスター教員研修自体の精度を

上げていくことや、教員育成総局による Web アンケート調査の定期的な実施によってインパ

クトの測定がされていくことが期待されている。 

(5) MoNE は省庁の中でも予算面では上位に入っており、中央政府予算の約 11.8％（2013 年）を

MoNE が占めている。MoNE の予算額は約 1 兆 9930 億円（2012 年）、約 2 兆 4167 億円（2013

年）と 2013 年は前年比で約 21％増加している。 
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第4章 終了時評価の結果 

4-1 結論 

トルコ国の新学期である 9 月以降に残りの活動が集中していることから、プロジェクト目標は、現

時点で 4 分の 3 程度達成であると判断できるが、成果 1 及び成果 3 の残りの活動が予定通り実施され

るならば、プロジェクト目標は概ね達成される見込みである。プロジェクトは、トルコ国の防災に関

する国家政策・行動計画への協力であり、実施担当機関である国民教育省教員育成総局のニーズとも

合致していることから、その妥当性は高い。プロジェクトは、3 つの成果を出すことでプロジェクト

目標を達成するよう適切に構成されており、事業効果を図るためのエンドライン調査も計画されてい

ることから、その有効性は高い。プロジェクト実施に対する教員育成総局の予算支出や C/P の努力は

大きいものの、プロジェクト実施期間中に教育制度改革と組織改編が行われたためプロジェクトも影

響を受けており、効率性としては中程度と判断される。パイロット県におけるインパクトに関しては、

「防災くまキャラバン」等の好事例も見られ、既に 2 県においては、県内すべての学校で防災教育を

実施している例も見られた。しかしながら、終了時評価の時間的制約から、防災教育の活発でない学

校への視察が出来なかったため、より正確なインパクトの発現に関しては、エンドライン調査の結果

を分析する必要がある。持続性については、技術的には大きな問題は見られず、財政面においても、

教員育成総局の教員育成予算は十分であることが確認されている。政策・制度面では、上位目標達成

のためには、トルコ全体の防災政策を担う AFAD との連携をより促進し、国家全体の防災政策の整

合性を高めることで、プロジェクト終了後の防災教育の質の向上及び普及の拡大が期待される。

AFAD という組織がトルコ国全体の防災施策と対応を担っており、学校教育における防災教育の実施

者としての MoNE との連携により、プロジェクト終了後の防災教育の普及の拡大が期待される。ま

た、組織面では、トルコにおける省庁全般的に、選挙による組織改変、及びそれに伴う大幅な人事異

動が懸念されることから、現地の事情を勘案した防災教育普及計画策定が必要である。 

4-2 提言 

PDM Ver3 に示されたプロジェクト目標は「パイロット 80 校の教員の学校防災教育能力の強化」（プ

ロジェクト終了時）であり、上位目標は「パイロット県での学校防災教育能力強化」（プロジェクト

終了から 3～5 年程度）、またスーパーゴールでは「全国での学校防災教育能力強化」（プロジェクト

終了から 5～10 年程度）がそれぞれ目標となっている。 

プロジェクト終了まで残り半年の活動期間において、プロジェクト目標の達成とともに、プロジェ

クト終了後もその効果が定着し、上位目標やスーパーゴールの達成に向けてプロジェクトの成果が持

続・発展していくための提言を次のとおりまとめた。 

（1） プロジェクト目標の達成に向けた提言 

1-1. 活動成果を踏まえた 2013 年 12 月までの残りの期間、PO に基づき着実に実施すること。 

1-2. 中等教育学校のパイロット校の選定ならびに計画された活動を早急に行うこと。 

1-3. プロジェクトの内容や成果・進捗の判りやすい報告書を作成して C/P・WG 間のコミュニケー

ションの向上を図ること。また、渉外向けには PR にも利用できるプロジェクト紹介資料を
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作成すること。 

1-4. エンドライン調査については、ベースライン調査・中間評価調査の結果も踏まえ、PDM Ver3

にある各指標の達成度との関連を検討することが必要である。 

1-5. 県のマスター教員の防災教育の県内での普及を促進する調整組織が確実に県に設置されるこ

と。 

1-6. 今後設置されるコーディネーション組織において、MoNE の各部局（教員育成総局、基礎教

育総局、中等教育総局、サービス支援総局、及び教育委員会）から防災教育普及担当者が選

任され、教員育成総局が中心となり、プロジェクトが行ってきた活動を持続・発展させてい

くこと。 

 

（2） プロジェクト効果・成果品の定着に向けた提言 

2-1. 以下の事項について責任部署を明確にすることが望まれる。 

 

成果 事項 想定担当部署 

成果 1 1) マスター教員の任命・辞任・引継ぎ等に関する規定の作成 

2) マスター教員の制度的な裏付け（資格制など）に向けた現

行制度の調査・改変 

3) 現在のパイロット校、マスター教員のリストの見直し・ア

ップデート 

4) パイロット校となる中等教育学校の選定 

5) 防災教育の県内における普及手法の計画作成 

6) 防災教育の普及計画に関する県教育事務所との窓口部署 

7) マスター教員に対する継続的なリフレッシュ研修の実施 

8) ハンドブック Part1～Part4 の情報共有・情報提供、広報 

教員育成総局 

教員育成総局 

 

教員育成総局・県教育事務所 

 

教員育成総局・中等教育総局・県教育事務所 

県教育事務所 

教員育成総局 

教員育成総局 

教員育成総局 

成果 2 1) 防災教育に関するハンドブックの国民教育省として承認 

2) ハンドブックの教材としての認可のための、教育委員会へ

の申請（TÜBİTAK の審査中） 

3) プロジェクト終了後の、ハンドブックの管理、印刷・配布 

4) プロジェクト終了後の、ハンドブックの改訂作業 

大臣 

基礎教育総局・教員育成総局 

 

基礎教育総局・教員育成総局 

基礎教育総局 

成果 3 1) 学校が防災緊急管理計画を作成・実施できる（又はすべき）

法的・制度的な根拠の整備 

2) 学校防災緊急管理計画に関する県教育事務所との窓口部

署 

3) 学校が作成する防災緊急管理計画の作成指示・評価 

4) ガイドブックの管理、印刷・配布 

5) プロジェクト終了後の、ガイドブックの改訂 

サービス支援総局（・AFAD） 

 

サービス支援総局 

 

サービス支援総局、県教育事務所（・AFAD） 

サービス支援総局 

サービス支援総局 

 

（3） プロジェクトの持続・発展に向けた提言 

3-1. 国民教育省の教育政策における防災教育の位置づけについての共通理解を進めること。 

3-2. 上述（2）の責任部署を含めて、JCC 等の場において防災教育の実施体制を関係各総局と検討

すること。 
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3-3. エンドライン調査では、ベースライン調査・中間評価調査の結果も踏まえ、プロジェクトの

インパクトとしての生徒・保護者の防災意識の向上が析出できるような質問項目となるよう

検討すること。 

3-4. プロジェクトのスーパーゴールについては、防災教育の全国展開を目指すこと。 

3-5. 現在トルコ国にて実施中の他案件「マルマラ地域における地震・津波防災及び防災教育プロ

ジェクト」（2013 年 5 月～2018 年 4 月）及び「リスク評価に基づく効果的な災害リスク管理

のための能力開発プロジェクト」（2013 年 7 月～2017 年 6 月予定）との防災教育面での連携

（相互訪問、活動進捗報告等）を進めること。 

 

（4） その他の提言 

4-1. プロジェクト実施を通して得られた知見やノウハウが失われないよう、MoNE は持続性を担

保するための必要な措置を取ること。 

4-2. エンドライン調査については、プロジェクトに対する包括的なフィードバックを提供するた

め、十分な準備期間をもって実施に当たり、遅延無くトルコ側日本側へ報告すること。 

4-3. 本件は成果の確保のため防災教育を公的教育からアプローチした案件であり、インパクトや

持続性の発現について、継続的にモニタリングを行い、アプローチの妥当性・課題を整理す

ることが望ましい。 

4-3 教訓 

（1） 教育関係者と防災関係者の視点の違いを考慮して、両者が補完しあうことが重要である。 

（2） 他の教育関連プロジェクトと共通の課題および異なる課題を整理し、活用すること。 

（3） 非英語圏でのプロジェクトでは、意思疎通、関係機関との連絡調整に時間を要することから、

適切なリソースを計画的に投入する必要がある。 

（4） 学校防災教育案件では、国内支援委員会を設置するなど学習指導要領作成やカリキュラム改訂

にアドバイスできる教育・教育行政の専門家によるバックアップ体制を整えること。 

（5） 日本の震災経験・知見を共有することができる本邦研修はわが国の強みであり、防災教育、被

災からの復興を目の当たりに出来る貴重なリソースである。今後の防災教育案件においては、

案件形成時に本邦研修を重要な活動であると位置づけ、同研修のタイミング・内容ともに先方

政府に提示できる準備で臨むこと。 

（6） 防災教育案件では、複数の総局が参画することになるが、各総局の上位にある次官の関与が不

可欠であることから、次官、関係局間の調整・協議に要する時間を本来の活動に掛かる時間以

外に見込んでおく必要がある。 

 

4-4 団長総括 

（1） プロジェクト全体 

 1） 調査・評価結果：合同評価報告書のとおり、おおむね良好な評価結果となった。その原因、理

由として、地震国としてトルコ国、国民が防災の重要性を理解していること、国民教育省が防

災教育を学校教育にて行うことの理由、効果を十分に理解していること、教員等が活動に自発

的に参加するだけでなくプロジェクトの成果を踏まえ、自発的に新たな活動を計画、実施して
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いること、特に本邦研修に参加したメンバーの意識の変化に伴う行動変容が大きかったこと、

また管理職層を研修メンバーに選定したことは、省内の意識向上だけでなく、ポジションに応

じた対応を行い活動の推進に大きく貢献したこと、等があげられる。 

 他方、防災教育の成果、効果は、災害が実際に発生してみないと測れないという側面があり、

教員にとっては、授業に取り入れたことの効果が見えにくく、継続へのモチベーションを低め

る原因となっている。 

 防災への準備が開発に大きく貢献することを国全体で「再」認識し、事後対応ではなく事前

対応を中心とした体制にシフトする必要がある。国家の責務として防災「教育」が位置付けら

れ、単なる理念目標としてではなく具体的な対策が講じられる（防災教育に特化した予算、人

員確保、国民教育省内での制度確立、避難訓練の標準化、他省庁による国民教育省への協力等）

ことが重要である。 

 2） プロジェクト期間の延長：以下の理由によりトルコ側から延長についての言及があった。プロ

ジェクト開始当初にトルコ国内の選挙の影響等により実施体制が整わず約 1 年間、計画通りの

活動ができないなどの外部条件により活動が遅延していること、評価結果を踏まえればインプ

ットの追加により持続性確保の可能性が高まること、等を勘案して本部にて検討を行うことと

したい。 

ア) 一部の活動が現行プロジェクト期間の終了時期と同時期に終了するため、活動結果の分

析、その後の持続的な体制へのフィードバックが困難であること。 

イ) 次官の通達により、防災教育委員会が設置される見込みである。同通達は 6 月末に出さ

れたものであり現時点で委員会は設置されていない。持続性確保のため同委員会が果た

す役割は大きいと思われるため、早急なる設置・開始、活性化、及び運営上の課題を把

握し、改善していくことが不可欠である。 

ウ) 以上を踏まえ、これらの活動を軌道に乗せるには日本側からの投入が必要であり、期間

延長が言及されたものである。 

 3） プロジェクト実施上の課題：今回の評価結果を踏まえ、以下の点が課題と思われるところ、今

後類似案件を実施する場合の参考としたい。 

ア) 行政のノウハウ：今次プロジェクトでは業務実施契約によりコンサルタントを活用した

が、そのメンバーは「防災」を専門としており「教育」ではない。実際の活動において

は、教育のノウハウも必要とされ、教育現場、ないし教育行政の経験、ノウハウを有す

る人材の投入が効果的である。教育人材の投入、有識者（国内支援委員会等）による支

援体制の構築が可能となるよう、プロジェクトの枠組みを検討する際に工夫が必要であ

る。他方、「防災」と「教育」の双方の人材を有するコンサルタントは少ないことにも留

意が必要である。今回は、巡回指導形式で教育人材を派遣するとともに、教育分野の有

識者、専門員の支援を得るなど対応した。 

イ) 協力期間：3 年間のプロジェクトとしたが、期間は不足していた。防災教育では、カリ

キュラムの改定、教師育成、教材開発、授業での実践、授業／教材へのフィードバック
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（ベースライン・エンドライン調査含む）、この他、継続的体制の構築、法／開発計画へ

の打ち込みも必要に応じて行う必要があり、3 年以上の期間が必要である。 

ウ) 他機関連携：当該国に防災主管省がある場合には連携は必須である。また、自治体、教

育委員会、有識者との連携など、調整業務も多く、投入においては調整員の配置が効果

的である。 

（2） 持続性確保：防災教育の性格、重要性、効果、インパクトを勘案すれば持続性確保は不可欠で

ありトルコ側との協議ではプロジェクト終了に向け、以下の提案を行い、合意を得た。 

 1） 政府方針・戦略：防災教育を各種の法や政府開発計画、戦略へ記載。 

 2） 防災教育委員会：次官通達によって設置される委員会の強化、活動促進。 

 3） AFAD との連携：双方の役割、利点を踏まえた連携。 

 4） 動機付け：関係者、教員の防災教育活動への参加に対する動機付け強化。 

 5） 質の向上：質向上のため、当該分野の専門家、有識者の関与強化。 

 6） 活動拡大：活動成果のフィードバック、防災コンテスト、ウェブ強化等。 

 7） 広報：各種媒体を通じた広報の強化。 

 8） 表彰：JICA による参加者への表彰 

 

（3） 日本大使館への依頼事項： 

 1） 防災教育の重要性：現在の国際場裏では防災の重要性が活発に議論され、Post HFA という防災

に限定した議論ではなく、Post MDGs における防災の取り扱いも検討されている。2015 年の国

連防災会議が仙台で開催されることが決定され、今後、国際社会、開発援助における「防災」

の議論はより促進されていくことは間違いなく、防災分野での協力に優位性を有し、かつ積極

的な援助を表明している日本のスタンスはより重要になってくる。対トルコ国の援助方針に

「防災」を掲げている JICA としては、過去の協力だけでなく今後の協力も含め、成果を定着

させ、トルコでの日本のプレゼンスをさらに高めていくことが不可欠である。 

 防災教育における協力は、成果は見えにくいが防災協力において極めて重要な分野であり、

日本の経験（3.11）でも明らかなとおり災害時にはハード対策以上の成果が出ることがある。

よって、本プロジェクトの成果を定着させ、持続性、自立発展性を確保することは日本のトル

コ国におけるプレゼンスを飛躍的に高めることができる可能性がある。昨今のインフラ輸出政

策を進めるためにも、日本大使館におかれては本プロジェクトの広報、並びに持続性確保のた

めトルコ側（政府高官）に防災教育の重要性をアピールしていただくことをお願いしたい。日

本大使館による言及は、後述する教員のモチベーションにもつながるものである。 

 なお、トルコ国において「防災」の重要性が認識されていることは言を待たないが、防災「教

育」については、今以上に重要性を「再」認識してもらうことが重要と考える次第である。 

 

 2） 感謝状：後述のとおり、トルコ側より、自発的に活動に参加した教員に対して、JICA から感

謝状等の授与について提案があった。これは教員のモチベーションを高めるためのものであり、

持続性確保のため JICA としても前向きに検討を行うが、日本大使館におかれても何らかの形

でご検討をお願いしたい。 
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（4） 事務所への依頼事項： 

 1） 感謝状：トルコ側より、これまでいわゆる手弁当で参加してきた教員に対し、インセンティブ、

モチベーションを高めるため JICA による何らかのアワード授与にかかる要請があった。当方

より JICA のクレディビリティを問うたところ、JICA 名のアワードは授与されたものにとって、

大きな励みになる旨の発言があった。当方としては、プロジェクトの持続性に貢献するのであ

れば前向きに検討する旨回答しておいた。ついては、事務所長名による感謝状等の授与につき、

検討をいただきたい。本部にて作成することも検討は可能であるが、トルコ国内での JICA 事

務所のステータスを勘案すれば、事務所が作成することが妥当と考える。なお、プロジェクト

終了後、感謝状授与を継続して行う方法についても国民教育省と検討いただきたい。また、プ

ロジェクト持続性、広報等のため、授与する際には、何らかのイベントとして実施する、ない

し今後予定されているイベント等と合わせて行うことが効果的と思料する。その方法について

も、プロジェクトと検討いただきたい。 

 2） 委員会への関与：今後設置される委員会への（プロジェクト終了後も）オブザーバー・メンバ

ーとしての参加を国民教育省に対して打診いただきたい。今次協議では、時間的制約から右に

かかる協議ができなかったためミニッツへの記載は行っていない。 

 3） AFAD 連携：AFAD との連携が円滑に進むよう、今後開始される技プロも活用しつつ、側面支

援いただきたい。 

 4） その他：本件とは関連しないが、VAT の問題について、関係省庁との協議を進めていただきた

い。 

 

（5） その他、持続性確保に向けた対応： 

 1） Public Interest として国の責務であることを防災関係省だけでなく開発関係省が認識すること。

よって、すべての市民が防災教育を等しく受ける権利を有することを政府が認識し、具体的な

アクションを行うよう働きかけること。 

 2） AFAD に対する技術協力プロジェクトが 8 月に開始される予定である。同技プロを活用した国

民教育省との連携。課外授業を活用し地方 AFAD の見学等。 

 3） 授業内容の質を高めるための工夫として、 

・ 主に防災構造物対策を主管する省と連携し、構造物の見学や、当該省からの出前講座 

・ 授業参観、学校避難訓練への親の参加等、児童⇔親⇔コミュニティへの拡大への工夫 

 

（6） 延長にかかる方針：延長の是非については、本部にて検討を行うこととするが、検討にあたっ

ては以下の点に留意が必要。 

 1） 投入形態：必ずしも、現行の業務実施契約の継続である必要性はなく、今後の活動の進捗等を

踏まえて投入方法を検討する。 

 2） 教育行政：教育の知見を有する専門家、ないし調査団の派遣。 

 3） AFAD：8 月に開始する AFAD 技プロとの連携を視野に入れた投入。 

 

（7） 防災教育に対する考察：防災教育の重要性、意義については以下のとおりである。これらの特

性を踏まえ、本プロジェクトを通じて得た成果と教訓を今後の類似案件に活用する必要がある。 

 1） 特徴：学校教育に防災教育を取り込むことのメリットは以下のとおりであり、実際の災害の際、
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児童が自ら行動するという行動変容が期待でき、生存率を高めることに貢献する。 

ア) 習得効果：初等教育＝低学年に導入することで、習得効果の高さが期待できる。知識と

してだけなく感覚、形式知として習得する可能性も期待できるため定着度、周囲への普

及度も期待できる。また、防災教育を選択制（個人の意思、ないし総合学習のように教

員の意向で選択されるものであってはいけない）とせず、カリキュラムに組み込むこと

により、生活に必要な基礎知識として認識が高まる。 

イ) 範囲：基礎・中級・上級とレベル毎の教員育成を行い、上級習得者が中級以下の教員育

成を行うシステムが確立されれば、乗算で習得教員が増え、低コストで全国規模の展開

が期待できる。 

ウ) 質：しっかりとした教材開発を行い、省が承認を行うことで、全国で均一レベルの教育

を行うことが可能となる。また、教材改善システムを確立することで同質かつ高レベル

の教育が可能となる。 

エ) 教材：開発にあたっては、実際に児童に接する教員が開発メンバーとなることで、児童

の視点に立った内容、すなわち学習意欲を高める教材とすることが可能。教材の改善に

あたっては、実際の授業を通じた成果、課題の把握とフィードバックが可能であり、教

員、児童の声を反映した質の高いもの、とすることが可能となる。また、有識者を開発

メンバーに加えることにより、科学的に正しい内容となり、実際の災害時に正しい行動

が取れるようになる。 

オ) 地域：学校単位での教育となるため、地域のコンテクスト（災害種と災害リスク、地域

の脆弱性、具体的な避難場所、災害種に応じた対応、災害時の連絡先等）に即した内容

となり、実際の災害の際、高い効果が期待できる。 

カ) 費用対効果：算数のように通常の教科、ないしは各教科に盛り込み、通常のカリキュラ

ムのもとで実施でき、かつ学校の全児童が対象となるので、教員養成、教材開発以外に

は特別な予算を必要としないこと、及び TOT を通じて上級レベルの教員を確保すること

により、これら教員を通じて全国の教員育成が可能となるため、費用対効果が高い。 

キ) コミュニティ：学校単位で児童に教育することにより、児童⇔親⇔コミュニティへと知

識の拡大が期待できる。このことにより、児童だけではなく、学校を中心とするコミュ

ニティでの自助、公助、共助の体制構築も期待できる。これをコミュニティ・ベースで

実施した場合には、学校教育ほどの拡大は期待できない。長期的には、防災教育を受け

た児童が親になった時に、その子供に対して生活に必要な知識として伝承、継承されて

いくことも期待できる。 

 2） 条件・課題：上記の特性、及び目標達成には、一部前提条件を必要とし、これらをプロジェク

トの中でどのように対応するか検討する必要がある。 

ア) 防災教育が、国家の責務として教育主管省だけでなく国家レベルで重要性が認識されて

いる、ないしその素地があること。法、開発計画等に記載され、活動に対する一定の拘
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束力があること。 

イ) 防災は成果が見えにくく、またクロス・セクターの側面があるため、防災に対する認識

が高く、また防災が開発に影響することを理解し、開発計画、予算等で配慮がなされて

いること。 

ウ) 防災教育が、選択制や総合学習のように単発的、ないし担当教員の意向に任されるもの

ではなく、カリキュラムに組み込まれること。その際、当該国の社会状況を踏まえ、カ

リキュラムへの組み込み方は工夫が必要。 

エ) 教育主管省だけでは定着が困難。自治体、防災担当省との有機的連携体制。 

オ) 教材の質確保のためのシステム、メカニズム整備。 

カ) 技プロの平均的投入規模では、いきなり全国展開を行うことは困難。全国展開を見据え

たメカニズムを協力期間中に構築する必要がある。 

キ) 児童⇔親⇔コミュニティへの拡大を視野にいれたアプローチ。 

ク) インセンティブ、モチベーションの確保。及びこれに依存するのではなく、基本教科レ

ベルの位置付けに引き上げ、教員の関与の継続性を確保すること。 
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添付資料 1: PDM（Ver.3） 
プロジェクト名（実施期間）：トルコ防災教育プロジェクト（2010 年 12 月～2013 年 11 月） 
プロジェクト対象地域：マルマラ地域 8 県と、隣接する 2 つの県（ボルとドゥジュジェ） 
実施機関：国民教育省（MoNE）教員育成総局 
受益者層：プロジェクト対象地域の基礎教育学校と中等教育学校の教職員（学校管理者と一般教員）                     2013 年 7 月 16 日作成 
プロジェクト要約 指標 指標データ入手手段 外部条件 
【スーパーゴール】 
学校管理者、教員、生徒、及び父母が、学校教育を通じて災害の知

識、認識、及び管理能力を向上させることにより、全国において防

災に対する認識が広められる。 

- - - 

【上位目標】 
基礎教育学校 1の学校管理者及び教員、中等教育学校 2 の学校管理者

が、防災に対する認識を向上することにより、プロジェクト対象地

域において防災教育が向上される。 
 
 
 
 
 
（注 1・注 2） 
2012 年 9 月より教育制度改革 4+4+4 が導入され、それまでの基礎教育学校（8 年）

が小学校（4 年）、中学校（4 年）に分かれ、中等教育学校（4 年）は高校（4 年）と

なった。MoNE の部署名が初等教育総局、中等教育総局と旧称を引き継いでいること

から、本報告書では、旧称のまま統一している。 

(教員) 
1. MoNE が、防災教育の教材を改善する。 
2. 防災教育の研修を受講したプロジェクト対象

地域の基礎教育学校の教員が、TOT を通じ、教

材を用いた体系的な防災教育の授業を実施す

る能力を獲得する。 
(管理職) 
3. MoNE が、学校防災緊急管理計画ガイドライン

を改善する。 
4. 防災教育の研修を受けたプロジェクト対象地

域の基礎教育及び中等教育学校の学校管理者

は、学校防災緊急管理計画に関する認識を向上

させ、各校の学校防災緊急管理計画を策定し、

実施する。 

削除 教育政策が

変更されな

い。 

【プロジェクト目標】 
学校管理者と教員の知識向上と学校防災管理能力の強化により、プ
ロジェクト対象地域の支援対象校における学校防災教育が改善され
る。 

1. 260 名のマスター教員（パイロット校学校管理
者 1、クラス担任教員 1、教科教員 1、及びパイ
ロット県教育事務所視学官 1、シビルディフェ
ンス専門員 1）は、新しい学校防災教育に基づ
きコア・トレーナーから研修を受ける。 

 
2. モデル授業の教材が改善される。 
 
3. マスター教員研修を受講した 80％以上のマス

ター教員が、研修で習得した知識を、少なくと
も 3 名の同僚教員に指導する。 

4. パイロット校 80 校は、ハンドブックを参照し
て各校の学校防災緊急管理計画を策定し、それ
に基づく活動を実施する。 

 

1.1 マスター教員の数 
1.2 研修受講者に対する能力テス

ト（Pre-Post-Test）の結果 
1.3 学校防災管理活動（学校プロ

ジェクト）コンテスト（の評
価結果） 

2. モデル授業とデモ授業用の教
材 

3. 質問紙（参加型評価） 
 
 
4.1 パイロット校の学校防災緊急

管理計画 
4.2 パイロット校の活動報告書と

インタビュー結果 

マスター教
員が、マル
マラ地域の
学校で勤務
を続ける。 
 
災害管理政
策が変更さ
れない。 
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5. パイロット校の 60％以上が、学校防災管理活動
（学校プロジェクト）コンテストに参加する。

6. 本プロジェクトを通じ、プロジェクト対象地域
の中等教育学校（の管理者）が、防災管理計画
に関する知識を得る。 

5. コンテスト報告書 
6. 対象となる中等教育学校の学

校防災緊急管理計画 

【成果】 
1. マスター教員（学校管理者と教員）の、防災教育に関する知識を

同僚に伝達する能力が向上する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. 防災教育に関する教員用補助教材が改善される。 
 
 
 
 
3. 学校環境に適した学校防災管理システムが構築される。 

 
1-1. マスター教員研修を受講したマスター教員

の、防災教育に関する知識レベルが顕著に増
加する。 

1-2. マスター教員研修を受講した 80％以上のマ
スター教員は、受講で得た知識を学校で活用
する。 

1-3. 80％以上のマスター教員は、パイロット校に
おいて同僚の教員を訓練する。 

 
 
 
 
2-1. 防災教育の習得目標が改善される。 
2-2. 防災教育に関するハンドブックと補助教材

が、MoNE により改善される。 
 
 
3-1. 学校防災ガイドライン（学校防災緊急管理計

画）が MoNE により策定される。 
3-2. ガイドラインに基づく学校防災緊急管理計画

が、80 のパイロット基礎教育学校で策定され
る。 

3-3. 学校防災緊急管理計画が、作成方法と実施方
法について、プロジェクト対象地域における
パイロット中等教育学校の学校管理者に対し
て紹介される。 

 
1-1. マスター教員研修の

Pre-Post-Test の結果 
1-2 モデル授業に関する参加型評

価の質問紙、質問紙による自
己評価、コンテストでのパイ
ロット校のプレゼンテーショ
ン評価結果 

1-3. パイロット校からMoNEへの
報告書内容、パイロット校か
ら県教育事務所視学官への報
告書内容 

 
2-1. 改善された習得目標 
2-2 基礎教育学校を対象とした、

防災教育に関するハンドブッ
ク 

 
3-1. 作成された、学校防災緊急管

理計画ガイドライン 
3-2. 作成された、パイロット校 80

校の学校防災緊急管理計画 
 

3-3 作成された、パイロット中等
教育学校の学校防災緊急管理
計画 

 

活動 
投入 

前提条件 
(日本側) (トルコ側) 

 
 

W 
G 
1 

1-1. WG は、パイロット校を選定する。 
1-2. WG は、日本とトルコの防災教育に関する教員研修の方法について比較する。 
1-3. WG は、マスター教員に対する教員研修プログラムを準備する。 
1-4. WG は、マスター教員と県教育事務所の役割について検討する。 
1-5. WG は、マスター教員とパイロット校のモニタリング＆評価方法について検討する。 
1-6. WG は、トルコと日本の防災専門家の協力を得て、マスター教員研修を実施する。 
1-7. WG は、日本人専門家、研修講師、研修参加者と共に、マスター教員研修プログラムの

1 専門家派遣 
＊短期専門家 
＊ローカルコンサルタント 
 
 
 
 

1 人材 
＊ステアリングコミッテ
ィ－、アドバイザリーコ
ミッティ、ワーキング・
グループ（WG） 
＊カウンターパート職員 
 

シビルディ
フェンス専
門家と、関
連する組織
のサーチ&
レスキュー
の専門家チ
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評価を行う。 
1-8. WG は、マスター教員とパイロット校の活動について、活動 1-5 の評価方法を用いたモニ

タリング、評価を行う。 
1-9. WG は、プロジェクトで実施される全ての研修プログラム（デモ授業、モデル授業、ワ

ークショップを含む）について、総合的な評価を行う。 
1-10. WG は、トルコの将来的な防災教育関連の教員研修プログラムに関して、提案書を作成

する。 

2 機材提供 
＊なし 
 
 
 
3 研修コース 
＊本邦研修（日本人と意見
交換するためのワークショ
ップ、防災教育活動を知る
ための学校訪問） 
2011 年 3 月 
2012 年 10 月 
2013 年 1 月 
2013 年 8 月（予定） 

2 施設設備 
＊日本人専門家用の事務
所と、必要な機材 
＊研修と会議のための施
設 
 
3 ローカルコスト 
＊機材の供給と交換 
＊賃金、交通費、宿泊費、
会議と研修参加者への日
当 

ームが、プ
ロジェクト
に支援、参
加する。 
 
プロジェク
ト期間中、
WG メンバ
ーが変わら
ない。 

 
 
 
 
 
W 
G 
2 

2-1. WG は、日本とトルコの防災教育の内容を比較する。 
2-2. WG は、トルコにおける防災教育のコンセプトを改善する。 
2-3. WG は、単元の内容を改善する。 
2-4. WG は、防災教育の教材を準備する。 
2-5. WG は、モデル授業のために、ハンドブックのパート 2（防災教育）のドラフト版を準備

する。 
2-6. デモンストレーション校 10 校は、防災教育のモデル授業を防災教育教材を用いて実施す

る。 
2-7. モデル授業をレビューする。 
2-8. マスター教員は、デモンストレーション授業での指導の内容、指導方法、および教材の

活用方法について、議論する。 
2-9. WG は、ハンドブックパート 2（防災教育）の内容を改善する。 
2-10. マスター教員から選ばれたコアとなる教員とともに、プロジェクトの範囲内の教員を対

象とするセミナーで、モデル授業で行われた、防災教育の内容、指導方法、防災に関す
る指導マニュアルを紹介する。 

 

用語： 
トレーナー：アカデミシャン、シビルディフェンス専門
家を含めた MoNE 職員、MoNE 以外の他機関の専門家 
マスター教員：.240 名のパイロット校教員（各学校から、
管理者 1 名、担任教員 1 名、教科担当 1 名）と、20 名
の県教育事務所職員（各県から、視学官 1 名、シビルデ
ィフェンス専門家 1 名） 

 
 
 
 
 
W 
G 
3 

3-1. WG は、パイロット校のシビルディフェンス計画をレビューする。 
3-2. WG は、学校管理者を対象とした、学校防災緊急管理計画に関する研修プログラムを準

備する。 
3-3. WG は、ハンドブックパート 3（学校防災緊急管理計画）のドラフトを準備する。 
3-4. MoNE 教員育成総局は、80 校の基礎教育学校、及び、選出された中等教育学校の学校管

理者を対象に、研修を実施する。 
3-5. WG は、学校防災緊急管理計画を、AFAD の指導下で準備する。 
3-6. 学校管理者は、パイロット校の教員と共に、各学校独自の学校防災緊急管理計画を作成

する。 
3-7. パイロット校は、県教育事務所のマスター教員と共に、作成した学校独自の学校防災緊

急管理計画に基づき、防災活動を実施する。 
3-8. パイロット校は、県教育事務所のマスター教員と共に、学校防災緊急管理計画に示され

た災害リスク低減のためのイベント（避難訓練、フェスティバル、授業等）への保護者
の参加を促進させる。 

3-9. WG と県教育事務所のマスター教員は、評価のための定期的なモニタリングを実施する。 
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添付資料2

Plan of Operation (PO) Ver. May 2013

Period Due Date 2010

Month TR JP Plan 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
Activity Turkish Education Year

Preparatory Works JCC ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

1. Baseline Survey
2. Work Plan of the 2011/2012/2013 ● ● ● ●

3. Mid-term evaluation ▲

4. Final evaluation ▲

Activity 1-1. WG selects pilot schools and Master Teachers. Necati, Didem Nomura Feb 2011

Activity 1-2.WG with Japanese Experts compares training method in Japan with that in Turkey. Didem Nomura,
Maruyam July 2011

Necati, Ozcan,
Didem, Bulcak Nomura

Aug 2011,Dec.2011,
Aug.2012,May.2013

Ozcan, Didem Nomura
July 2011 ,July 2012,
Nov. 2012, May 2013

Ozgur Yonehara,
Maruyam

Sep. 2011 Jun. 2012,
Aug. 2012 Jun. 2013

Ozcan, Didem
Nomura,
Maruyam

a

Oct. 2011, Jan. 2012
Sep.2012  Jun.2013

Ozgur
Yonehara,
Maruyam

a

Nov. 2011, Mar.
2012,    Oct 2012 Jul.

2013
Ozcan, Didem,

Ozgur

Nomura,
Yonehara,
Maruyam

Aug. 2012, May 2013

Ozcan, Didem,
Ozgur

Nomura,
Yonehara,
Maruyam

Oct. 2013

Ozcan, Didem Nomura Jun. 2013

Due Date

WG2 members Shaw
Kaneko Oct.2011

WG2 members Shaw  Aug. 2011

Elifnur, Murat Shaw
Jul. 2012 (1st ver.)

Jun. 2013 (2nd ver.)
Ayse, Elifnur,

Murat Shaw
Dec 2011 (1st ver.)

Dec. 2012 (2nd ver.)
(Miyase),

Ayse, Ozgur
Murat, Elifnur

Shaw
Dec 2011 (1st ver.)

Dec. 2012 (2nd ver.)

WG2 members
Kaneko,
Miyazaki,
Nomura

Mar. 2012
Feb. 2013

WG2 members Kaneko,
Shaw May. 2012

WG2 members
Ayse

Kaneko,
Shaw

Mar. 2012
Mar. 2013

Miyase, Ayse,
Ozgur

Murat, Elifnur
Shaw Sep 2013 (final ver.)

Miyase, Ayse
Murat, Elifnur Shaw

Sep. 2012 (1st
session)

Sep 2013 (2nd

WG3 members Yamazaki Aug. 2011

Didem Nomura,
Yamazaki Sep. 2011

Bulent
Oktay

Yamazaki
, Kaneko,
Shiwaku

Ver 1: Nov. 2011
'Ver 2: Sept. 2012
'Final Jun. 2013

WG3 members
Miyazaki
Kaneko,
Shiwaku

Nov. 2011
Jan & Sept. 2012,
June & Oct. 2013

Bulent
Oktay

Kaneko,
Shiwaku

Ver 1: Sept. 2011
Ver 2: Sept. 2012
Ver 3: Oct.2013

Master
Teachers

Kaneko,
Shiwaku

Ver 1: June 2012
Ver 2: June 2013

Master
Teachers

Kaneko,
Shaw,
Shiwaku

Jun. 2012
 Jun. 2013

Master
Teachers

Kaneko,
Shaw,
Shiwaku

Jun. 2012
 Jun. 2013

WG3 members
Provincial MT

Kaneko,
Shiwaku

Jun. 2012
 Jun. 2013

Activity 3-1. WG with Japanese Experts reviews Civil Defense Plan of Pilot Basic Schools.
Activity 3-2. WG with Japanese experts prepares training program for school administrators for School Disaster
Management Plan.
Activity 3-3.WG with Japanese experts prepares draft Handbook Part 3 (Guidelines of School Disaster Management
and Emergency Plan).

Activity 3-8.Pilot Basic Schools along with Provincial Master Teachers encourage parents to participate in disaster risk
reduction events (drills, festivals, educational classes), specified in the School Disaster Management and Emergency
Plan.
Activity 3-9.WG and the Provincial Master Teachers make periodical monitoring for evaluation of disaster risk
reduction activities at Pilot Basic Schools in the project area.

Activity 3-4. Teacher Training Department in MoNE conducts training for School Administrators at 80 Pilot Basic
Schools and selected Pilot Secondary Schools.

Activity 3-5. WG with Japanese experts prepares Guidelines of School Disaster Management and Emergency Plan
under the guidance of AFAD.
Activity 3-6. School Administrators with teachers in the Pilot Schools prepare their own School Disaster Management
and Emergency Plan based on the Guidelines.
Activity 3-7.Pilot Basic Schools along with Provincial Master Teachers implement school activities based on the
prepared their own School Disaster Management and Emergency Plan.

2013

TEY: 2011 TEY: 2012 TEY: 2013

Activity 1-9. WG with Japanese experts evaluates comprehensively all the training program by the project (including
Demo-Model class and workshops)

Activity 1-3.WG with Japanese experts prepares teachers training programs for master teachers.

Activity 1-4.WG with Japanese experts considers the role of Master Teachers and Provincial Office.
Activity 1-5. WG with Japanese experts considers method for monitoring and evaluation of Master Teachers and Pilot
School.
Activity 1-6. WG conducts training for master teachers who are related to disaster education under the facilitation of
JICA experts and Turkish Specialist in disaster prevention.

Activity 2-5. WG prepares draft handbook Part 2(Disaster Education) for model classes.

Activity 2-6. Ten demonstration schools practice model classes of disaster education, using teaching materials.

Responsible Person 2011 2012

Activity 1-10. WG with Japanese experts makes proposal regarding future Teacher’s Training Program for disaster
education in Turkey.

Activity 1-7. WG evaluates the Training program for Master Teachers with Japanese experts, Lecturers and training
participants.
Activity 1-8.WG with Japanese experts monitor and evaluates Master teachers and Pilot schools activities by using the
1-5 method.

Output 1. To increase capacity of core teachers and master teachers for implementing training regarding disaster education

TEY: 2010

Output 3. To improve disaster management of the pilot  schools

Activity 2-7. WG with Japanese experts reviews the model classes.
Activity 2-8. Master teachers discuss the contents, teaching method, and utilization of education materials in
demonstration classes.

Activity 2-9. WG improves the Handbook Part 2 (Disaster Education)

Activity 2-10. WG together with master teachers introduces contents, teaching method of model classes, teaching
manual of disaster at seminar to share knowledge for school teachers in the project areas.

Output 2. To improve contents of class and teaching materials for DRR education at the pilot schools by building interdisciplinary implementation
base

Activity 2-1. WG compares the contents of disaster education classes in Japan and Turkey.

Activity 2-2. WG improves the concept of disaster education in Turkey.

Activity 2-3. WG improves the contents of Units.

Activity 2-4. WG prepares teaching materials for disaster education. (lesson plans)

・・・・・・・・・

Revision

Semi-final

Master 

M d l & D i  

T i i  i  T i i  Training 

Revision

Training in Master 

Master 

Revision

RevisionRevision

Draft Finalize

・・・・・・・・・

・・・・・・・・・

・・・・・・・・・

Annually

School 

02/02 1st JCC     05/23 2nd JCC 01/20 3 d JCC 09/27 4th JCC 03/21 5th JCC 07/16 6th JCC
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添付資料 3: 調査日程 

日付 
米林 & 澤田 

(団長 ＆ 協力計画) 

今井 & 中沢 

(評価分析 & 通訳) 
トルコ側評価チーム 

1 Jun 24 Mon 
 

成田 → イスタンブール →アンカラ着 

21:05 (TK) 
 

2 Jun 25 Tue 
 

AM: インタビュー準備 

13:30 専門家インタビュー（塩飽氏） 

14:30 Project Manager (Mr. Ozcan) and Project 

coordinator (Ms. Didem) 

 

3 Jun 26 Wed 
 

10:30 合同評価打合せ、WG2 ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

14:00 WG2 (Dr. Elif Bakar and Mr. Murat, 基礎

教育総局) 

合同評価打合せ（MoD, MoNE 評価担

当）、WG2 ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

4 Jun 27 Thu 
 

10:00 WG3 (支援サービス総局, ADV, Ankara

県事務所, 中学校校長, 中東工科大学：
METU) 

15:30 WG1&2 (Dr. Ozgur, METU) 

 
 

5 Jun 28 Fri  
10:00 WG1/2/3 (Mr. Ozcan, Ms. Dedim) 

13:30 AFAD インタビュー (Mr. Mete) 

 
 

6 Jun 29 Sat  
10:00 専門家インタビュー（カーン氏） 

PM: 資料整理 

 
 

7 Jun 30 Sun  
10:30 専門家インタビュー（ショウ氏） 

PM: 資料整理 
 

8 Jul 1 Mon  

10:15 支援サービス総局インタビュー (Mr. 

Ozsan and Mr. Asaf) 

14:00 専門家インタビュー（野村氏） 

 

9 Jul 2 Tue 
 
 

11:00 専門家インタビュー（野村氏） 

PM: 資料分析、インタビュー準備 
 

10 Jul 3 Wed 

(澤田) 

Narita → Istanbul 18:00 着 (TK) 

→Kocaeli へ移動(車両) 

06:30 Sakarya 県へ移動 

11:00 Sakarya 県事務所 (Sakarya 県教育局長, 

マスター教員インタビュー: Ms Vildan, Mr 

Taskin, Mr. Getimas)、 PM: Kocaeli 県へ移動 

 

11 Jul 4 Thu 

9:30 Kocaeli 県事務所 (Kocaeli 県教育局長) 

10:15 Kocaeli 県マスター教員インタビュー(視学官-Mr. Dulsun, 民間防衛専門家-Mr 

Tanir) 

11:50 Görcuk 中学校訪問 (校長, マスター教員ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ:Ms. Sibel Aydemir) 

14:20 プロジェクト諮問委員インタビュー (Dr. Serif, Kocaeli Uni.) 

Bursa 県へ移動 

 

12 Jul 5 Fri 

09:30 Bursa 県事務所 (Bursa 県教育局長) 

09:50 Bursa 県マスター教員ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(Mr. Cazmi, Mr. Guler, and Mr Biltekin) 

13:00 Bursa 県防災館視察 

15:00 Bursa AFAD 表敬 (Mr. Tari)   Bursa から移動 Ankara 22:30 着 

 

13 Jul 6 Sat 

14:00 団内・専門家会議 

15:30 専門家インタビュー（野村氏）      PM: 資料整理 

(米林)  成田 →イスタンブール→アンカラ 21:05 着 

 

14 Jul 7 Sun AM: 資料整理              14:00 団内・専門家会議  

15 Jul 8 Mon 

資料整理 

09:30 WG2 (Dr. Ayşe: Boğaziçi Üni.) 

11:30 WG2 (Ms. Elifnur, Dr. Raziye, 

Ms.Hayriye) 

フォーカス・グループ・ディスカシ

ョン (MoD, MoNE 評価担当) 

14:30 JICA 事務所 (南谷＆エミン) 

16:30 団内・専門家会議 
 

16 Jul 9 Tue 

資料整理 11:00 専門家インタビュー（金子氏）  

11:45 PJ Director, 教員育成総局長 (Mr. Balıbey), Project Manager (Mr. Ozcan), Project 

Coordinator (Ms. Didem) 

 

 

資料整理 14:15 WG3 (Dr. Bulent, Gazi Uni)  

17:00 団内・専門家会議  

17 Jul 10 Wed 
10:30 Project Coordinator (Ms. Didem) 

14:00 支援サービス局(Mr. Özsan, プロジェクト研究開発部長) 
 

18 Jul 11 Thu 

10:00 GD Secondary Education (Mr. Ercan Türk, General Director) 

11:30 基礎教育総局 (Ms. Funda,基礎教育総局長, Ms. Elif Bakar) 

15:00 団内・専門家会議 

 

19 Jul 12 Fri 

資料整理 
10:30 WG3 (Dr. Oktay, Gazi Uni.) 
11:00 WG3 (Ms. Pınar, AFAD) 

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ調査(MoNE 評価担当) 

14:00 AFAD (Mr. M Akif DANACI, Head of Planning and Mitigation Dept.)  

19:00 団内・専門家会議  

20 Jul 13 Sat MM＆報告書準備           17:00 団内・専門家会議  

21 Jul 14 Sun 11:00 団内・専門家会議        PM: MM＆報告書準備 M/M, 報告書案チェック 

22 Jul 15 Mon AM: MoNE 
報告書最終化作業 

PM: Mr. Balıbey, Mr. Ozcan, Ms. Didem 
M/M, 報告書案チェック 

23 Jul 16 Tue 
10:00 JCC , M/M 署名式 

PM: 大使館、JICA 事務所報告   アンカラ発 →イスタンブール (TK) 

10:00 JCC , M/M 署名式 

 

24 Jul 17 Wed →関空→21:50 羽田着 (NH)  
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添付資料 4： 面談者リスト 

トルコ側 

（１）カウンターパート・WG メンバー 

No.  <氏名> < 所属・役職 > <面会日> 

1. Mr. Ömer Balıbey PJ ﾀﾞｲﾚｸﾀｰ  MoNE 教員育成総局長 7/1 

2. Mr. Mehmet Özcan WG1 PJ ﾏﾈｰｼﾞｬｰ  MoNE教員育成総局研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

部長 

6/25 

3. Ms. Didem Zeynep İnce WG1 PJ ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ  MoNE 教員育成総局研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ

ﾄ部 

6/25 

4. Dr.Elif Bakar PJ ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ(旧WG2)  MoNE 基礎教育総局教科書ｶﾘｷｭ

ﾗﾑ開発部長  

6/26 

5. Mr. Murat Süt WG2(新) MoNE 基礎教育総局教科書ｶﾘｷｭﾗﾑ開発部職員 6/26 

6. Mr. Elifnur Büyükköşe WG2 MoNE 基礎教育総局教科書ｶﾘｷｭﾗﾑ担当 7/8 

7. Associate Prof.Özgür Erdur 

Baker, 
WG1,2  中東工科大学教育学部 教育科学・心理学的 ｶ

ｳﾝｾﾘﾝｸﾞ・ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 

6/27 

8. Dr. H.Ayşe Caner WG2  ﾎﾞｱｼﾞﾁ大学教育学部 7/8 

9. Dr. Raziye Aydınlı WG2（新）教育委員 6/26,7/8,7

/12 

10. Ms.Hayriye Argun WG2（新）  教育委員会 7/8,7/12 

11. Dr. Prof. Bulent Ozmen WG3 ｶﾞｼﾞ大学地震観測センター 名誉教授 7/10 

12. Dr. Prof. Emeritus Oktay WG3 ｶﾞｼﾞ大学地震観測センター 教授  7/10 

13. Assistant Prof. Burçak Başbuğ 

Erkan 
WG3  中東工科大学災害管理センター長 

 

6/27 

14. Mr. Hüseyin Gazi Yalçın WG3  MoNE 支援ｻｰﾋﾞｽ援総局研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部民間防

衛専門員 

6/27 

15. Ms. Gülgün Tezgider WG3 緊急支援基金（ADV） 6/27 

16. Ms. Sevil Akcan WG3  ｱﾝｶﾗ県教育事務所民間防衛専門家 6/27 

17. Mr. Ali Küsmez WG3  ｱﾝｶﾗ･ﾅｽﾚｯﾃｨﾝ･ﾎｼﾞｬ中学校長 6/27 

18. Mr. Asef  Kaygusuz (旧WG3) MoNE支援ｻｰﾋﾞｽ総局研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部民間

防衛専門員 

7/2 

19. Dr.Şerif Barış PJ ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ,  ｺｼﾞｬｴﾘ大学地球宇宙物理研究ｾﾝﾀｰ長教授 7/4 

20. Ms. Funda Kocabıyık MoNE 初等教育総局長 7/11 

21. Mr. Ercan Türk MoNE 中等教育総局長 7/11 

22. Mr. Cengiz Özsan MoNE 支援ｻｰﾋﾞｽ総局研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部長 7/2,7/11 

23. Ms. Pınar Önalemdar WG3 メンバー、AFAD 防災管理研修ｾﾝﾀｰ 7/12 

 

（２）県事務所・マスター教員 

1. Mr. Mehmet Ekin Taşkın ｻｶﾘﾔ県教育局長 7/3 

2. Mr. Ahmet Metin Taşkın ｻｶﾘﾔ県教育視学官 7/3 

3. Ms. Vildan Soyhan ｻｶﾘﾔ県ｱﾀﾄｩﾙｸ(Atatürk)小学校担任教員 7/3 

4. Mr. Mustafa B.Çetintaş ｻｶﾘﾔ県民間防衛専門家 7/3 

5. Mr. Nevzat İspirli ｺｼﾞｬｴﾘ県教育局長 7/4 

6. Mr. Muhlis Öztürk ｺｼﾞｬｴﾘ県教育局副局長 7/4 

7. Ms. Nehir Çetin ｺｼﾞｬｴﾘ県ｷﾞｮﾙｼﾞｭｸ(Görcuk)中学校長 7/4 

8. Ms. Sibel Tekmenler Aydemir ｺｼﾞｬｴﾘ県ｷﾞｮﾙｼﾞｭｸ(Görcuk)中学校教頭 美術教師 7/4 

9. Mr. Dursun Ali Yıldırımlı ｺｼﾞｬｴﾘ県教育視学官 7/4 

10. Mr. Hakan Tanır ｺｼﾞｬｴﾘ県民間防衛専門家 7/4 

11. Mr. Atilla Gülsar ﾌﾞﾙｻ県教育局長 7/5 

13. Mr. Cezmi Kıyışkan ﾌﾞﾙｻ県ｱｸﾌﾟﾅｰﾙ(Akpınar)小学校教頭 7/5 

14. Mr. Fatih Güler ﾌﾞﾙｻ県ﾃﾞﾐﾙﾀｼｭ ﾌﾞｼﾞｬｳ(Demirtaş Bucağı)小学校教師 7/5 

15. Mr. Durdug Biltekin ﾌﾞﾙｻ県教育視学官 7/5 
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（３）関係機関 

1. Mr. Hasan Çoban JCC ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 開発省 社会セクター開発調整総局 6/26 

2. Dr. Fatma Barlçin JCC ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 開発省 社会セクター開発調整総局 7/3 

3. Ms. Selen Arlı Yılmaz JCC ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 開発省 社会セクター開発調整総局 7/3 

4. Mr. Ahmet Sabancı 国民教育省  教員育成総局 研究開発・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部 

評価専門員 

6/26 

5. Ms. Ayşe Ozısek 国民教育省  教員育成総局 研究開発・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部 7/10 

6. Mr. M Akif DANACI AFAD計画・減災部長 7/12 

7. Mr. Mete Mirzaoğlu AFAD 防災管理研修センター長 6/28 

8. Mr. İbrahim Tarı ﾌﾞﾙｻ県AFAD県事務局長 7/5 

 

日本側 

（１）専門家チーム 

1. 野村 紳介 ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ／研修ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 7/1 

2. ショウ 智子 防災活動(1) 7/1 

3. 金子 史夫 防災活動(2)／防災計画(2) 7/6 

4. 塩飽 孝一 防災計画(1) 6/25 

5. 丸山 緑 防災活動意識調査 6/10 

6. 米原 あき 研修計画／研修評価 6/14 

7. Mr. Urungu Kaan 通訳 

 

6/30 

 

（２）大使館・JICA 

1. 米村 享紘 在トルコ日本国大使館  経済協力班  一等書記官 7/16 

2. 斉藤 顕生 JICA トルコ事務所  所長 7/16 

3. 南谷 太一 JICA トルコ事務所  所員 6/25 

4. Dr. Emin Ozdamar JICA トルコ事務所  シニアプログラムオフィサー 6/25 

 



添付資料 5: 専門家派遣リスト

第1次 第2次 第3次 第4次 第5次 第1次 第2次 第3次 第4次 第5次 第6次 第1次 第2次 第3次

Shinsuke NOMURA Team Leader / Training Management 1/5-2/4 5/2-5/27 7/26-8/6 9/4-9/14 10/17-11/5 1/18-2/11 5/17-6/2 7/18-7/20 8/29-9/14 9/24-9/28 11/12-11/28 3/7-3/23 5/9-5/28 7/1-7/19

野村　紳介 チームリーダー/研修マネジメント 31 26 12 11 20 25 17 3 17 5 17 17 20 19 240
Tomoko SHAW Disaster Prevention Activity 5/2-5/10 8/4-9/6 5/16-6/20 8/28-10/4 2/28-3/28 5/28-6/13 6/29-7/17

ショウ　智子 防災活動(1) 9 34 36 38 29 17 19 182
Fumio KANEKO 8/19-8/27 9/2-9/19 1/21-2/10 5/22-6/9 9/6-9/28 2/28-3/16 5/7-5/18 7/7-7/15

金子　史夫 9 18 21 19 23 17 12 9 128
Midori MARUYAMA Disaster Prevension Awareness Survey 1/5-2/4 11/19-11/24 5/21-5/28

丸山　緑 防災活動意識調査 31 6 8 45
Yoshitaka YAMAZAKDisaster Prevention Plan 5/2-5/26

山崎　吉高 防災計画(1) 25 25
Ryo MIYAZAKI Disaster Prevention Plan 1/5-2/4 10/18-11/5 2/2-2/11

宮崎　良 防災計画(2) 31 19 10 60
Aki YONEHARA Education Plan / Training Evaluation 8/1-8/6

米原　あき 教育計画/研修評価 6 6
Koichi SHIWAKU Disaster Prevention Plan 2/28-3/16 6/23-7/27

塩飽　孝一 防災計画(1) 17 35 52
Masakazu GOTO Short-term expert / NIER 9/9-9/14

五島　政一 専門家/NIER 6 6
Motohiko MARUTA Short-term expert /Hyogo 10/23-10/31

圓田　元彦 専門家/兵庫県 9 9
Tomio HORI Short-term expert /Hyogo 10/23-10/31

堀　富雄 専門家/兵庫県 9 9
Masaaki YAMAGUCHShort-term expert /Hyogo 10/23-10/31

山口　正明 専門家/兵庫県 9 9
Satoshi KANNEN Short-term expert /Hyogo 1/22-1/27

閑念　智志 専門家（運営指導調査）/兵庫県 6 6
Kei NAKAMORI Short-term expert /Hyogo 1/22-1/27

中森　慶 専門家（運営指導調査）/兵庫県 6 6
Koji KANDA Short-term expert /Hyogo 2/5-2/10

神田　孝治 専門家（運営指導調査）/兵庫県 6 6
Katsuyuki Nakata Short-term expert /Hyogo 2/5-2/10

中田　勝之 専門家（運営指導調査）/兵庫県 6 6
Kiyomasa Okamoto Short-term expert /Hyogo 2/5-2/10

岡本　潔政 専門家（運営指導調査）/兵庫県 6 6

Urungu Kaan Interpretor　通訳

総日数 801

日数

Disaster Prevention Activity /Disaster Prevention
Plan
防災活動(2)/防災計画(2)

契約期間（2011年5月～2013年12月）(2.5年)

名前 担当分野 2011 2012 2013(計画)
到着日と出発日（トルコにおける派遣日数）
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添付資料 6：本邦研修および参加者リスト 
2013 年 7 月時点 

スキーム No 氏名 所属 期間 訪問先・コース 

第 1 回国別研修 

（アカデミシャン含む） 

2011 年 3 月 2 日〜3 月 18 日 

1 Mr. Necati YURT 
（前ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ） 

Department of In-service Training/ Higher 
Education Legislation Projects and EU Division, 
Ministry of National Education 

3/1- 3/19/2011 文部科学省、東京都、練馬市、愛知県、DRLC、兵庫県、神戸市、神

戸学院大学、舞子高等学校、神戸市消防局、兵庫県立教員研修所 

2 Ms. Didem Zeynep INCE 同上 同上 同上 

3 Dr. Şerif BARIŞ Engineering Faculty/Department of Geophysics, 
Kocaeli University 同上 同上 

4 Dr. Ozgur ERDUR BAKER Educational Sciences/Psychological Counseling and 
Guidance, Middle East Technical University 同上 同上 

5 Dr. Elif BAKAR General Directorate of Primary Education, Ministry 
of National Education 同上 同上 

6 Dr. Miyase KOYUNCU KAYA 同上 同上 同上 

7 Mr. Ferudun ÖZYUREK The General Directorate of Secondary Education, 
Ministry of National Education 同上 同上 

8 Ms. Serap YALÇIN GÜLER Education, Training and Program Department, 
Ministry of Education, Board of Education 同上 同上 

9 Dr. Fatma TEZCAN 
The Directorate of Development and Examining 
Materials, Ministry of Education, Board of 
Education 

同上 同上 

10 Dr. Havva Ayşe CANER Educational Sciences Department, Bogazici 
University, Faculty of Education 同上 同上 

準高官研修 

2012 年 10 月 31 日〜11 月 5 日

1 Mr. Muhammet Emin Zararsiz Undersecretary, Ministry of National Education 10/30- 
11/5/2012 

国立教育政策研究所（NIER）、国際防災研修センター（DRLC）、兵

庫県、京都市防災センター、福良小学校ほか 

2 Mr. Omer Balibey 
General Director, 
General Directorate of Teacher Training and 
Devellopment, Ministry of National Education  

同上 同上 

3 Ms. Funda Kocabiyik  
General Director, 
General Directorate of Basic Education, Ministry of 
National Education  

同上 同上 

4 Mr. Ercan Türk  
General Director, 
General Directorate of Secondary Education, 
Ministry of National Education  

同上 同上 

5 Mr. Yavuz Selim Kilic  Undersecretariat, 
Ministry of National Education  同上 同上 

第 2 回第 1 回国別研修 

（コア・マスター教員含む） 

2013 年 1 月 15 日〜1 月 28 日

1 Mr. Mehmet Ozcan 
Reserch and Development Department, General 
Directorate of Teacher Training and Development, 
Ministry of National Education 

1/14- 1/28/2013

国立教育政策研究所（NIER）、国際防災研修センター（DRLC）、神

戸市、神戸学院大学、明治大学、玉川大学、野島断層保存館（淡路

市）、シンクタンク未来教育ビジョン、NPO 法人プラス・アーツ、

福良小学校、西山小学校ほか 

2 Ms. Esma Hülya Barış Class Teacher, Merkez Aslıhan Tepecik Basic 
Education School, Balıkesir 同上 同上 

3 Mr. Fevzi Çil Deputy Principal, Merkez Zağanos Paşa Basic 
Education School, Balıkesir 同上 同上 
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スキーム No 氏名 所属 期間 訪問先・コース 

4 Ms. Tülin Tülay İçerler Class Teacher, Merkez Abant Basic Education 
School, Bolu 同上 同上 

5 Mr. Cezmi Kıyışkan Class Teacher, Osmangazi Molla Fenari Basic 
Education School, Bursa 同上 同上 

6 Mr. Fatih Güler English Teacher, Osmangazi Demirtaş Bucağı Basic 
Education School, Bursa 同上 同上 

7 Mr. Uğur Ağırbay Class Teacher, Merkez Beyköy Basic Education 
School, Düzce 同上 同上 

8 Ms. Berrak Golal Class Teacher, Avcılar Ali Karay Basic Education 
School, İstanbul 同上 同上 

9 Ms. Ebru Sözeri Class Teacher, Eyüp Alibeyköy Basic Education 
School, İstanbul 同上 同上 

10 Mr. Kürşat Akbulut Class Teacher, Kartal Gürbüz Bora Basic Education 
School, İstanbul 同上 同上 

11 Ms. Sevinç Atalay Class Teacher, İzmit Türk Pirelli Basic Education 
School, Kocaeli 同上 同上 

12 Ms. Sibel Tekmenler Aydemir Deputy Principal(Visual Art), Gölcük Basic 
Education School, Kocaeli 同上 同上 

13 Ms. Vildan Soyhan Class Teacher, Adapazarı Atatürk Basic Education 
School, Sakarya 同上 同上 

14 Mr. Mehmet Bölükbaşı Class Teacher, Mediha Mehmet Tetikol Basic 
Education School, Tekirdağ 同上 同上 

15 Ms. Gülsün Yıldırım Guidance, Merkez Cumhuriyet Basic Education 
School, Yalova 同上 同上 

※2013 年 8 月末、第 3 回国別研修が実施される予定。 
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国民教育省

基礎教育

総局
サービス
支援総局

10 パイロット県教育事務所

日本人専門家チーム

1 管理職・副校長 (MT)

アイシェ・
ジャネル先

生

教育学部

ボアジチ大

学

ミヤセ・コユ
ンチュ・カヤ

先生
文学部

ユルディル
ム・ボヤジッ

ト大学

オズギュル・
エルドゥル・
ベーカー先

生
教育学部
中等工科大

学

オクタイ・エル
グナイ先生、
ビュレント・オ
ズメン先生

地震研究セン
ター

ガジ大学

WG2 WG3

教員育

成総局

WG1

10 パイロット県

JICA トルコ事務所

JICA 本部

開発省

日本大使館

首相府防災
危機管理庁

災害管理計画部

（研修センター）

アアドバイザー・メンバー

JCC Observer
JCC 

JCC Observer

プロジェクト関係者図

1 管理職・副校長 (MT)

県 AFAD

視学官 (MT)

民間防衛専門家

JCC 

JCC Observer

JCC 

注:
灰色の箱: JCCメンバー

橙色の箱: JCCオブザーバー

緑色の箱: 県教育事務所、

マスター教員

セヴィル・アクジャ

ン氏、アリ・キュス

メズ氏

アンカラ県教育事

務所

民間防衛専門家

JCC JCC JCC JCC 

2 教員 (MT)

10 パイロット高等学校

一般教員

80 パイロット

小学校・中学校

一般教員

生徒
両親

教育委員

会
中等教育

総局

フセイン・

ギュラー先

生

災害管理セ

ンター

中等工科大

エリフ・バカー

ル部長

カリキュラム・

教科書開発部、

基礎教育総局

ビルダン・エ
ルーズメン氏

トルコ
新赤月社

ギュルギュン・

テズギデル氏
ADV (Acil 

Destek Vakf�:
緊急時支援

ブルチャク・バ
サク・バスブグ・
エルカン氏

中東工科大学
災害管理セン

ター

シェリフ・バリス
教授

コジャエリ大学
地球物理工学

部

添付7-1： プロジェクト関係者図
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 7-2 WG 1 

2013 7  
    

1 
Mr. Ahmet Fikret BAYRAKLI 

MoNE  
 , CP 

2012 4  

Mr. Omer BALIBEY 
MoNE  

 , CP 
2012 5  

2 

Mr. Necati YURT MoNE  
, CP  

2012 4  

Mr. Mehmet Özcan 
MoNE  

 
, CP, 

WG-1,2, 3 
2012 5  

3  
MoNE  

 
 

, CP, 
WG-1, 2, 3 

 

4 
Dr. Fatma TEZCAN MoNE  WG2 , CP 

2011 8

 

Dr. Raziye AYDINLI MoNE  WG-2, CP 2013 5  

5 
Ms. Serap YALÇIN GÜLER MoNE  WG2 , CP 

2011 8 .

 

Ms. Hayriye AYGUN MoNE  WG-2, CP 2013 5  

6 

Dr. Elif BAKAR 
MoNE 

 
WG2 , CP  2011 11  

Mr. Murat Süt 
MoNE  

 
WG-2, CP  

7 

Mr. Ferudun OZYUREK MoNE  WG3 , CP  2011 9  

Mr. Sadettin Güzel MoNE  WG3 , CP 2011 10  

8 
Mr. Asef Kaygusuz 

MoNE  
 

 
WG-3, CP 2011 5  

ARI 
MoNE  

 
WG-3, CP 

2012 6 2013
5  

9  
MoNE  

 
 

WG-3, CP 
2012 5 , 2013

6  

10 Ms. Sevil AKCAN 
MoNE

 
WG-3  

11 Mr. Ali KÜSMEZ 
   

WG-3  

12 
Associate Prof. Özgür ERDUR 
BAKER 

 WG-2  
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13 
Associate Prof. Özgür YILMAZ 
TÜZÜN 

 WG-2  

14   WG-2  

15 
Assistant Prof. Miyase Koyuncu 
KAYA  

WG-2 
 2012 3

 

16   WG-3  

17 
Assistant Prof. B.Burçak 

  
WG-3  

18 Prof. Emeritus Hüseyin GÜLER 
 

WG-3  

19 Dr. Bülent ÖZMEN 
 

 
WG-3  

20 Mr. Oktay ERGÜNAY 
 

 
WG-3  

21  NGO  WG-3  
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 7-3 WG 2 
2013 7  

 

WG-1  WG-2  WG-3  

   

 

Mr. Necati YURT 
(-February 2012) 

Mr. Necati YURT (-February 
2012) 

Mr. Necati YURT (-February 
2012) 

Mr. Mehmet ÖZCAN 
(May 2012-) 

Mr. Mehmet ÖZCAN (May 
2012-) 

Mr. Mehmet ÖZCAN (May 
2012-) 

   

 - 

Dr. Elif BAKAR(-June 2012) 

- 
Dr. Miyase Koyuncu 
KAYA(-June 2012) 
Mr. Murat SÜT(Feb.2013-) 
 (

) 

 - - 
Mr. Ferudun OZYUREK(-Feb 
2012) 
Mr. Sadettin Güzel(Mar.2013-) 

 - - 

-May 
2011) ( ) 
Mr. Asaf KAYGUSUZ 
(-May.2011) ( ) 
Mr. Serafettin LLOULLARI 
(Jun. 2012-May 2013) 

2013-) ( ) 

  - 

Dr. Fatma TEZCAN(-July 2012) 

- 
Ms. Serap YALCIN 
GULER(-July 2012) 
Dr. Raziye AYDINLI(Mar.2013-) 

Ms. Hayriye AYGUN(Mar.2013-) 

AFAD - - 

Mr. Hasan Çoban(-Feb.2013) 
Mr. Ibrhim AYDOGDU(-Nov. 
2012) 

 (Mar 
2013-) 
Ms. Sevim YELBAY(Mar. 
2013-) 

 
- - Ms. Sevil AKCAN  

( ) 

    Mr. Ali KÜSMEZ (
) 

 

Dr. Özgür ERDUR 
BAKER, METU  

Dr. Özgür ERDUR BAKER, 
METU 

Mr. Oktay ERGUNAY, Gazi 
Univ. 

[Evaluation]  Dr. Bülent ÖZMEN, Gazi Univ. 

  Dr. Miyase Koyuncu KAYA, 
Yildirim Beyazit University(Sep. 
2012-)( ) 

Dr. Hüseyin GÜLER, METU 

   

 
 

 
 

Dr. Elif BAKAR, WG-2 , MoNE
(Feb. 2013-) 

 
 Head, Earth and Space sciences Research Center, Kocaeli Uni. 

 
Ms. Vildan ERÖZMEN, Turkish Red Crescent (NGO) 

WG WG  
WG 3  
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 7-4 JCC  
 

(1) JCC  2013 7  
No.    

1. Mr. Ömer BALIBEY 
MoNE

 
 ( )  

[ ] 

2. Mr. Mehmet ÖZCAN 
MoNE  

 
 ( ) 

3. Ms. Didem INCE 
MoNE  

 
 ( ) 

4.  MoNE   

5. Ms. Funda KOCABIYIK MoNE   

6. Mr. Ercan TÜRK MoNE   

7. and/or  JICA  ,  

8. and/or  JICA 2  ,  

9. 
 

JICA  
, 

 
 
 
 

(2)  
No.    

10 Mr. Hasan ÇOBAN 
 

 
 

11 Dr. Fatma BARKÇIN 
 

 
 

12 Mr. Mehmet Akif DANACI AFAD  

13     
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トルコ国 「防災教育プロジェクト」終了時評価 作成 2013 年 7 月 16 日 

評価
項目 

評価設問 
大項目 

小項目（指標） 結 果 

 
 
 
 
 
 
 

実 
 

績 
 

の 
 

検 
 

証 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
上位目標の達成度 
 
基礎教育学校1の学校管理者及び教
員、中等教育学校2の学校管理者が、
防災に対する認識を向上することによ
り、プロジェクト対象地域において防
災教育が向上される。 

教員 
1. MoNE が、防災教育の教材を改善する。 

 
現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校では認められているものの、上位目標の達成見

込みについてはまだ判断する段階には至っていない。 
 
パイロット県内のすべての基礎教育学校を対象とした効果的な防災教育の普及手法について

は、既に検討が進められている。パイロット県教育事務所は、県内のすべての基礎教育学校を対
象とした普及計画を作成し、普及活動を 2013 年 11 月から実施する。2013 年 11 月～12 月に実施
する、ステップ２の研修として、プロジェクト内の活動として、周辺校 3-5 校に普及していく計画とな
っている。それ以降のステップ３の研修については、2014 年 1 月以降、すべての基礎教育学校を
対象に順次県内普及を実施していく計画である。なおステップ 3 以降のプロジェクト終了後の活動
は教員育成総局が管理・実施していくこととなる。 

基礎教育学校（小中学校）とは対照的に、中等教育学校のマスター教員の先生が終了時評価
時点でようやく開始される兆しが見えてきたところであり、上位目標の対象者である中等教育学校
の管理者への防災教育能力の向上については、現時点では判断できない。 

自主的な活動としては、テキルダー県及びチャナッカレ県では、2011 年 10 月実施の研修後、同
様の内容を県内の全ての学校に普及させた実績がある。また、マスター教員も校内の先生全員に
普及されている事例も各県の巡回時に多くみられている。 

プロジェクト終了後も現地にて、防災教育ハンドブックの内容改定に関し、同ハンドブック作成に
従事したアカデミシャンを中心としたワーキング・グループ（WG）2 のコアな人材からのアドバイスを
反映することが見込まれている。 

 

2. 防災教育の研修を受講したプロジェクト対象
地域の基礎教育学校の教員が、TOT を通
じ、教材を用いた体系的な防災教育の授業
を実施する能力を獲得する。 

管理職 
3. MoNE が、学校防災緊急管理計画ガイドライ

ンを改善する。 

4. 防災教育の研修を受けたプロジェクト対象地
域の基礎教育及び中等教育学校の学校管
理者は、学校防災緊急管理計画に関する認
識を向上させ、各校の学校防災緊急管理計
画を策定し、実施する。 

 
プロジェクト目標の達成度 
 
学校管理者と教員の知識向上と学校
防災管理能力の強化により、プロジェ
クト対象地域の支援対象校における
学校防災教育が改善される。 

1. 260 名のマスター教員（パイロット校学校管理
者 1、クラス担任教員 1、教科教員 1、及びパ
イロット県教育事務所視学官 1、シビルディフ
ェンス専門員 1）は、新しい学校防災教育に
基づきコア・トレーナーから研修を受ける。 

中等教育学校の選定が完了していないため、プロジェクト目標の達成度には不確実な要素が見受
けられるものの、基礎教育学校に関しては指標の達成に向けて着実に進展していると言える。 
 
1. MoNE および県 MoNE によって選出された基礎教育学校におけるマスター教員は合計 252 名で

ある。パイロット 10 県の中等教育学校（高校）の学校管理者各 1 名、教員各 1 名（合計 20 名を
予定）は終了時調査時点で、選定準備中であった。 

 
2. 活動 2-6 のとおり、2012 年 2 月第 1 回デモンストレーション・モデル授業が 11 のパイロット校に

て実施された。モデル授業の教材は 2012 年 9 月のコンテストに向けて指導案が出され上位 15
校が入賞した。また、成果 2 の活動に関し、アカデミシャンを中心として、2012 年 10 月からマスタ
ー教員も参加する「防災教育」教材研究会が開始され、2013 年 7 月時点 50 の指導案（ハンドブ
ック Part2）が完成されている。さらに 2013 年 10 月の STEP 研修では同指導案が使用され、さら
に改善される見込みである。 

 
3. 2012 年 1～2 月に実施された第 2 回マスター教員研修の研修評価結果において、第 1 回マス

ター教員研修で習得した知識を同僚と共有したと回答した割合は 96％であった。エンドライン調
査においては、マスター教員が 3 人以上の同僚と知識を共有したかどうかを確認する必要があ

2. モデル授業の教材が改善される。 

3. マスター教員研修を受講した 80％以上のマ
スター教員が、研修で習得した知識を、少な
くとも 3 名の同僚教員に指導する。 

 4. パイロット校 80 校は、ハンドブックを参照して
各校の学校防災緊急管理計画を策定し、そ
れに基づく活動を実施する。 

                                                   
1 2011 年 6 月の選挙後、義務教育が 8 年制（小中学校一貫）から 12 年制（小学校 4 年、中学校 4 年、高校 4 年）となった。基礎教育学校（旧制度の呼称）は現制度では、小学校および中学

校を指す。本プロジェクトのパイロット校は案件開始時には、ひとつの初等教育学校であったが教育制度の改革により、小学校と中学校に分かれた。プロジェクトのパイロット校の数は、80
校から 160 校となったが、1-a（小学校）、1-b（中学校）と記しプロジェクト当初のパイロット校と同一のものとする。 
2 中等教育学校（旧教育制度の呼称）は現制度では高校（4 年）を指す。 
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評価
項目 

評価設問 
大項目 

小項目（指標） 結 果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実 
 

績 
 

の 
 

検 
 

証 
 

5. パイロット校の 60％以上が、学校防災管理活
動（学校プロジェクト）コンテストに参加する。 

る。中間評価調査（４レベルアプローチ）での定性的インタビューでは、マスター教員の同僚に対
する行動変容の例が複数挙げられている。 

 
4. 2012 年 9 月に実施された防災コンテストでは、45 校がエントリーし、17 校が学校防災緊急管理

計画を策定し、同校の年間計画に学校独自の防災活動を取り入れたことが確認されている。成
果 3 の活動として、パイロット校を含むパイロット 10 県を対象とした MoNE の県教育局関係者に
対して、学校防災緊急管理計画の作成とそれに基く活動の実施に関するガイダンスが行われた
（2012 年 7 月）。 

 
5. 防災コンテストへは、56％（80 校中 45 校）が参加した。MoNE からの通達に加え、コンテスト参

加のための準備に関して事務連絡のフォローアップが必要であったとの声が聞かれた。パイロッ
ト校によっては、学校管理者からのコンテスト参加への理解を得られなかった学校もプロジェクト
側に報告されている。 

 
6. 終了時評価時点では、中等教育学校の選定中であり、この小項目は達成されていない。 

6. 本プロジェクトを通じ、プロジェクト対象地域
の中等教育学校（の管理者）が、防災管理計
画に関する知識を得る。 

成果の達成度 
 
1. マスター教員（学校管理者と教

員）の、防災教育に関する知識を
同僚に伝達する能力が向上す
る。 

1.1 マスター教員研修を受講したマスター教員
の、防災教育に関する知識レベルが顕著に増
加する。 

成果１については、指標は 1.1 および 1.2 は達成され、1.3 はプロジェクト残り期間において、達成
される見込みである。 
 

・ 252 名のマスター教員に対して、国民教育省（MoNE）によりこれまで 3 回のマスター教員研修
が実施された（第 1 回 2011 年 10 月、第 2 回 2012 年 1 月、第 3 回 2012 年 9 月）。 

・ 第 1 回マスター教員研修では、マスター教員の研修前後の受講者の理解度変化を統計的に
検定する「事前事後比較評価（Pre-post テスト）」 とアンケート調査を通じた受講者のニーズ
に合わせた「参加型評価」が実施された。同研修から約 3 ヵ月後に実施された第 2 回マスター
教員研修では、満足度評価、参加型評価が実施された。 

・ 1.1 および 1.2 に関し、2012 年 1 月、第 2 回マスター教員研修時にアンケートによる意識調査
（満足度調査）が実施され、行動変容の例として、第 1 回目の研修で学んだことを同僚と共有
した教員が 96％、同僚と防災教育について話をする教員がベースライン時と比して 30％から
87％へ上昇したことが報告された。 

・ 2013 年 3 月 21 日の合同調整委員会（JCC）において、パイロット県内のすべての基礎教育学
校を対象とした県内における効果的な防災教育の普及手法が承認され、パイロット県教育事
務所は、県内のすべての基礎教育学校対象とした普及計画(ステップ 0〜3 研修 )を作成し、
これに基づく普及活動を 2013 年 10 月から段階的に実施することとなった。なお、ステップ 0
～3 研修は、PDM ver.3 へ追加せず、活動 1-8 および 1-9 の関連活動とみなした。 

・ 2013 年 6 月 26 日、プロジェクトの成果に基づく組織作りと普及にかかる次官通達がパイロット
県宛に発出された。マスター教員の防災教育普及活動時の交通費、日当、また講師としての
活動への謝金は、教員育成総局が負担する旨が明示された。 

・ 2013 年 9 月予定:ステップ 0 研修(防災教育に関するハンドブックに基づき、国民教育省がコ
ア・マスター教員に対する 15 時間の研修)、2013 年 10 月予定：ステップ１研修（ステップ０研修
を受講したコア・マスター教員が、自校の教員に対して行う研修）、2013 年 11 月～12 月予定：
ステップ２（プロジェクト内の活動として、周辺校数校に普及していく計画）。2014 年 1 月以降：
ステップ３研修（2013 年 9 月までに各県で作成することになっている普及計画に従いパイロット
県内すべての基礎教育学校を対象に、順次普及を実施していく計画）。 

・ 1.3 に関して、2013 年 9 月に予定されているエンドライン調査によって、達成されたか判断され
る見込みである。 

1.2 マスター教員研修を受講した 80％以上のマス
ター教員は、受講で得た知識を学校で活用す
る。 

1.3 80％以上のマスター教員は、パイロット校にお
いて同僚の教員を訓練する。 

2. 防災教育に関する教員用補助教
材が改善される。 

2.1 防災教育の習得目標が改善される。 成果 2 については、指標はほぼ達成された。 
2.1 に関し、 
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評価
項目 

評価設問 
大項目 

小項目（指標） 結 果 

2.2 防災教育に関するハンドブックと補助教材が、
MoNE により改善される。 

・ 日本とトルコの防災教育の比較、トルコの防災教育のコンセプト案、社会・生活・理科における
各学年・単元ごとの防災に関する習得目標案に関し、ワーキング・グループ（以下 WG）により
それぞれレポートが取りまとめられ、教員育成総局より教育委員会に提出された。 

・ カリキュラムと習得目標の改善提案はなされており、TUBITAK の承認待ちの状態である。WG
のアカデミシャンをカリキュラム改定に関わる教育委員会の委員へ推薦するなどプロジェクト側
からアプローチを試みている。 

 
2.2 に関し、 
・ 防災教育に関するハンドブック Part 1（防災の基礎知識）、Part 2（防災教育の理論と実践）、

Part 3（学校防災緊急管理計画作成ガイドブック、Part 4（研修評価）の作成が完了し、Part 1
及び Part 3 は、大臣の承認を既に受け、現時点では Part 2 及び Part 4 は、大臣による承認
待ちの段階である。 

・ 2012 年に日本人専門家が 10 県のパイロット校 11 校を訪問し、マスター教員も参加して生徒
に対するデモンストレーション授業を行った。また同じ学校で、マスター教員が生徒に対する
モデル授業を行った。 

・ コア・マスター教員が中心となり、2012 年 9 月にマスター教員研修（コンテスト）にて発表した指
導案をもとに、改訂や付加を行い、さらに、コア・マスター教員が自らの授業で生徒に教えた
結果のフィードバックを反映させた 50 の指導案をトルコ語、算数、生活、社会、理科、自由時
間、総合ゲーム、宗教、芸術、音楽などの教科別に取りまとめた。 
 

3. 学校環境に適した学校防災管理
システムが構築される。 3.1 学校防災ガイドライン（学校防災緊急管理計

画）が MoNE により策定される。 

成果 3 については、基礎教育学校については指標が達成されつつある。一方で中等教育学校に
ついては、ようやく選定の準備が始まりつつあり、教員育成総局は学校管理者向けのセミナーを 9
月に実施する予定である。遅延無く同セミナーが開催されれば、プロジェクト期間内での成果 3 の
達成は見込める。 
 

3.1 ハンドブック Part3（学校防災緊急管理計画ガイドライン）は 2013 年 6 月に大臣承認を得ること
ができ、MoNE の HP 上にてダウンロードが可能となっている。MoNE の作成した同ハンドブッ
クの活用を AFAD が検討中である。 

 
3.2 防災コンテストにおいて 34 校では学校防災緊急管理計画の作成が確認されている。2013 年

7 月、終了時評価終了後、パイロット県の MoNE 県教育局関係者に対して、同計画の作成に
関するガイダンスが行われた。 

 
3.3 パイロット 10 県の中等教育学校（高校）の選定は準備が始まったところであり、小項目の達成

は現時点では、不確実である。 
 

3.2 ガイドラインに基づく学校防災緊急管理計画
が、80 のパイロット基礎教育学校で策定される。 

3.3 学校防災緊急管理計画が、作成方法と実施
方法について、プロジェクト対象地域におけるパイ
ロット中等教育学校の学校管理者に対して紹介さ
れる。 

実 

施 

プ 

ロ 

セ 

ス 

の 

検 

証 

 
活動の進捗状況 

 
活動は計画通りに行われたか 

(1) 活動の実施状況 
   詳細は後述の評価 5 項目「効率性」を参照。成果 1 の活動は、STEP 研修を通して、エンドライ

ン調査（満足度評価、研修評価等）を実施する予定であるが、プロジェクト終了間際であることか
ら効率的に同調査のフォローアップができるよう精緻な調査計画を立案する必要がある。成果 2
では、活動はほぼ終了しているものの、ハンドブックの仕上がりは、CP の 8 ヶ月に渡る不在の影
響を受け、遅延した。成果 1～3 につき、中等教育学校の選定が完了していないことから、すべ
ての成果において、中等教育学校の関連活動が完了していない。 

 
(2) 活動計画に修正があった場合、その理由や対応方法 
  学校防災コンテストはトルコ側の発案で 2 回開催される予定であったが、2012 年 9 月（中間レビ

ュー時）に実施され、第 2 回コンテストは中止し、2013 年 8 月の本邦研修に各県から視学官、民

モニタリングの実施状況 
 

モニタリングは行われていたか 

モニタリングの仕組みは適当か 

関係機関・組織の役割は明確か 

専門家とカウンターパートの関係性 コミュニケーションの状況 
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評価
項目 

評価設問 
大項目 

小項目（指標） 結 果 

選択された C/P の適性さ 
間防衛専門家のいずれかが参加できることになった。コンテストにて上位者を選定するまでもな
く、本邦研修に各県から参加できる人数が確保できたとの情報。 柔軟に活動の修正に対応し
ているとの見方も出来るものの、プロジェクト全体の進捗と各活動の整合性、論理性につき、各
プロジェクト専門家が説明できていない状況が散見された。 

 
(3)プロジェクト全体のモニタリングの仕組み 
  プロジェクト全体の進捗管理は、チーフアドバイザーとプロジェクトマネジャー、プロジェクトコー

ディネーターとの報告、連絡等、スカイプやＥｍａｉｌで行っていた。インタビュー結果では、各活動
の専門家ならびにＷＧ同士の横の活動報告等、情報共有は、うまく周知されていない印象であ
った。 非英語圏でのプロジェクトゆえ、伝達事項を正確に相手に理解されるまでに、相当の時
間を要している様子であった。現地アサイン期間が数週間と短期間であることもこれに起因して
いる。 

 
(4)コミュニケーションの頻度、方法 
・ トルコ側のコーディネーターは常勤であり、プロジェクトの進捗については、専門家執務室と隣

り合っており、JET 側の通訳（2.5 年契約）とのコミュニケーションは円滑であった。しかしなが
ら、日本側に業務調整が配置されていないことから、通訳として雇用された人員では、業務調
整としての（活動費の管理、各種アレンジ、文書管理等）のプロジェクト運営活動への関与が
限定的となり、専門家執務室での文書管理、プロジェクトルール等、プロジェクト運営上必要
不可欠な業務が不十分であったことが観察された。 IT インフラの整っているトルコであること
から、スカイプ等を利用し、Web 上で打合せや会議を行うことで、アサイン外の専門家と通訳と
のコミュニケーションは比較的容易にとることができる。 

・ ＭｏＮＥとターゲットグループ（マスター教員 252 名）とのかかわりについて、プロジェクトコーデ
ィネーターが管理するメーリングリストを活用し、通達・研修準備等が伝わる仕組みであるが、
コンテスト開催時には、メール等の連絡だけでは不十分だったとのことで、コンテストにエントリ
ーできなかった学校も複数あったと報告されている。通常のマスター教員間の情報共有は良
好であるとのこと。 

 
(５)フィードバックの体制 
  プロジェクトの円滑な実施の阻害要因としてトルコの組織間のコミュニケーションのとりにくさがイ

ンタビューにて指摘された。総局長が別の総局長を会合へ参加するように呼びかける横の連携
は難しく、プロトコールとして、総局長の上位の次官からの指示が必要となることから、ＪＣＣへの
基礎教育総局長、中等教育総局長、サービス支援総局長の参加は実現していないことが分か
っている（ＷＧメンバーが総局長の代理としてＪＣＣへ参加している状況である）。したがって、プロ
ジェクト活動の関連総局へのフィードバックは、ＷＧメンバーを通じて報告するとともに、各総局
長へ専門家がアポイントメントを取り付け、説明をする方法が取られている。トルコ特有のプロトコ
ール上の留意点である。 

 
(６)予算措置状況 
  トルコ側が負担した活動費は合計 284,434TL（約 1,447 万円）（2011 年 106,320TL、2012 年

165,077TL、2013 年 7 月までで 13,037TL）を負担し、事務所スペース・備品を提供している。 
 

問題や計画変更が生じた際の対応方法など 

カウンターパートの変化（主体性・積極性） 

プロジェクトとターゲットグループのか
かわり方 

MoNE 幹部の認識・関与 

MoNE（プロジェクトマネジメントチーム）の認識・関
与 

県教員育成局の認識・関与 

相手国実施機関のオーナーシップ 

カウンターパート配置の適性度 

予算手当て 

実施機関関係者の参加の度合い 
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5 項目評価結果 

評価
項目 

評価設問 
大項目 小項目 必要なデータ 

妥 
当 
性 

上位目標やプロジェクト目標は国
家開発計画や環境政策に合致して
いるか 

上位目標の国家開発戦略や環境政
策との整合性

 
プロジェクトの妥当性は高い。 
 
・ 第 9 次国家開発計画（2007-2013）では、防災教育カリキュラムに対応できる教員の質の向上に取り

組むべきである旨が明示されている。 
・ トルコの首相府防災危機管理庁（AFAD）は、2011 年 8 月に「国家地震戦略及び行動計画」を発表

した。その中で、Action C 1.2.4 として基礎及び中等教育における防災に関するクロスカリキュラ
ムの改善、Action C 1.2.5 として教員への継続的な防災教育の実施が、国民教育省の責務として掲げ
られている。実施担当部局である同省教員育成総局は、防災教育を重要と考えており、現場で防災
教育を進めるマスター教員とプロジェクトへの期待も高い。また、防災教育の実施のための組織作
り（中央及び県）の重要性が十分認識されている。 

・ プロジェクト対象地域は、1999 年に発生したトルコ北西部地震の震源地であり、その後も地震が多
発している地域である。プロジェクト対象県であるイスタンブール、ブルサは将来の地震発生確率
が高い地域として考えられており、防災対策への関心も高い。プロジェクト実施中の 2011 年 10 月
にはトルコ国東部のヴァン県における地震による大きな被害が出ており、マルマラ地域での防災教
育の普及に関心が高まっている。 

・ 「防災・災害対策」は我が国のトルコ国援助重点分野の一つであり、本案件の要請内容と整合して
いる。 

・ 我が国においては、阪神・淡路大震災以降の兵庫県や神戸市の関係機関による防災教育の取組み実
績がある。体験型教材や生徒が主体的に参加できるプログラムの開発などが行われており、日本の
経験を本プロジェクトに活用することができる。 

プロジェクト目標の国家開発戦略
や環境政策との整合性

環境政策における環境（水道セクタ
ー）分野の優先度 

各国支援との整合性 

ターゲットグループの選定は妥当
であったか 

教育セクター（特に防災教育）に関
連する協力に対するニーズは高い
か 

教育セクターにおいて、MoNE はど
のような役割を果たしているか 

MoNE への協力内容に対するニー
ズは高いか

ターゲットグループの規模は適切
か 

わが国開発課題、援助重点分野と合
致しているか 援助重点課題との関連性はあるか 

有 
効 
性 

プロジェクト目標の達成度は現時
点において適性範囲内か プロジェクト目標達成の見込み ・ 「実績の検証」に同じ 

成果はプロジェクト目標を達成す
るために十分であったか 成果の数、内容、質の適正度 

プロジェクトの有効性は高い。 
・ プロジェクトは、学校管理者・教員に対する研修、防災教育に関する補助教材の作成、学校防災緊

急管理計画の作成の 3 つの成果を達成することで、パイロット校の教員の防災教育能力の強化（プ
ロジェクト目標）が計られる構成となっている。さらに、2011 年 10～11 月にはベースライン調査、
2012 年には中間評価調査（インタビュー調査：2012 年 11 月、Web アンケート調査：2013 年 3 月）
を実施しており、中間レビュー時に提案され、追加されたエンドライン調査を実施することで、プ
ロジェクトの効果による能力強化を定性的および定量的に示せるよう提案されており、プロジェク
トは効果的に組み立てられている。 

・ 基礎教育学校のパイロット 80 校については、上述したように各成果レベルで着実にプロジェクト
は進展しており、中等教育学校が早急に選定され、活動が実施されるならば、2013 年 12 月のプロ
ジェクト予定終了時までに、所与の目的がおおむね達成されることが見込まれる。 

・ 成果 1 に関し、パイロット校とマスター教員は、MoNE と県教育事務所が選定した。2013 年 6 月、
同省次官は、マスター教員の役割や責任について文書化し、その中で、2013 年 1 月に本邦研修に参
加したコア・マスター教員、ボランティア・マスター教員を中心としたグループ（「マスター教員
サークル」）が各県の防災教育の普及に努めることが記されている。マスター教員の辞任・引継ぎ
等に関する決まりは明記されていないものの、トレーナとなる教員に対しての手当てが支払われる
こと、その予算を教員育成総局が負担することは明記されていることから、プロジェクト活動の円
滑な実施を支援する枠組みの基礎ができた。 

・ 成果 2 に関し、トルコの防災教育のコンセプト案や、社会・生活・理科における各学年・単元ごと
の防災に関する習得目標案が WG により作成され、教員育成総局よりレポートとして教育委員会に
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評価
項目 

評価設問 
大項目 小項目 必要なデータ 

提出された。現在はカリキュラムの変更や教科書の作成へ反映するため、教育委員会から TÜBİTAK
（Türkiye Bilimsel ve Teknolojik Araştırma Kurumu:トルコ科学技術研究会議）へ提出され科学的な根
拠に裏付けられた審査が行われている。 

・ 成果 3 に関し、学校防災緊急管理計画ガイドブック（Part 3）については、2013 年 6 月に大臣の承
認を受けており、Part 2 及び Part4 の承認後、サービス支援総局が管理し、印刷・配布を行う予定で
ある。また、学校が防災緊急管理計画を作成・実施していくため MoNE 次官からの公式レターが
2013 年 6 月末に発出されたところから、パイロット県での学校防災緊急管理計画の普及を促進する
ものと考えられる。  

・ プロジェクトは①ベースライン調査報告書（2011 年 11 月）、②研修評価調査（2011 年 11 月、2013
年 1 月）、③中間評価調査報告書（2013 年 6 月）を取りまとめている。2013 年 9 月に実施予定の
エンドライン調査による追跡により、マスター教員の意識向上（行動変容）を計ることが出来る。
なお、エンドライン調査結果の分析に際しては、ベースライン調査実施以降に行われた教育制度改
革の影響（学校区分やマスター教員の所属校の変更等）に留意する必要がある。教育制度の改革に
よってそれまでの初等教育から小学校、中学校と分けることになり、マスター教員がどちらの所属
になったか（マスター教員の追跡）、パイロット校の定義にも留意する必要がある。 

・ 2012 年 9 月 28 日の第 4 回 JCC において、プロジェクトの「スーパーゴール」の対象が協議された
結果、「プロジェクト対象県」を「全国」へと変更し、PDM ver3 に反映した。

プロジェクト目標の達成の妨げと
なっている要因はあるか。 

プロジェクト目標の達成状況／外
部条件／阻害要因 

 
2010 年 10 月の R/D 署名時の実施責任部署であった教員研修局が、2012 年 1 月の MoNE の組織改編

により、教員育成総局に改組された。また、初等教育局と就学前教育局が統合されて基礎教育総局に、
総務財務局とソーシャルサービス局が統合されてサービス支援総局になるなど、プロジェクト関連部署
も改組された。これに伴い、教員研修局から任命されていたプロジェクト・ディレクター、プロジェク
ト・マネジャーが 2012 年 4 月までに交替となり、その他多くの WG メンバーが異動した。国民教育省
の組織改編は、2012 年 9 月の新学期にあわせて導入された「4+4+4」と呼ばれる新しい教育制度の実施
に対応したものと言われている。こうした国民教育省の組織改編と、それに伴う CP の異動や CP の不
在期間が、プロジェクトの進捗に影響を与えている。 

プロジェクト目標の達成を促進し
ている要因はあるか 

プロジェクト目標の達成状況／外
部条件／貢献要因 

・ 教育制度改革と国民教育省の組織改編に伴い、プロジェクト・ダイレクターを始めとする CP が異
動する中で、プロジェト当初から一貫して関わっているプロジェクト・コーディネーターの継続的
な努力は、プロジェクト活動推進の大きな要因となっている。また、プロジェクトの中盤に行われ
た組織改編後、部署間の調整不足により MoNE で効果的に職員を配置できていない期間では、幾つ
かのプロジェクト活動については、WG で大学教員が中心となって進められた。 

・ マスター教員研修に一般教員だけではなく、学校管理者、県の視学官ならびに民間防衛専門家含め
た点は、トルコ事情を勘案した視点が取り入れられている。 

・ プロジェクトの第 1 回本邦研修中（兵庫県）に、東日本大震災が起こり、地震や津波に備えること
の重要性を CP 自身が再認識した。また、プロジェクト実施中の 2011 年 10 月、ヴァン県において
発生した地震による大きな被害がでており、マスター教員の防災教育の普及の緊急度も再認識され
た。 
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評価
項目 

評価設問 
大項目 小項目 必要なデータ 

効 
率 
性 

各成果の達成度は現時点において
適正範囲内か 成果の達成度合いの適性度 

プロジェクトの効率性は中程度である。 
・ PDM ver3 は教員育成総局 CP との協議を経て改訂されたものである。教員育成総局以外のプロジェ

クト参加者については、PDM、PO（Plan of Operation）の存在・内容がよく認識されているわけで
はないが、プロジェクトが目指す 3 つの成果は理解されている。 

・ 本案件の実施については、トルコ国側の教員研修能力が十分高いこと、国際機関や他ドナーが実施
した同分野案件の成果等を活用して実施の効率化を図る方針であること、といった理由から、日本
側の投入は比較的限定されたものとなっている。日本側専門家の派遣については、特に兵庫県から
派遣された短期専門家の授業についてトルコ国側 CP やマスター教員からの高い評価の声が聴かれ
た。インタビュー結果では、国民教育省は、プロジェクト終了後も、可能であれば短期専門家の派
遣と教員研修の時期を合わせ、日本側に協力を依頼したい意向を示している。 

・ プロジェクトはこれまで、合同調整委員会（JCC）を 5 回開催している。プロジェクト参加者間の
コミュニケーションについては、日本側専門家と教員育成総局との間の連絡調整は、トルコ側コー
ディネーターの継続的な努力により、安定的に確実に行われている。トルコ側関係者内での連絡調
整については、教員育成総局とマスター教員間の連絡ツールとして、メーリングリストが利用され
ていることが確認されており、MoNE からの通達等がメールにて連絡され、マスター教員間の情報
交換の場としても同メーリングリストが利用されている。同メーリングリストには、プロジェクト
通訳、JICA トルコ事務所プログラムオフィサーもメンバーに加えられている。IT インフラの整備
されたトルコならではの工夫が見られる。 

・ トルコのような非英語圏でのプロジェクトでは、CP 側は英語を理解する職員を組織の意思決定に
近いポストに配置し、日本側は英語・現地語の通訳を計上する点、本プロジェクトでは効率的に配
置されている。 

・ 基礎教育学校と中等教育学校の選定は、プロジェクト前半期に確実に実施される必要があり、中間
レビュー時点で中等教育学校のパイロット校の選定を進めることとの提言があったが、終了時評価
時点で選定準備中であり、中等教育学校の学校防災緊急管理計画の作成作業が遅延している。 

活動は（３つの）成果を出すのに十
分であったか 活動の数、内容、質の適性度 

投入された資源量に見合った成果
が達成されているか 
 

投入された人材・研修・機材の適性
度 

（日本）専門家派遣：プロジェクト 8 名（計 48 回、801 日間）、短期専門家 3 名、運営指導調査 6 名 
本邦研修：合計：41 名（2013 年 8 月実施予定人数含む） 
①2011 年 3 月（国民教育省より 7 名、大学より 3 名） 
②2012 年 10 月（国民教育省準高官 5 名） 
③2013 年 1 月（国民教育省職員 1 名、コア・マスター教員 14 名） 
④2013 年 8 月予定（国民教育省職員 1 名、県マスター教員 10 名：視学官及び民間防衛専門員） 
供与資機材：該当なし 
現地活動費：7,508 万円（2010 年実績、2011 年実績、2012 年実績、2013 年予定金額の合計） 

（トルコ）カウンターパート：終了時評価時点では、国民教育省（教員育成総局、基礎教育総局、中等
教育総局、教育委員会、サービス支援総局、県教育事務所）、首相府防災危機管理庁、大学・
研究機関（ワーキング・グループ含む） 
ローカルコスト負担：284,434TL（約 1,447 万円）（2011 年～2013 年 7 月）、事務所スペース・

備品の提供

投入（人・研修・機材）の活用度 

投入のタイミングの適性度 

効率性を阻害あるいは貢献した要
因はあったか 阻害・貢献要因の有無 

・ 案件形成当初は、国内支援委員会の設置ならびに「教育行政」の専門家の投入が計画されていたが、
実際のプロジェクト実施体制は異なっている。インタビュー結果では、防災の専門家だけでなく、
教育の専門家がプロジェクトに継続的に関与するべきだったとの指摘も複数あった。 

・ プロジェクトの中盤に、教育制度の改変、CP の大幅な異動により、プロジェクト活動も影響を受
け、成果 2 では、2011 年 11 月～2012 年 8 月の 9 ヶ月間、CP が不在であった。しかし、CP の配置
に時間を要した時期に、各 WG で大学教員やマスター教員を中心として、自主的に活動を継続して
いた点は高く評価できる。 

・ プロジェクト開始から約半年後、日本人側の通訳がプロジェクト終了時まで配置されることによ
り、専門家の不在時のトルコ側、日本側との連絡調整を円滑にしている。一方で、活動が集中する
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評価
項目 

評価設問 
大項目 小項目 必要なデータ 

時期の専門家のアサインに関しては、派遣期間が短いという指摘があった。専門家の活動を後方支
援する業務調整担当が案件形成時に配置が予定されていないため、業務調整のアサインを通訳とは
別で計画する必要がある。 

・ パイロット 10 県 80 校への支援、モニタリングに関し、日本人専門家および CP によるパイロット
10 県への巡回は 2 回にとどまり、訪問した学校数は 36 校（のべ含む）である。インタビュー結果
では、全てのパイロット校巡回のために十分な期間の専門家の投入が必要であるとの意見が出され
た。

 
イ 
ン 
パ 
ク 
ト 

上位目標は達成される見込みか。 
パイロット・プロジェクトの経験
が、展開計画を通じて、パイロット
県の他地域に波及するか 

・ 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校では認められているものの、上位目標の達成見込
みについてはまだ判断する段階には至っていない。パイロット県内のすべての基礎教育学校を対象
とした効果的な防災教育の普及手法については、既に検討が進められている。パイロット県教育事
務所は、県内のすべての基礎教育学校を対象とした普及計画を作成し、普及活動を 2013 年 11 月か
ら実施する。2013 年 11 月～12 月に実施する、ステップ２の研修として、プロジェクト内の活動と
して、周辺校 3-5 校に普及していく計画となっている。それ以降のステップ３の研修については、
2014 年 1 月以降、すべての基礎教育学校を対象に順次県内普及を実施していく計画である。なおス
テップ 3 以降のプロジェクト終了後の活動は教員育成総局が管理・実施していくこととなる。 

・ 自主的な活動としては、テキルダー県及びチャナッカレ県では、2011 年 10 月実施の研修後、同様
の内容を県内の全ての学校に普及させた実績がある。また、マスター教員も校内の先生全員に普及
されている事例も各県の巡回時に多くみられている。 

ターゲットグループ以外への波及
はあるか。 波及事例の有無 

・ 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校では認められている。インパクトの上位目標の達
成見込みについてはまだ判断する段階には至っていない。しかしながら、パイロット校の校内にお
ける同僚教員への指導のみならず、生徒や父母及び他校への防災教育の普及（上位目標）を視野に
入れた様々な活動が、プロジェクト期間中において積極的に実施されている。 

・ 2012 年 9 月に実施された防災教育コンテストでは、審査のための 4 項目に学校における普及活動計
画が含まれており、コンテスト参加校がそれぞれ発表した。同コンテストにおいて WG から、各県
においてマスター教員サークル（活動グループ）を形成し、県のマスター教員が中心となって県内
普及を進めていく案が提案された。2013 年 8 月末に実施予定の本邦研修には、11 名（パイロット
各県から視学官または民間防衛専門家が 1 名ずつと国民教育省からリーダー1 名）が、普及計画研
修計画アクションプラン作成を目的として参加する予定である。2013 年 9 月から 10 月をめどに、
ハンドブックの Part1～Part4 を使った STEP0 研修を行う。 

・ 2012 年 1 月、第 2 回マスター教員研修時にアンケートによる意識調査（満足度調査）が実施され、
行動変容の例として、第 1 回目の研修で学んだことを同僚と共有した教員が 96％、同僚と防災教育
について話をする教員がベースライン時と比して 30％から 87％へ上昇したことが報告された。2012
年 11月中間評価調査の一部として実施されたインタビュー調査結果によるとマスター教員の同僚、
学校全体、生徒、保護者、周辺校へのインパクトの発現が出た一方で、資金的・精神的負担、モチ
ベーションの維持に掛かる課題がそれぞれ報告されている。 

・ 2013 年 6 月に報告された中間評価調査結果によると、パイロット校では正のインパクトが確認され
ている。ブルサでは地震時に生徒全員が机の下にもぐった例、チャナッカレでも大きな物音が聞こ
えた際、地震だと思い全員が机の下にもぐった例等が報告されている。 

・ 保護者に関しては、学校が防災教育の実施について報告、セミナー開催等を行い、保護者からの反
応がある、コンテスト後、入賞校では、保護者からの問い合わせが増加するなどの反応があること
が確認されている。また、日本人専門家の訪問や教員研修が学校 HP に掲載され、学校の宣伝とな
り、学校管理者や教員のモチベーションになるとの声もあった。 

・ 当初は親までは受け入れられないのではないか、との見方もあったが、学校側で独自に親向けの防
災セミナーが実施され、親の防災意識が向上している。 

・ 日本で研修を受けた先生方が中心となり、サカリヤでは、くまキャラバン（日本のかえるキャラバ
ン）を真似た防災イベントが実施され、県内の学校 70 校にも波及した。

その他の正負のインパクトはない
か その他のインパクトの有無 
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評価
項目 

評価設問 
大項目 小項目 必要なデータ 

・ 2012 年 6 月の時点で、 初の教員研修の内容を全県の学校にすでに普及させた県も 2 県見られた。 
 

持 
続 
性 

教育セクター（特に防災教育）での
MoNE の位置づけ 

MoNE が将来にわたり防災教育を
担う組織であるか 

MoNE が学校教育を通じて、防災教育を担う組織である。また AFAD は学校以外の防災教育に関する責
任官庁である。AFAD との継続的な連携は必須であることが確認されている。 

組織・制度的側面からみて、自立発
展の見込みは高いか。 

事業を継続するだけの能力が
MoNE に備わりつつあるか 

 
プロジェクトの持続性の見込みは、中程度であるが、防災教育普及の体制整備が確保されるならば、

プロジェクトの持続性を見込める可能性がある。 
 

・ 防災教育の実施のための組織作りについては、各総局の業務・職務内容に照らしてプロジェクトに
おける総局ごとの役割を整理する必要がある。そのうえで、主に JCC の開催を通じて各総局との協
力関係を再構成し、その中で今後プロジェクト活動を維持していく体制を協議し決定していくこと
が重要、と教員育成総局は考えている。プロジェクト目標の対象に含まれている中等教育学校（現
在は高校を指す）での学校防災緊急管理計画に関して、これまでのプロジェクト期間中に活動がな
かったことから、中等教育総局との協働に向けた協議を継続していく必要がある。また、教員研修
に必要な 4 つのハンドブックの印刷や頒布、ならびに学校防災緊急管理計画の主管部署となる可能
性の高いサービス支援総局との密な連携も必須である。 

・ プロジェクトの持続性を担保する公式レターが、2013 年 6 月末に次官により発出された。その中で、
マスター教員、コア・マスター教員の活動が明文化され、TOT における講師となるコア・マスター
教員への手当てが MoNE 教員育成総局の負担で行われることが約束されたことにより、パイロット
各県における防災教育活動の活性化が期待できる。 

・ WG の活動に参加したローカルリソースは、イスタンブール、アンカラ、コジャエリ各県の大学教
員、Duzce 地震の経験から発足した NGO 等、MoNE 内の人材にとどまらず、複数の機関、人材が
確認されている。これらの人材は WG の活動に深く関与しているころから、プロジェクト終了後の
持続性に大きく貢献するものと考える。 

・ プロジェクトで実施された防災コンテストについて、教員育成総局が継続して実施していく意向を
示しており、コンテスト優勝校への大臣表彰などインセンティブの付与によって、教員のモチベー
ションを高めることが期待されている。同時に、県コーディネート組織が主体となって研修評価を
継続的に行い、マスター教員研修自体の精度を上げていくことや、教員育成総局による Web アン
ケート調査の定期的な実施によってインパクトの測定がされていくことが期待されている。 

・ MoNE は省庁の中でも予算面では上位に入っており、中央政府予算の約 11.8％（2013 年）を占めて
いる。MoNE の予算額は約 1 兆 9930 億円（2012 年）、約 2 兆 4167 億円（2013 年）と 2013 年は前
年比で約 21％増加している。 

政府からの制度的な支援の有無 

財政的側面からみて、自立発展の見
込みは高いか。 

MoNE の財政状況は健全か 

MoNE が、防災教育を継続する上で
必要な予算（人件費含む）を確保で
きるか 

技術的側面からみて、自立発展の見
込みは高いか 

MoNE の技術レベルを配慮した適
切な技術の開発・移転がなされたか

C/P は、移転された技術、知識を十
分身につけたか。 

機材、移転技術などが、今後も広く
活用されるか 
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Pilot 県 市 No. 学校名 種類 授業 同行者 日付 訪問回数

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、
カーン（通訳）

2012/11/16 1

防災訓練 -
MoNEディデム、野村、ショウ、那須
（通訳）

2013/3/7 2

Kadiköy 2 50 Yil İlköğretim Okulu 活動計画協議 -
MoNEネジャト、野村、宮崎、丸山、ケ
マル（通訳）、ヌル（通訳）

2011/1/11 3

活動計画協議 -
MoNEネジャト、野村、宮崎、丸山、ケ
マル（通訳）、ヌル（通訳）

2011/1/11 4

デモ・モデル授
業

2年生　生活科
中田（兵庫）、アイシェ先生，金子、
カーン（通訳）

2012/2/9 5

Alibeköy 4 Alibeykoy Ilkogretim Okulu 防災訓練 - MoNEディデム、ショウ、那須（通訳） 2013/3/6 6

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野
村、、カーン（通訳）

2012/11/16 7

防災訓練 -
MoNEディデム、野村、ショウ、那須
（通訳）

2013/3/8 8

Buyukcekmece 6 Gilman Durukan İlköğretim Okulu デモ・モデル授
業

5年生　トルコ語(国語)
神田（兵庫）、MoNEディデム、ビュレ

ント先生、ブルチャック先生、JICAエミ
ン、野村、アイシェギル（通訳）、

2012/2/9 9

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、

カーン(通訳) 2012/11/16 10

活動計画協議 -
MoNEネジャト、野村、宮崎、丸山、ケ
マル（通訳）

2011/1/25 11

活動計画協議 -
MoNEネジャト、野村、宮崎、丸山、ケ
マル（通訳）

2011/1/25 12

デモ・モデル授
業

5年生　トルコ語(国語) 神田（兵庫）、MoNEディデム、野村、
アイシェギル（通訳）

2012/2/6 13

防災訓練 -
MoNEユルディズ、塩飽、カーン（通
訳）

2013/3/4 14

Golormani
Köyü 9 Golormani İlköğretim Okulu 活動計画協議 -

MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/24 15

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、野村、エリフヌール、
カーン（通訳）

2012/11/14 16

防災訓練 -
MoNEユルディズ、塩飽、カーン（通
訳）

2013/3/5 17

活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/24 18

デモ・モデル授
業

5年生　トルコ語(国語) 神田（兵庫）、MoNEディデム、野村、
アイシェギル（通訳）

2012/2/7 19

Söğütlü 12 Akarca Turk-Fransiz Kardeslik İlköğretim Okulu 活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/21 20

13 21 Haziran İlköğretim Okulu 活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/21 21

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、
カーン（通訳）

2012/11/15 22

デモ・モデル授
業

5年生　トルコ語(国語) 神田（兵庫）、MoNEディデム、野村、
アイシェギル（通訳）、

2012/2/8 23

防災訓練 -
MoNEユルディズ、塩飽、カーン（通
訳）

2013/3/6 24

活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/19 25

防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳） 2013/3/4 26

活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/19 27

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、
丸山、カーン（通訳）

2012/11/23 28

17 Mollafenari İlköğretim Okulu デモ・モデル授
業

2年生　生活科
中田（兵庫）、セビル（アンカラ県
CD）、金子、カーン（通訳）、

2012/2/6 29

18 Osmangazi Demirtag Bucagi İlköğretim Okulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳） 2013/3/4 30

Kestel 19 Karapinar İlköğretim Okulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳） 2013/3/6 31

Yildirim 20 Sehit Karmay Binbasi Ufuk Bulent Yavus İlköğ
retim Okulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳） 2013/3/6 32

Beşevler 21 Suleyman Cura İlköğretim Okulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳） 2013/3/4 33

Merkez 22 Yalova Lisesi 活動計画協議 -
MoNEバイラクリ、野村、宮崎、丸山、
ケマル（通訳）

2011/1/18 34

Safran 23 Safran İlköğretim Okulu 活動計画協議 -
MoNEバイラクリ、野村、宮崎、丸山、
ケマル（通訳）

2011/1/18 35

Çiftlikköy 24 Gazi Abdurrahman İlköğretim Okulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳） 2013/3/5 36

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、
丸山、カーン（通訳）

2012/11/23 37

防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳） 2013/3/5 38

活動計画協議 -
MoNEバイラクリ、野村、宮崎、丸山、

ケマル(通訳) 2011/1/18 39

デモ・モデル授
業

2年生　生活科
中田（兵庫）、MoNEセビル（アンカラ

県CD）、金子、カーン（通訳）
2012/2/7 40

活動計画協議 -
MoNE????、野村、宮崎、丸山、ケマル
（通訳）

2011/1/20 41

防災訓練 -
MoNEユルディズ、塩飽、カーン（通
訳）

2013/3/7 42

Dogantepe Köy
ü 28 Dogantepe Köyü İlköğretim Okulu 活動計画協議 -

MoNE????、野村、宮崎、丸山、ケマル

(通訳) 2011/1/20 43

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、
カーン（通訳）

2012/11/15 44

デモ・モデル授
業

2年生　生活科
中田（兵庫）、MoNEアリクスメズ（ア
ンカラ県、校長）、金子、カーン（通
訳）

2012/2/8 45

防災訓練 -
MoNEユルディズ、塩飽、カーン（通
訳）

2013/3/8 46

パイロット校への巡回状況

27 Turk Pirelli İlköğretim Okulu

29

1

2

Istanbul
Asian side

Istanbul
European side

Uskudar

Avacilar

14

15

16

25

26

Doganci Ayse-Yilmaz İlköğretim Okulu

Merkez Mehmet Akif Ersoy İlköğretim Okulu

Beykoy İlköğretim Okulu

1

3

5

7

8

Kartal

5

Merkez
Düzce3

Sakarya

Gurbuz İlköğretim Okulu

Capitol İlköğretim Okulu

Ali Karay İlköğretim Okulu

Mustafa Kemal İlköğretim Okulu

Avant

Merkez

Bursa

Osmangazi

Bolu

10

11

4
Adapazari

Atatürk İlköğretim Okulu

Fertur İlköğretim Okulu

Yalova

Zubeyde Hanim İlköğretim Okulu

6

Demirtas Bucagi İlköğretim Okulu

Merkez Cumhuriyet İlköğretim Okulu

Kocaeli7

Golcuk İlköğretim OkuluGolcuk

Izmit
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意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、
丸山、カーン（通訳）

2012/11/22 47

活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/14 48

活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/14 49

デモ・モデル授
業

2/4年生　算数
岡本（兵庫）、MoNE：シェラフェッティン、宮
崎、ケマル（通訳）

2012/2/6 50

防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳）
2013/3/8

51

32
Edremit 75. Yıl Ortaokulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳）

2013/3/8
52

33 Zağnospaşa Ortaokulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳）
2013/3/8

53

Bigadiç Merkez 34 Bigadiç Dörteylül İlköğretim Okulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳）
2013/3/8

54

Gönen Merkez 35 Şehit Kaymakam Rahmi Bey İlköğretim Okulu 防災訓練 - MoNEセビル、金子、メルト（通訳）
2013/3/8

55

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、
丸山、カーン（通訳）

2012/11/21 56

防災訓練 -
MoNEディデム、ショウ、セルチュク
（通訳）

2013/3/4 57

Akçapınar
Köyü 37

Akcapmar İlköğretim Okulu 活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/13 58

38 Merkez İlköğretim Okulu 活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/13 59

39 Ozlem Kayali İlköğretim Okulu デモ・モデル授
業

2/4年生　算数
中田（兵庫）、MoNEアリクスメズ（ア
ンカラ県、校長）、金子、カーン（通
訳）

2012/2/7 60

Naipköy 40 Naip ilkogretim Okulu 活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/12 61

活動計画協議 -
MoNEナヒト、野村、宮崎、丸山、ケマ
ル（通訳）

2011/1/12 62

意識調査/国別研
修説明

-
MoNEディデム、エリフヌール、野村、
丸山、カーン（通訳）

2012/11/20 63

デモ・モデル授
業

2/4年生　算数
中田（兵庫）、MoNEアリクスメズ（ア
ンカラ県、校長）、金子、カーン（通
訳）

2012/2/8 64

防災訓練 -
MoNEディデム、ショウ、セルチュク
（通訳） 2013/3/5 65

30

31

36

Tekirdag

Merkez

Ogretmen Mediha Mehmet Tetikol İlköğretim Okul

Balikesir 8

Merkez

Canakkale9

Merkez

Zağnospaşa İlköğretim OkuluBurhaniye

10

Ezine 75, Yil İlköğretim Okulu

41

Aslihantepecik İlköğretim Okulu

A9-2



添付資料 10 

A10-1 

添付資料 10-1：防災教育教材リスト 

 

種類 名称 セット 

実験教材 紙ぶるる 5 

 ぱらぱらぶるる 12 

 エッキー 4 

防災絵本、紙芝居 

あわてないあわてない (大型紙しばい防災シリーズ (地震))  1 

いなむらの火 (いのちを守る防災かみしばい じしん・つな

み・たいふう)  
1 

 
What’s Derolin?―A Story of Earthquake and Tsunami  3 

 じしんのえほん―こんなときどうするの? (地震防災えほん)  2 

 
台風がきたぞ (いのちを守る防災かみしばい じしん・つな

み・たいふう)  
1 

 
津波からみんなをすくえ!―ほんとうにあった「稲むらの火」 

浜口梧陵さんのお話  
1 

 いのち やさしさ まなび―兵庫発の防災読本  1 

防災教育教材、 

ゲーム 

なまずの学校 2 

SHUFFLE 2 

 GURAGURA TOWN 2 

 BO-SAI ハンカチ 2 

 BO-SAI ガムテープ 2 

教科書 小学校、中学校一式 (添付資料 10-2 参照） 一式 
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添付資料 10-2：提供した教科書リスト 

 

(1)小学校教科書リスト 

  タイトル 対象学年 出版社 

社会 

社会３・４上 3・4 年生 光村図書 

新しい社会３・４上 3・4 年生 東京書籍 

社会３・４下 3・4 年生 東京書籍 

新しい社会５ 5 年生 東京書籍 

社会５ 5 年生 光村図書 

社会６ 5 年生 光村図書 

理科 

わくわく理科６ 6 年生 啓林館 

小学校理科 6 年 6 年生 学校図書 

地球となかよし 小学理科 6 6 年生 教育出版 

保健 

みんなの保健 5･6 年生 学研 

新しい保健 5･6 年生 東京書籍 

わたしたちの保健 5･6 年生 文教社 

家庭 新しい家庭 5･6 年生 東京書籍 

 

(2)中学校教科書リスト 

  タイトル 対象学年 出版社 

社会 私たちの中学社会【地理的分野】 NA 日本書籍新社 

地理 

社会科中学生の地理  

世界のなかの日本初訂版 
5･6 年生 帝国書院 

新編 新しい社会 地理 NA 東京書籍 

理科 

理科２分野 上 NA 教育出版 

理科２分野 下 NA 教育出版 

新版中学校２分野 下 NA 大日本図書 

未来へひろがるサイエンス２分野 上 NA 啓林館 

未来へ広がるサイエンス２分野 下 NA 啓林館 

  中学校科学２分野 上 生命と地球編 NA 学校図書 

科学 中学校科学２分野 下 生命と地球編  NA 学校図書 

  新編 新しい科学２分野 上 NA 東京書籍 

  新編 新しい科学２分野 下 NA 東京書籍 

保健 

新版中学校保健体育 NA 大日本図書 

新・中学保健体育 NA 学研 

新編・新しい保健体育 中学校全 東京書籍 

家庭・技術 

新編 新しい技術・家庭 技術分野 NA 東京書籍 

新編 新しい技術・家庭 家庭分野 NA 東京書籍 

技術・家庭  家庭分野 NA 開隆堂 

技術・家庭  技術分野 NA 開隆堂 
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添付資料 11 プロジェクトに関する TV・新聞報道 

No. タイトル 日付 情報源 

1 "School-Based Disaster Education Project" Begins - Sakarya 

 

21 

January 

2011 

http://habercini

z.biz/okul-teme

lli-afet-egitimi-

projesi-basladi-

sakarya-960489

h.htm 

 

2 School model of the earthquake in Japan 

 

27 October 

2011 
Stargazet

te.com 

3 DISASTER OF BASIC EDUCATION PROJECT BASED TRAINING 

SCHOOL STARTED 

 

06 

February2

012 

http://ww

w.boluegit

im.gov.tr/

haberid.as

p?kimlik=

417 

4 Given Japan Earthquake Education Teachers 

 

14 

NOVEMB

ER 2012 

http://www

.abbasgucl

u.com.tr/ha

ber/ogretm

enlere_jap

onyada_de

prem_egiti

mi_verilec

ek.html 

5 SCHOOL-BASED DISASTER EDUCATION PROJECT 

 
 

February 
8, 2012 

http://ww

w.ozlemka

yali.k12.tr

/cms/inde

x.php?opti

on=com_c

ontent&ta

sk=view&

id=192&It

emid=1 

6 Turkey in the Japanese 'quake course' 

 

4 

NOVEMB

ER 2011 

http://ww

w.abbasgu

clu.com.tr/

haber/japo

nlardan_tu

rkiyeye_d

eprem_der

si.html 

7 The Japanese "earthquake lesson" 
To minimize disaster losses, in order to be prepared for disasters, the Ministry of 

National Education (MEB) and the Japan International Cooperation Agency (JICA) 

prepared in Education Project'' under'' School-based curriculum will be updated Disaster, 

disaster education teachers will be formative, provincial disaster risk teachers, students 

and parents will be training. 

04 

November 

2011 

http://ww

w.sabah.c

om.tr/Egit

im/2011/1

1/04/japon

lardan-dep

rem-dersi 

8 Each school will prepare disaster plan 13 

november 

2011 

NEW 

ASIAN 

JOURNAL 

http://haberciniz.biz/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-basladi-sakarya-960489h.htm
http://haberciniz.biz/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-basladi-sakarya-960489h.htm
http://haberciniz.biz/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-basladi-sakarya-960489h.htm
http://haberciniz.biz/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-basladi-sakarya-960489h.htm
http://haberciniz.biz/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-basladi-sakarya-960489h.htm
http://haberciniz.biz/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-basladi-sakarya-960489h.htm
http://www.boluegitim.gov.tr/haberid.asp?kimlik=417
http://www.boluegitim.gov.tr/haberid.asp?kimlik=417
http://www.boluegitim.gov.tr/haberid.asp?kimlik=417
http://www.boluegitim.gov.tr/haberid.asp?kimlik=417
http://www.boluegitim.gov.tr/haberid.asp?kimlik=417
http://www.boluegitim.gov.tr/haberid.asp?kimlik=417
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/ogretmenlere_japonyada_deprem_egitimi_verilecek.html
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.ozlemkayali.k12.tr/cms/index.php?option=com_content&task=view&id=192&Itemid=1
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/japonlardan_turkiyeye_deprem_dersi.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/japonlardan_turkiyeye_deprem_dersi.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/japonlardan_turkiyeye_deprem_dersi.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/japonlardan_turkiyeye_deprem_dersi.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/japonlardan_turkiyeye_deprem_dersi.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/japonlardan_turkiyeye_deprem_dersi.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/japonlardan_turkiyeye_deprem_dersi.html
http://www.abbasguclu.com.tr/haber/japonlardan_turkiyeye_deprem_dersi.html
http://www.sabah.com.tr/Egitim/2011/11/04/japonlardan-deprem-dersi
http://www.sabah.com.tr/Egitim/2011/11/04/japonlardan-deprem-dersi
http://www.sabah.com.tr/Egitim/2011/11/04/japonlardan-deprem-dersi
http://www.sabah.com.tr/Egitim/2011/11/04/japonlardan-deprem-dersi
http://www.sabah.com.tr/Egitim/2011/11/04/japonlardan-deprem-dersi
http://www.sabah.com.tr/Egitim/2011/11/04/japonlardan-deprem-dersi
http://www.sabah.com.tr/Egitim/2011/11/04/japonlardan-deprem-dersi
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 Students Served About Earthquake experts trained in Japanese 

 
 

07 

February 

2012 

 

9 School-based Disaster Education 

 

15 

November 

2012 

http://ww

w.sakarya

haberajans

i.com/hab

er-2289-o

kul-tabanli

-afet-egiti

mi.html 

10 "Web okul tabanlı afet eğitimi" ÇANAKKALE (A.A) -（Web上の学校防

災教育） 

http://www.gazetea24.com/sondakikahaber/web-okul-tabanli-afet-egitimi-pr

ojesi_224013.html# 

3March, 

2013 

gazetea2

4 

11 Afet eğitiminde işbirliği（防災教育協力） 

http://www.dogruhaber.com.tr/Haber/Afet-egitiminde-isbirligi-72753.html 

 
 

5March, 

2013 

dogruha

ber 

12 Afet hazırlığında birinci olan okulu Japonlar denetledi（学校における避難

訓練を視察する日本人） 

http://haber.stargazete.com/guncel/afet-hazirliginda-birinci-olan-okulu-japo

nlar-denetledi/haber-733253 

 

5March, 

2013 

Haber 

13 マルマラ地域での来たるべき地震 

国営放送 19時のニュース番組 金子史夫出演 

6 Mart 

2013 
TRT 

14 Japonlardan korkutan deprem yorumu（日本の地震の恐怖から） 

Japonya Uluslararası İşbirliği Ajansı (JICA) Afet Yönetim Uzmanı Fumio 

Kaneko, önümüzdeki birkaç yıl içerisinde Marmara Denizi'nde 7-7,5 

şiddetinde bir deprem olmasını beklediklerini söyledi.（JICA 専門家金子史

夫氏、マルマラ海で数年以内に M7.0-7.5の地震の可能性を示唆） 

http://yenisafak.com.tr/aktuel-haber/japonlardan-korkutan-deprem-yorumu-

6March, 

2013 

yenisafa

k 

http://www.sakaryahaberajansi.com/haber-2289-okul-tabanli-afet-egitimi.html
http://www.sakaryahaberajansi.com/haber-2289-okul-tabanli-afet-egitimi.html
http://www.sakaryahaberajansi.com/haber-2289-okul-tabanli-afet-egitimi.html
http://www.sakaryahaberajansi.com/haber-2289-okul-tabanli-afet-egitimi.html
http://www.sakaryahaberajansi.com/haber-2289-okul-tabanli-afet-egitimi.html
http://www.sakaryahaberajansi.com/haber-2289-okul-tabanli-afet-egitimi.html
http://www.sakaryahaberajansi.com/haber-2289-okul-tabanli-afet-egitimi.html
http://www.sakaryahaberajansi.com/haber-2289-okul-tabanli-afet-egitimi.html
http://www.gazetea24.com/sondakikahaber/web-okul-tabanli-afet-egitimi-projesi_224013.html
http://www.gazetea24.com/sondakikahaber/web-okul-tabanli-afet-egitimi-projesi_224013.html
http://www.dogruhaber.com.tr/Haber/Afet-egitiminde-isbirligi-72753.html
http://haber.stargazete.com/guncel/afet-hazirliginda-birinci-olan-okulu-japonlar-denetledi/haber-733253
http://haber.stargazete.com/guncel/afet-hazirliginda-birinci-olan-okulu-japonlar-denetledi/haber-733253
http://yenisafak.com.tr/aktuel-haber/japonlardan-korkutan-deprem-yorumu-06.03.2013-496540?ref=manset-1
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06.03.2013-496540?ref=manset-1 

15 İstanbul ve Bursa tsunami tehdidi altında（イスタンブールとブルサに津

波の可能性） 

http://haber.stargazete.com/guncel/istanbul-ve-bursa-tsunami-tehdidi-altinda

/haber-733474 

6March, 

2013 

Star 

16 OKULLAR OLASI DEPREME HAZIRLANIYOR; KARAPINAR 

ORTAOKULU’NDA DEPREM TATBİKATI…（学校における地震に備え

た避難訓練）

http://bursa.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/2013_03/06142424_1800

.jpg 
http://bursa.meb.gov.tr/www/o

kullar-olasi-depreme-hazirlaniy

or-karapinar-ortaokulu8217nda

-deprem-tatbikati8230/icerik/3

52 

6March, 

2013 
ブルサ

県教育

事務所 

17 INFORMATION CONCERNING Marmara Earthquake 
JICA cooperation with the Ministry of National Education in schools under the protocol 

in place drills and exercises are not enough emphasized Kaneko observes, "In the next 

few years, near Istanbul, the Marmara Sea are likely to be bir deprem. 7-7.5 severity of 

this earthquake is not over. Istanbul and Bursa tsunami etkisinde remains, "he said 

07 March 

2013 
http://w

ww.yout

ube.com/

watch?v

=qIPtSD

OOrnM 

18 Japanese Disaster Exercise Seismologist Full Note 
The Ministry of Education with the Japan International Cooperation Agency (JICA) 

started in 2010 between the 'School-Based Disaster Education Project' today tatbikatla 

Middle School took Zağnospaşa Balıkesir. 

 http://ww

w.haberler

.com/balik

esir-afet-ta

tbikatina-j

apon-sism

ologtan-ta

m-440269

4-haberi/ 

19 BALIKESİR - CENTRAL - Aslıhantepecik Secondary School 

21

 http://meb

k12.meb.g

ov.tr/meb_

iys_dosyal

ar/10/01/7

22331/icer

ikler/okul-

temelli-afe

t-egitimi-p

rojesi-kap

saminda-d

eprem-tatb

ikati_4063

34_gorme

_engelli.ht

ml 

http://yenisafak.com.tr/aktuel-haber/japonlardan-korkutan-deprem-yorumu-06.03.2013-496540?ref=manset-1
http://haber.stargazete.com/guncel/istanbul-ve-bursa-tsunami-tehdidi-altinda/haber-733474
http://haber.stargazete.com/guncel/istanbul-ve-bursa-tsunami-tehdidi-altinda/haber-733474
http://bursa.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/2013_03/06142424_1800.jpg
http://bursa.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/2013_03/06142424_1800.jpg
http://bursa.meb.gov.tr/www/okullar-olasi-depreme-hazirlaniyor-karapinar-ortaokulu8217nda-deprem-tatbikati8230/icerik/352
http://bursa.meb.gov.tr/www/okullar-olasi-depreme-hazirlaniyor-karapinar-ortaokulu8217nda-deprem-tatbikati8230/icerik/352
http://bursa.meb.gov.tr/www/okullar-olasi-depreme-hazirlaniyor-karapinar-ortaokulu8217nda-deprem-tatbikati8230/icerik/352
http://bursa.meb.gov.tr/www/okullar-olasi-depreme-hazirlaniyor-karapinar-ortaokulu8217nda-deprem-tatbikati8230/icerik/352
http://bursa.meb.gov.tr/www/okullar-olasi-depreme-hazirlaniyor-karapinar-ortaokulu8217nda-deprem-tatbikati8230/icerik/352
http://www.youtube.com/watch?v=qIPtSDOOrnM
http://www.youtube.com/watch?v=qIPtSDOOrnM
http://www.youtube.com/watch?v=qIPtSDOOrnM
http://www.youtube.com/watch?v=qIPtSDOOrnM
http://www.youtube.com/watch?v=qIPtSDOOrnM
http://www.youtube.com/watch?v=qIPtSDOOrnM
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://www.haberler.com/balikesir-afet-tatbikatina-japon-sismologtan-tam-4402694-haberi/
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/resimler/2013_03/10074834_p3060026.jpg
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/resimler/2013_03/10074834_p3060026.jpg
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/resimler/2013_03/10074838_p3060035.jpg
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/resimler/2013_03/10074838_p3060035.jpg
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/icerikler/okul-temelli-afet-egitimi-projesi-kapsaminda-deprem-tatbikati_406334_gorme_engelli.html
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20 Türk Pirelli HOSTED THE JAPANESE 

 

March 8, 

201 
 

21 Marmara Denizi'nde 7 veya 7.5 

büyüklüğünde deprem olasılığı büyük 

（マルマラ海でM7.0-7.5の地震の可能性） 
http://www.hurriyet.com.tr/gundem/2275425

0.asp 

 

 

 
http://www.hurriyet.com.tr/gundem/22754250.asp（インタビュー動画） 

7 Mart 

2013 
ヒュリ

エット

紙 

22 学校での防災訓練 

http://www.bizimkocaeli.com/Spor/guncel/75627-turk-pirelli-japonlari-agirl

adi.html 

 

8 March 

2013 

BizimKo

caeli 

23 Bursa ve İstanbul'a tsunami uyarısı（ブルサとイスタンブール津波警報）
http://www.sabah.com.tr/Gundem/2013/03/06/bursa-ve-istanbula-tsunami-u

yarisi 

 

3 June, 

2013 

SABAH 

 

http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/resimler/2013_03/10074840_p3080070.jpg
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/resimler/2013_03/10074840_p3080070.jpg
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/resimler/2013_03/10074841_p3080087.jpg
http://mebk12.meb.gov.tr/meb_iys_dosyalar/10/01/722331/resimler/2013_03/10074841_p3080087.jpg
http://www.hurriyet.com.tr/gundem/22754250.asp
http://www.hurriyet.com.tr/gundem/22754250.asp
http://www.hurriyet.com.tr/gundem/22754250.asp
http://www.bizimkocaeli.com/Spor/guncel/75627-turk-pirelli-japonlari-agirladi.html
http://www.bizimkocaeli.com/Spor/guncel/75627-turk-pirelli-japonlari-agirladi.html
http://www.sabah.com.tr/Gundem/2013/03/06/bursa-ve-istanbula-tsunami-uyarisi
http://www.sabah.com.tr/Gundem/2013/03/06/bursa-ve-istanbula-tsunami-uyarisi
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